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設置の趣旨等を記載した書類 

 

1. 理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程設置の趣旨および必要性 

1.1 理工学研究科の沿革 

南山大学がある中部地区における主要産業は工業であり、歴史的に技術者の需要が高

い。南山大学では、地域産業の需要に応えるために、2000 年 4 月に数理情報学部を、

2004 年 4 月に大学院数理情報研究科をそれぞれ設置し、理工系技術者の育成を行って

きた。設置後も、理工系技術者のための新しい教育方法を恒常的に模索し、継続的に教

育課程や組織を見直すことで、現在は理工学部および大学院理工学研究科を有するに至

っている。数理情報学部および数理情報研究科の設置から、現在の理工学部および理工

学研究科に至るまで、ともに 100％近い就職率を達成しており、就職先は地域主要産業

の製造業と情報通信業が 7割以上である。このことは、理工学部および理工学研究科の

教育課程が、地域の人材需要に応え続けてきたことの表れである。 

この間、理工学部と理工学研究科では改組や教育課程の再編成などを通じ、絶え間な

い変革を行ってきた。その理由は、工業製品がその開発に必要とされる技術とともに絶

えず変容していることにある。技術の変容に伴い、求められる人材も変容する。当然、

人材育成に適した教育環境もまた発展させる必要がある。特に、近年、工業製品は高度

に複雑化しており、一つの製品であっても、それを作製するのに必要な技術は多分野に

渡る。複数の技術を有機的に統合して製品がはじめて完成することから、研究科の教育

においても専攻間の相互補完性を強化し、学際的な内容を学ぶことができる体制を整え

ることが必要である。それを実現するために設置されたのが、2013 年度に発足した現

在の理工学研究科である。 

このたび、南山大学は大学院理工学研究科において機械電子制御工学専攻博士後期課

程を新設する。研究科ではその他、電子情報工学専攻博士前期課程、機械システム工学

専攻博士前期課程を新設し、データサイエンス専攻に博士後期課程を設置する。電子情

報工学専攻博士前期課程、機械システム工学専攻博士前期課程の新設は、既存の 2021

年 4 月に設置された理工学部電子情報工学科と機械システム工学科が完成年度を迎え

るため、より高度な教育と人材育成を行うために博士前期課程を設置することがねらい

である。データサイエンス専攻博士後期課程の設置は、既存の 2023 年 4 月に設置され

た理工学研究科データサイエンス専攻博士前期課程の完成年度に合わせて課程の変更

を行うためである。さらに、既存の機械電子制御工学専攻博士後期課程が教育を担って

きた特定製品開発支援技術を取り巻く環境の劇的な変化への対応が急務であることか

ら、新たに機械電子制御工学専攻博士後期課程を新設する。環境の劇的な変化とは、工

業製品に求められる機能の多様化に伴う特定製品開発支援技術の高度化・先鋭化や、特

定製品開発支援技術に関するイノベーション創出力に対する需要の増加を指す。このよ

うな変化に対応しイノベーションを創出できる人材を育成するために、電子情報工学専
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修および機械システム工学専修を備えた新しい機械電子制御工学専攻博士後期課程を

同時設置する。これらによって理工学研究科全体としての教育・研究体制を整えること

とした。 

 

1.2 機械電子制御工学専攻博士後期課程設置の背景と必要性 

① 開発工程支援技術と特定製品開発支援技術を取り巻く環境の変化 

理工学研究科では、開発工程支援技術と位置づける情報技術や数理技術、ならびに、

特定製品開発支援技術と位置づける機械工学や電子工学の有機的な統合を目指した教

育課程を編成してきた。 

開発工程支援技術とは、ソフトウェア工学やデータサイエンス分野の諸工学のように

適用範囲を特定の工業製品に限定せず、多種多様な工業製品について、その開発工程を

可視化、効率化、自動化するため等に利用される。一方、機械工学や電子工学のように

特定の製品や機能を実現するために発展してきた技術は特定製品開発支援技術と称す

ることができる。高度に複雑化する工業製品の開発では、製品の機械的・電子的な基本

機能は当然のこと、付加価値となる機能の組み込み、また、生産性や保守性・拡張性な

ども考慮する必要がある。すなわち、開発工程支援技術と特定製品開発支援技術を結び

つけられる能力を持つ人材が求められている。理工学研究科では、このような時代の要

請に応えることを趣旨とした教育を実践してきた。 

 

② 機械電子制御工学専攻博士後期課程設置の背景 

理工学研究科に、新たに機械電子制御工学専攻博士後期課程を設置しようとする背景

には、これまで既設の機械電子制御工学専攻博士後期課程が教育を担ってきた特定製品

開発支援技術を取り巻く環境の、以下で述べるような劇的な変化がある。第一に、工業

製品に求められる機能の多様化に伴う、特定製品開発支援技術の高度化・先鋭化が挙げ

られる。政府による「科学技術・イノベーション基本計画」＜資料 01＞では、我が国は

Society 5.0 の実現を通じて「一人ひとりが多様な幸せ（well-being）を実現できる」

未来社会を目指すとしている。自動車や家電など、人々の日々の生活に密接に関わる工

業製品ほど多様な機能が求められ、その開発に必要な技術は高度化・先鋭化が要求され

る。第二に、グローバルな競争力を高めるための、特定製品開発支援技術に関するイノ

ベーション創出力への要求の増大が挙げられる。経済産業省による「産業技術ビジョン

2020」＜資料 02＞では、世界的に見た我が国の現状として「イノベーション産業は米中

に大きく水を開けられた」と指摘した上で、中長期的な方向性として「イノベーション

力の強化」を第一に提言している。第三に、工業製品および特定製品開発支援技術に対

する、持続可能性に関する要求の増大が挙げられる。経済産業省による「産業技術ビジ

ョン 2020」＜資料 02＞では、持続可能な社会の実現に向けて持続可能性を高めるため

に、サーキュラーエコノミーの実現やエコシステムの形成を意識した活動が重要である
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と指摘している。 

これらの変化に対応するための、政府や経済界の動向について述べる。まず、政府に

よる「科学技術・イノベーション基本計画」＜資料 01＞では、Society 5.0 の実現のた

めには「サイバー空間とフィジカル空間の融合」が必要であり、そのためにはデータ活

用基盤の整備や通信インフラの改善など、情報通信関連技術のイノベーション推進が必

要であると述べられている。さらに、経済産業省による「産業技術ビジョン 2020」＜資

料 02＞では、人間の活動能力に飛躍的な拡張をもたらすキーテクノロジーとして、ロ

ボティクス、センシング、XR など機械電子制御工学分野の技術が第一に挙げられてい

る。それと同時に、イノベーション創出のためには教育・人材育成システムの更新が不

可欠であると提言している。政府による「成長戦略実行計画」＜資料 03＞では、教育機

関と協力してデジタル人材を育成し、行政機関や民間企業で積極的に採用・活用できる

環境を整備することが謳われている。さらに、政府による「統合イノベーション戦略2023」

＜資料 04＞においても、創造的で多様な人材の育成・教育の充実および博士号取得者

の社会での活躍の促進が謳われている。 

政府による「デジタル田園都市国家構想基本方針」＜資料 05＞では、デジタル社会の

推進に最低限必要な人数を 330 万人と推計し、現状の 100 万人に加えて 2026 年度末ま

でに新たに 230 万人のデジタル推進人材の育成が必要であるとしている。また、独立行

政法人情報処理推進機構社会基盤センターの「IT人材白書2020」＜資料06＞によれば、

2019 年度の IT 企業への調査から、IT 人材の“質”に対する不足感が「大幅に不足して

いる」と回答した従業員数 1,001 名以上企業の割合は 48.3%となり、前年度から 10.2 ポ

イント上昇している（＜資料 06＞図表 1-1-1）。IT 人材の“量”に対する過不足感につ

いても、2019 年度調査では従業員数 301 名以上の IT 企業の「大幅に不足している」の

回答の割合が上昇しており、特に 301 名以上 1,000 名以下の IT 企業では 9.3 ポイント

上昇している（＜資料 06＞図表 1-1-6）。 

先端 IT 従事者の機械電子制御工学分野の技術（IoT、AR/VR、ブロックチェーン、自

動運転、5G）に関する関心は、どの技術も「ある程度習得している」と「これから習得

する予定である」を合わせて 50％程度かそれ以上あり、高い関心が示されている。ま

た、先端 IT 従事者の「業務上必要な内容があれば、業務外（職場以外）でも習得する」

と回答した割合が 53.2％となっており、先端 IT 非従事者よりも技術習得意欲が 20％以

上高い。さらに、先端 IT 従事者のスキルアップの月当たり自己負担額は平均 12,780 円

であり先端 IT 非従事者の 3,920 円よりもかなり高い金額となっている（＜資料 06＞図

表 1-1-16、図表 1-1-17、図表 1-1-18）。これらのことは、機械電子制御工学分野の技術

について、IT 技術者を中心として社会人の学びなおし需要がかなり高いことを示して

いる。 

愛知県が策定した「あいち ICT 戦略プラン 2020」＜資料 07＞では、県が取り組むべ

き課題解決のために ICT スキルを持つ人材の育成が重要であることが記述されている。
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その一つの対応策として、東海産業競争力協議会からの「『Society 5.0』の実現に向け

た東海地域の産業競争力強化戦略（ポイント）」＜資料 08＞で言及されている「IT もの

づくりブリッジ人材」の育成が挙げられる。そこでは、ものづくりに係る課題解決・価

値創造のスキルと IT スキルの橋渡しを行える人材を「IT ものづくりブリッジ人材」と

定義し、その育成のための具体的方策が提案されている。そして、経済産業省中部経済

産業局による「IT ものづくりブリッジ人材(A タイプ)産学連携カリキュラム」＜資料 09

＞では、あらためて東海地域において IT 人材の確保が重要であることを指摘した上で、

「IT ものづくりブリッジ人材」の育成に関する取り組みを始めていることが報告され

ている。 

愛知県内において機械工学、制御工学、電子工学、情報工学を教育する大学院博士後

期課程はいくつかありそれらの入学定員は＜資料 10＞に示すとおりとなっているが、

これらの学問分野を総合的に取り扱い教育する大学院博士後期課程は量的にも質的に

も十分とは言い難い。一方で政府による「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行

計画 2023 改訂版」＜資料 11＞や「統合イノベーション戦略 2023」＜資料 04＞、「デジ

タル田園都市国家構想基本方針」＜資料 05＞において、官民連携による科学技術イノ

ベーションの推進に向けた人材育成が喫緊の課題として挙げられている。 

 

③ 機械電子制御工学専攻博士後期課程設置の必要性 

i) 特定製品開発支援技術を取り巻く環境の変化に対応できる人材像 

前項で述べた第一の変化に対応するためには、工業製品に対する多様な要求を適切に

理解し、より多くの機能を同時に実現する技術・手法を開発できる能力をもった人材が

必要である。そのためには、特定製品開発支援技術に関わる主たる学問分野である電子

情報工学と機械システム工学を合わせて機械電子制御工学という大きな一つの学問分

野として捉え、そこに共通する専門知識や原理を理解した人材を育成することが必要で

ある。第二の変化に対応するためには、特定製品開発支援技術に関する研究開発を先導

的に行える人材が必要である。そのためには、電子情報工学または機械システム工学の

専門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、課題を自立して設定し解決できる人材を育成す

ることが必要である。そして、第三の変化に対応するためには、サーキュラーエコノミ

ーの実現やエコシステムの形成において主導的に活躍できる人材が必要である。特に、

工業製品および特定製品開発支援技術の製造・開発において、持続可能性を高めるこれ

らの活動を主導的に行うためには、他の多くの分野の技術者と相互理解し円滑な協働を

達成できる能力が必要である。すなわち、自らの専門分野に関する課題やその解決法を

論理的に表現でき、円滑な意思疎通を通して、他の技術者と相互理解し、協働を可能に

するコミュニケーション能力をもった人材を育成することが必要である。 

 

ii) 機械電子制御工学分野の教育・人材育成に関する社会的必要性 
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②の冒頭で述べた通り、特定製品開発支援技術を取り巻く環境には劇的な変化が起き

ている。まず、工業製品に求められる機能の多様化に伴う、特定製品開発支援技術の高

度化・先鋭化である。次に、グローバルな競争力を高めるための、特定製品開発支援技

術に関するイノベーション創出力への要求の増大である。最後に、工業製品および特定

製品開発支援技術に対する、持続可能性に関する要求の増大である。 

このような背景のもと、学術界や中部地区の企業に対して、機械電子制御工学分野に

おいて i)で述べた能力を備えた人材を供給することは、日本の研究水準の向上や産業

発展に貢献するとともに、中部地区ひいては我が国の研究開発能力の強化という社会的

な要請に十分に応えるものである。すなわち、南山大学大学院理工学研究科に機械電子

制御工学専攻博士後期課程を早急に設置する必要性が十分にあることを示している。 

 

④機械電子制御工学専攻博士後期課程の設置時期について 

2021 年 4 月に設置された理工学部電子情報工学科と機械システム工学科の完成に合

わせて、2025 年 4 月に理工学研究科電子情報工学専攻博士前期課程と機械システム工

学専攻博士前期課程を新設する計画である。これらの専攻は、同じく 2025 年 4 月に新

設する機械電子制御工学専攻博士後期課程の基礎となる専攻であると同時に、修士論文

研究などを通じて、新たな価値を持つ手法や技術を開発する能力や多様な技術を組み合

わせる能力を涵養するための専門性を高めた教育を行う計画である。一方で、政府によ

る「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版」＜資料 11＞や「統

合イノベーション戦略 2023」＜資料 04＞、「デジタル田園都市国家構想基本方針」＜資

料 05＞で述べられているとおり、科学技術イノベーションの推進に向けた研究者や高

度な専門技術者の育成は、我が国における喫緊の課題である。より高度な教育、すなわ

ち機械電子制御工学分野の新たな技術を開発する能力と開発した研究成果を組み合わ

せて実問題に広く展開できる問題解決力を涵養する教育を早急に開始するため、基礎と

なる電子情報工学専攻博士前期課程と機械システム工学専攻博士前期課程の完成を待

たずに、機械電子制御工学専攻博士後期課程を同時設置する。 

 

＜資料 01＞ 科学技術・イノベーション基本計画（令和 3 年 3 月 26 日 閣議決定） 

＜資料 02＞ 産業技術ビジョン 2020（2020 年 5 月 29 日 経済産業省） 

＜資料 03＞ 成長戦略実行計画（令和 3 年 6 月 18 日 閣議決定） 

＜資料 04＞ 統合イノベーション戦略 2023（令和 5 年 6 月 9 日 閣議決定） 

＜資料 05＞ デジタル田園都市国家構想基本方針（令和 4 年 6 月 7 日 閣議決定） 

＜資料 06＞ IT 人材白書 2020（2020 年 8 月 31 日 独立行政法人情報処理推進機構社

会基盤センター） 

＜資料 07＞ あいち ICT 戦略プラン 2020（2020 年 3 月一部改正 愛知県） 

＜資料 08＞ 「Society 5.0」の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略（ポイン
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ト）（2019 年 5 月 東海産業競争力協議会） 

＜資料 09＞ 「IT ものづくりブリッジ人材(A タイプ)」産学連携カリキュラム（令和

2 年 5 月 中部経済産業局） 

＜資料 10＞ 類似する近隣等の大学院・研究科・専攻における入学定員（2023 年度） 

＜資料 11＞ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂版（令和 5 年

6 月 16 日 閣議決定） 

 

1.3 機械電子制御工学専攻博士後期課程の目的 

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、先導的な研究および教育を行うために、機

械電子制御工学の専門知識を修得させるとともに、電子情報工学専修と機械システム工

学専修を置き、学生に次のような能力を修得させる。 

電子情報工学専修においては、機械電子制御工学の専門知識に加えて、組込みシステ

ム工学、ワイヤレスネットワーク工学、ネットワークセキュリティといった電子工学お

よび情報工学の専門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、これらを活用して当該分野の課

題を自立して設定し解決する能力を修得させる。 

機械システム工学専修においては、機械電子制御工学の専門知識に加えて、非線形制

御、ハイブリッド制御、最適化設計といった制御工学および機械工学の専門知識と先進

的な諸技術を併せ持ち、これらを活用して当該分野の課題を自立して設定し解決する能

力を修得させる。さらに、いずれの専修においても、自らの専門分野に関する課題やそ

の解決法を論理的に表現し、他の技術者との相互理解や円滑な意思疎通を通して協働を

可能にするコミュニケーション能力を修得させる。 

 

1.4 機械電子制御工学専攻博士後期課程で育成する人材像 

機械電子制御工学分野の高度技術人材に対する社会的要請を踏まえ、理工学研究科機

械電子制御工学専攻博士後期課程で育成する人材像を次の通り定める。 

① 機械電子制御工学分野を先導できる研究者 

機械電子制御工学の専門知識に加えて、電子情報工学あるいは機械システム工学の専

門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、これらを活用する能力と、電子情報工学または機

械システム工学に関する分野の課題を自立して設定し解決する能力を生かして、機械電

子制御工学分野の研究において先導的役割を果たすことができる人材を育成する。 

② 機械電子制御工学分野において他の技術者と円滑に協働できる高度な専門技術者 

機械電子制御工学の専門知識に加えて、電子情報工学あるいは機械システム工学の専

門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、これらを活用する能力と、自らの専門分野に関す

る課題やその解決法を論理的に表現し、他の技術者との相互理解や円滑な意思疎通を通

して協働を可能にするコミュニケーション能力を生かして、機械電子制御工学分野の研

究開発において他のさまざまな分野の技術者と円滑に協働できる人材を育成する。 
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本専攻で育成する人材像と前節で述べた設置の目的との関係を「機械電子制御工学専

攻博士後期課程で養成する人材の能力を示した関係図」＜資料 12＞に示す。本専攻で

育成する人材は、電子情報工学分野または機械システム工学分野において、課題を自立

して設定し解決する能力や、課題およびその解決法を論理的に表現する能力をもつ。そ

の結果、分野を先導でき、他の技術者とも円滑に協働できる人材となる。 

 

＜資料 12＞ 機械電子制御工学専攻博士後期課程で養成する人材の能力を示した関係

図 

 

1.5 機械電子制御工学専攻博士後期課程の特色 

①特定製品開発支援技術としての高度な機械電子制御工学の教育 

工業製品に求められる機能の多様化に伴う、特定製品開発支援技術の高度化・先鋭化

に対応できる人材を育成するために、本専攻では、特定製品開発支援技術に関わる主た

る学問分野である電子情報工学と機械システム工学を合わせて機械電子制御工学とい

う大きな一つの学問分野として捉える。そして、そこに共通する、製品の機能性、信頼

性、安全性を高いレベルで達成するための専門知識や原理を教育する。これにより、工

業製品に対する多様な要求を適切に理解し、信頼性や安全性を維持しつつより多くの機

能を同時に実現する技術・手法を開発できる能力を涵養する。 

 

②電子情報工学専修と機械システム工学専修の設置 

特定製品開発支援技術に関するイノベーション創出力をもち、我が国のグローバルな

競争力の向上に貢献できる人材を育成するために、本専攻では、電子情報工学専修と機

械システム工学専修を設置し、それぞれの分野に特化した高度な専門知識ならびに先進

的な諸技術を教育する。そして、博士論文のための研究では、それらの専門知識や先進

的技術を踏まえて、自立して課題を設定しその解決手法を提案・開発させる。これによ

り、大学などの高等教育機関における研究者や教員として、あるいは企業などの研究開

発部門における研究者や高度な専門技術者として、特定製品開発支援技術に関する研究

開発を先導的に行える能力を涵養する。 

 

③他研究者と円滑に協働できる能力を身につけさせる研究指導体制 

持続可能な社会の実現に向けて、持続可能性をもった工業製品および特定製品開発支

援技術の研究開発に貢献できる人材を育成するために、本専攻では、自らの専門分野に

関する課題やその解決法を論理的に表現でき、円滑な意思疎通を通して、他の技術者と

相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力を身につける教育を行う。国内

外で開かれるさまざまな学会での研究発表や、学外の教員・研究者を含む審査員に対す

るプレゼンテーションや議論を通して、この能力を身につけさせる。これにより、持続
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可能性の達成において重要とされるサーキュラーエコノミーの実現やエコシステムの

形成において、主導的に活躍できる能力を涵養する。 

 

1.6 機械電子制御工学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシー 

以上の特色を踏まえて、理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程のディプロ

マ・ポリシーを次のように定める。 

<機械電子制御工学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシー> 

機械電子制御工学専攻博士後期課程電子情報工学専修では、「人間の尊厳のために」

（Hominis Dignitati）という教育モットーを電子情報工学分野において実践し、以下

の能力を身につけた者に博士（電子情報工学）の学位を授与します。 

① 機械電子制御工学の専門知識に加えて電子工学および情報工学の専門知識と先進

的な諸技術を併せ持ち、これらを活用する能力。 

② 電子情報工学に関する分野の課題を自立して設定し解決する能力。 

③ 自らの専門分野に関する課題やその解決法を論理的に表現でき、円滑な意思疎通を

通して、他の技術者と相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力。 

 

機械電子制御工学専攻博士後期課程機械システム工学専修では、「人間の尊厳のために」

（Hominis Dignitati）という教育モットーを機械システム工学分野において実践し、

以下の能力を身につけた者に博士（機械システム工学）の学位を授与します。 

① 機械電子制御工学の専門知識に加えて制御工学および機械工学の専門知識と先進

的な諸技術を併せ持ち、これらを活用する能力。 

② 機械システム工学に関する分野の課題を自立して設定し解決する能力。 

③ 自らの専門分野に関する課題やその解決法を論理的に表現でき、円滑な意思疎通を

通して、他の技術者と相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力。 

 

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、先導的な研究および教育を行うために、機

械電子制御工学の専門知識を修得させるとともに、電子情報工学専修と機械システム工

学専修を置き、それぞれの専修の先進的な諸技術を教育する。電子情報工学専修では、

組込みシステム工学、ワイヤレスネットワーク工学、ネットワークセキュリティなど、

電子工学および情報工学の専門的な諸技術を教育する。機械システム工学専修では、非

線形制御、ハイブリッド制御、最適化設計など、制御工学および機械工学の専門的な諸

技術を教育する。以上により、電子情報工学または機械システム工学に関する課題を自

立して設定および解決でき、電子情報工学または機械システム工学の研究において先導

的役割を果たす研究者や高度な専門技術者を育成する。 

機械電子制御工学専攻博士後期課程を修了した者の進路として、大学などの高等教育

機関における研究者や教員、企業などの研究開発部門における研究者が想定される。さ

らに、電子情報工学専修を修了した者は、電機・電子部品や自動車などの製造業や情報

通信システム事業において、電子通信機器、通信ネットワーク、情報システムなどの開
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発、管理を行う高度な専門技術者として貢献することが期待される。また、機械システ

ム工学専修を修了した者は、自動車、航空機、ロボット、工作機械などを製造する企業

において、機械システムの設計、開発を行う高度な専門技術者として貢献することが期

待される。 

 

2. 機械電子制御工学専攻博士後期課程の名称および学位の名称 

本専攻では、中部地区の産業を支える特定製品開発支援技術のバックグラウンドであ

る機械工学、電子工学、制御工学、通信工学等を総合的に機械電子制御工学という一つ

の学問分野として捉えた上で、これを教授する。さらに、機械電子制御工学を電子情報

工学と機械システム工学という二つの副分野から成るものとして捉え、それぞれに特化

した高度な教育を行うために電子情報工学専修と機械システム工学専修という二つの

専修を置いた上でこれらを教授し、ディプロマ・ポリシーに掲げた 3 つの能力を涵養す

る。そのため以下の専攻名称と学位名称を採用する。 

 

理工学研究科 機械電子制御工学専攻 

英訳名称：Graduate Program of Mechatronics 

 

専修名称 電子情報工学専修 

英訳名称：Major in Electronics and Communication Technology 

学位名称 博士（電子情報工学） 

英訳名称：Doctor of Philosophy in Electronics and Communication Engineering 

 

専修名称 機械システム工学専修 

英訳名称：Major in Mechanical Engineering and System Control 

学位名称 博士（機械システム工学） 

英訳名称：Doctor of Philosophy in Control Engineering 

 

電子情報工学専修の学位名称においては、情報通信を核に電子工学と情報工学を電子

情報工学と捉える本専修の特色および学位名称の国際的通用性を考慮して、上記の英訳

名称を採用する。同様に、機械システム工学専修の学位名称においては、制御工学およ

び機械工学を基盤とし、数学に基づくモデル化手法とモデルに基づいて機械を制御する

技術群を機械システム工学と捉える本専修の特色および学位名称の国際的通用性を考

慮して、上記の英訳名称を採用する。 

 

  



-設置の趣旨（本文）-12- 

 

3. 教育課程の編成の考え方および特色 

3.1 機械電子制御工学専攻博士後期課程における科目の編成の考え方と特色 

理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに示す

能力を養成するために、機械電子制御工学に関する共通科目、専門科目、研究指導科目

から成る教育課程を編成する。 

共通科目では、機械電子制御工学における専門知識を身につけさせる。専門科目では、

電子情報工学や機械システム工学の専門知識と先進的な諸技術を身につけさせる。研究

指導科目では、共通科目や専門科目で得た専門知識や先進的な諸技術をふまえて、専門

分野におけるさまざまな課題の調査・分析を経て自ら研究課題の設定を行い、その解決

を目指すという活動を通して、課題を自立して設定し解決できる能力や、他の技術者と

相互理解し協働を可能にするコミュニケーション能力を身につけさせる。 

ディプロマ・ポリシーに示す能力を醸成しているかとの観点から、機械電子制御工学

の専門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、これらを活用して機械電子制御工学に関する

分野の課題を自立して設定し解決する能力と、課題やその解決法を論理的に表現でき、

他の技術者との相互理解や協働を可能にするコミュニケーション能力を中心に評価す

る。 

 

3.2 機械電子制御工学専攻博士後期課程の科目の編成の考え方とカリキュラム・ポリ

シー 

前節で説明した考え方および特色を踏まえ、機械電子制御工学専攻博士後期課程のカ

リキュラム・ポリシーを次のように定める。 

<機械電子制御工学専攻博士後期課程のカリキュラム・ポリシー> 

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を養成す

るために、共通科目、専門科目、研究指導科目からなる科目を配置し、以下の考えに基

づく教育課程を編成しています。 

① 共通科目では、機械電子制御工学の専門知識を教育します。 

② 電子情報工学専修の専門科目では、電子工学および情報工学の専門知識と先進的な

諸技術を教育します。機械システム工学専修の専門科目では、制御工学および機械

工学の専門知識と先進的な諸技術を教育します。 

③ 研究指導科目では、電子情報工学または機械システム工学に関する分野の課題に取

り組み、課題を自立して設定および解決する能力を育てます。また、自らの専門分

野に関する課題やその解決法を論理的に表現でき、円滑な意思疎通を通して、他の

技術者と相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力を育てます。 

④ 学修成果の評価は、授業科目ごとに定める到達目標および評価基準に応じ、試験や

レポートなどを通して達成度に基づき行います。 
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ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーとの関係図およびカリキュラムマップ

を＜資料 13＞＜資料 14＞に示す。 

 

＜資料 13＞ 理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシ

ーとカリキュラム・ポリシー（科目群）の対応関係図 

＜資料 14＞ 理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程 カリキュラムマップ 

 

3.3 機械電子制御工学専攻博士後期課程の科目の編成 

① 科目編成 

このカリキュラム・ポリシーに基づいて、具体的には、以下の科目編成を行う。 

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、ディプロマ・ポリシーに挙げる 3 つの能力

を涵養するための教育課程を編成する。括弧内の数字は単位数と開講学年およびクォー

ターである。 

・共通科目 

機械電子制御工学後期特論(電子系)(2) <1 年 Q1> 

機械電子制御工学後期特論(機械系)(2) <1 年 Q2> 

・専門科目 

電子情報工学後期特論(2) <1 年 Q3> 

機械システム工学後期特論(2) <1 年 Q4> 

・研究指導科目 

後期特別研究 IA(1) <1 年 Q1> 

後期特別研究 IB(1) <1 年 Q2> 

後期特別研究 IC(1) <1 年 Q3> 

後期特別研究 ID(1) <1 年 Q4> 

後期特別研究 IIA(1) <2 年 Q1> 

後期特別研究 IIB(1) <2 年 Q2> 

後期特別研究 IIC(1) <2 年 Q3> 

後期特別研究 IID(1) <2 年 Q4> 

後期特別研究 III(1) <3 年 Q1> 

後期特別研究 IV(1) <3 年 Q2> 

後期特別研究 V(1) <3 年 Q3> 

後期特別研究 VI(1) <3 年 Q4> 

 

② 共通科目 

共通科目では、機械電子制御工学における専門知識を講義することで、それを電子情

報工学または機械システム工学における専門知識や先進的な諸技術と併せ活用できる
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能力を身につけさせる。 

「機械電子制御工学後期特論(電子系)」では、ミックスドクリティカルシステムの実

現技術についてハードウェアおよびソフトウェアアーキテクチャの観点から講義する。

高信頼性と高機能をひとつのコンピュータシステムで実現する際の満たすべき性質や

実現の課題について理解を深める。「機械電子制御工学後期特論（機械系）」では、サイ

バーフィジカルシステムにおいて近年問題となっている安全性とセキュリティについ

てシステム理論の観点から講義する。安全性を保障する制御器設計のための様々なアプ

ローチや、セキュリティをインフォメーションフローに対するハイパープロパティとみ

なすアプローチについて理解を深める。 

共通科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に①の能力を醸成する。 

 

③ 専門科目 

専門科目では、電子情報工学や機械システム工学の専門知識と先進的な諸技術を講義

することで、これらの分野における課題を自立して設定し解決できる能力を身につけさ

せる。 

「電子情報工学後期特論」では、情報通信システムの高信頼化に寄与する最新の理論

と手法について講義する。非標準論理の意義・性質・応用や、ワイヤレスアクセスの高

信頼化のための推定・予測技術を用いたアプローチについて理解を深める。「機械シス

テム工学後期特論」では、適応制御や学習制御について講義する。安定論の発展的手法

である受動性・強正実性に基づいたパラメータ調整則の設計、および逐次最小二乗法と

忘却係数を用いたオンライン同定法について理解を深める。 

専門科目は、ディプロマ・ポリシーのうち特に①と②の能力を醸成する。 

 

④ 研究指導科目 

研究指導科目では、「後期特別研究 IA」から「後期特別研究 VI」までの演習の中で、

電子情報工学分野または機械システム工学分野の課題を自ら設定し、問題解決のための

手法・技術の開発に取り組み博士論文を作成する。その過程では、まず、各自の研究を

進めるうえで必要な理論と手法の整理と共に研究分野に関する既存技術や課題の調査

を行う。また、情報倫理を含む技術者倫理について学ぶ。続いて、指導教員による指導

のもと、博士論文として取り組む課題を自ら設定する。設定した課題の解決のために必

要な手法および技術統合について考察するとともに、博士論文作成に向けた研究計画の

立案をおこなう。実践における課題やその解決策を考察したのちに開発した手法や技術

の評価、検証を行う。並行して、副指導教員に対して、自身の研究の目的や現状の技術

的課題の説明およびそれらに関する議論を随時行うことで、他の技術者と相互理解し、

協働を可能にするコミュニケーション能力を醸成する。 

研究指導科目は、ディプロマ・ポリシーの①～③すべての能力を醸成する。 
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4．教育方法、履修指導、研究指導の方法および修了要件 

4.1 教育方法、履修指導方法、研究指導の方法 

① 入学から修了までの指導プロセス 

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、専攻の教育課程の編成の考え方に従い、共

通科目、専門科目、研究指導科目によって専攻の専門的な内容を教育する。共通科目で

は、機械電子制御工学における専門知識を講義することで、それを電子情報工学または

機械システム工学における専門知識や先進的な諸技術と併せ活用できる能力を身につ

けさせる。専門科目では、電子情報工学や機械システム工学の専門知識と先進的な諸技

術を講義することで、これらの分野における課題を自立して設定し解決できる能力を身

につけさせる。これらの科目は主として 1 年生から 2 年生までに受講することが推奨さ

れる。研究指導科目では、1年次前半では各自の研究を進めるうえで必要な理論と手法

の整理と共に研究分野に関する既存技術や課題の調査を行う。また、自立して研究を進

めていける人材となるための基本リテラシーとして、情報倫理を含む技術者倫理につい

て学ぶ。1年次後半には、指導教員による指導のもと、博士論文として取り組む課題を

自ら設定する。2年次には、設定した課題の解決のために必要な手法および技術統合に

ついて考察する。さらに、博士論文作成に向けた研究計画も立案し、その課題・解決法

を自らの言葉で説明する。3年次には、設定した課題解決のための手法・技術の開発に

取り組む。実践における課題やその解決策を考察したのちに開発した手法や技術の評価、

検証を行う。 

以上のプロセスにより、機械電子制御工学の専門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、

これらを活用して機械電子制御工学に関する分野の課題を自立して設定し解決する能

力と、課題やその解決法を論理的に表現でき、他の技術者との相互理解や協働を可能に

するコミュニケーション能力を養成し、博士論文として成果をまとめることで、ディプ

ロマ・ポリシーに示す能力を備えた人材を育成する。 

 

② 履修指導の方法と研究指導の方法 

理工学研究科委員会は、学生の入学後すみやかに専修、指導教員、副指導教員を決定

する。専修および指導教員は、出願時の学生の希望にもとづいて決定する。副指導教員

は、原則 1名とし、指導教員の専門分野と学生の希望を考慮して決定する。副指導教員

を設ける目的は、指導教員と協力して研究指導を進めることによって複数の教員による

多面的な視点から学生の研究指導を充実させることである。指導教員は、学生が研究を

行おうとする研究テーマを踏まえて、適切な科目を選択するよう指導し、研究科での研

究の基盤となる専門的知識や深い学識を身につけさせる。研究指導は、指導教員が副指

導教員と協力して行う。研究指導では、博士論文執筆に向けて、学生の研究の進捗状況

に対応して、随時個別に助言を与えながら、先行研究および関連する研究の適切な理解、
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新たな手法・技術の開発の方法論、論文構成法、研究発表の方法等を含めて指導する。

さらに、副指導教員に対して、自身の研究の目的や現状の技術的課題の説明およびそれ

らに関する議論を随時行うことで、他の技術者と相互理解し、協働を可能にするコミュ

ニケーション能力を醸成する。また、投稿する学術論文の執筆や国際会議の研究発表な

どについても適切な助言を与える。 

 

③ 指導体制 

 研究指導科目においては、学生が決定した研究テーマでの博士論文の作成を目指して、

指導教員と副指導教員が協力して研究指導を行う一方で、その他の科目においては、各

科目の担当教員が、博士論文の作成に資するべく、講義を行う。 

 

④ 履修指導・研究指導の具体的な手順・方法（修了までのスケジュール） 

1 年次 Q1,Q2 

・ 指導教員と副指導教員の決定：理工学研究科委員会は、学生の入学後すみやかに専

修、指導教員、副指導教員を決定する。専修および指導教員は、出願時の学生の希

望にもとづいて決定する。副指導教員は、指導教員の専門分野と学生の希望を考慮

して決定する。 

・ 1 年次生全員を対象としたオリエンテーションの開催。 

・ 学生に対し、履修すべき科目を指導する。 

・ 3 年間の研究指導計画を作成し、博士論文執筆に向けて研究指導を開始する。各自

の研究を進めるうえで必要な理論と手法の整理と共に研究分野に関する既存技術

や課題の調査、情報倫理を含む技術者倫理について指導を行う。 

1 年次 Q3,Q4 

・ 博士論文作成のための課題設定：副指導教員と協力して課題設定に向けての指導を

行う。研究課題についての調査と解決策の考察について指導する。 

・ 博士論文として取り組む研究分野の手法と技術、設定した課題について指導する。 

2 年次 Q1,Q2 

・ 手法と技術統合の検討：設定した課題の解決のために必要な手法および技術統合に

ついて指導を行う。 

2 年次 Q3,Q4 

・ 手法の開発と計画の立案：研究課題に沿って新たな手法・技術を開発する方法につ

いて指導を行う。博士論文作成に向けた研究計画も立案し、その課題・解決法を自

らの言葉で説明できるよう指導する。 

3 年次 Q1,Q2 

・ 研究課題に沿った問題解決のための技術の開発や実践における課題、その解決策に

ついて指導する。また、論文全体の構成を検討し、中間審査に向けて指導を行う。 
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・ 学位論文計画書の執筆を指導する。 

・ 学位論文計画書等の提出：指導教員の承認を得て学位論文計画書等（論文の主題と

その研究計画書）を提出させる。学位論文計画書等は研究審査委員会の承認を受け

なければならない。 

・ 研究科委員会は学位論文計画書の内容を確認し、学位審査委員会の委員選出につい

て審議する。 

3 年次 Q3 

・ 中間審査：学位審査委員会にて中間審査を実施する。中間審査実施後に主査から研

究科委員会に提出された博士論文中間審査報告書をもとに、合否を決定する。 

3 年次 Q4 

・ 開発した課題解決の手法や技術の評価、検証について指導を行う。また、博士論文

の完成、最終審査に向けて、問題意識、論理構成、結論の整合性・妥当性について

検討し、指導する。 

・ 博士学位論文提出資格審査願い等の執筆を指導する。 

・ 博士学位論文提出資格審査願いを提出させる。 

・ 博士論文の提出：博士論文を提出させる。 

・ 学位審査委員会による博士論文の審査と最終試験を経て学位が授与される。 

なお、理工学研究科では 9月入学を実施しており、機械電子制御工学専攻博士後期課程

でも同様に 9 月入学を実施する。以上①，②，③，④についても 4月入学生と同様とす

る。 

 

＜資料 15＞ 理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程における修了までのス

ケジュール表 

 

4.2 機械電子制御工学専攻博士後期課程の修了要件 

以下の 5 つの内容を修了要件とする。 

ア）共通科目から 4 単位を修得しなくてはならない。 

イ）電子情報工学専修の場合は「電子情報工学後期特論」を、機械システム工学専修の

場合は「機械システム工学後期特論」を修得しなくてはならない。 

ウ）ア）の 4 単位とイ）の 2 単位を含めて、理工学研究科博士後期課程の科目（研究指

導科目を除く）から 8単位以上を修得しなければならない。 

エ）研究指導科目から 12 単位を修得しなければならない。 

オ）計 20 単位以上を修得し、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査および最終

試験に合格しなければならない。 

 

＜資料 16＞ 履修モデル 
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4.3 学位論文審査体制 

以下のような体制で学位論文の審査を行い、審査の厳格性および透明性を確保する。 

① 学位審査委員会を構成して学位論文の中間審査を行う。学位審査委員会は、修了年

度の第 2 クォーター(9 月入学の場合は第 4 クォーター)に研究科委員会において選

出された本学または他の大学院､研究所等の研究指導を担当できる教育職員 3 名以

上の学位審査委員をもって組織する。学位審査委員会の主査は指導教員および副指

導教員以外から選び、また、原則として 1 名以上の学外の当該分野の専門家が学位

審査委員会のメンバーとなる。中間審査実施後に主査から研究科委員会に提出され

た博士論文中間審査報告書をもとに、研究目的と研究成果を明確に主張できたか、

先行研究との比較などから研究成果の学術的意義を適切に主張できたか、発表が適

切な形式で行われたか、予稿作成を含む発表準備が適切であったか、などの観点か

ら合否を決定する。最終試験は、論文審査の終了後、口頭で行う。ただし、筆答試

問を併せて行うことがある。学位審査委員会は博士論文の審査および最終試験の結

果を研究科委員会に報告する。研究科委員会は、学位審査委員会からの審査結果報

告ならびに当該学生の単位取得状況により、博士の学位の授与について可否を判定

する。中間審査および最終審査は公開で行い、透明性と公平性を保障する。論文審

査の可否の原案は学位審査委員会が作成し、研究科委員会で可否を決定する。 

② 学位審査を通過し、学位を授与した博士論文については、当該博士の学位の授与に

係る論文の内容の要旨および論文審査の結果の要旨をインターネットの利用によ

り公表する。 

 

4.4 学位論文に係る評価 

博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の

研究能力およびその基礎となる豊かな学識を証示するに足るものをもって合格とする。

その判断基準は以下のとおりである。 

①博士論文に要求される内容と水準 

（ア）研究テーマが専攻分野との関連で適切なものであり、学術的、産業的意義を 

有している。 

（イ）新規性、独創性が認められる。 

（ウ）理論的または実証的研究の十分な成果を含んでいる。 

（エ）先行研究が適切に参照され、研究の位置付けが明確である。 

（オ）論文の体系性（全体としての主題を有すること）が認められる。 

（カ）専攻分野の高度の研究能力または業務遂行に必要な専門性を示している。 

②博士論文に要求されるその他の要件 

（ア）査読付きの学術論文 2 編以上が学術論文誌、学術会議の論文集に掲載済み、あ
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るいは掲載予定であること。ただし、少なくとも 1 編は学術論文誌への掲載であるこ

と。 

（イ）国際会議での研究発表の経験があること。ただし、(ア)の少なくとも 1編が英文

（または日本語以外の言語）での記述である場合はこれを課さない。 

（ウ）少なくとも 1 編以上の学術論文が博士課程での研究成果をまとめたものである

こと（課程博士の場合）。 

 

4.5 学位論文審査体制、学位論文および学位論文に係る評価の基準の公表方法等につ

いて 

学位論文審査体制は、南山大学学位規程＜資料 17＞として公表している。学位審査

委員会は、博士学位論文に要求される内容と水準に合致するかを最終試験の結果も踏ま

えて総合的に判断し、その結果を研究科委員会に報告する。研究科委員会は、学位を授

与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。学長は、学位を授与すべき者には

学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知する。 

学位論文はインターネットの利用により公開される。上記 4.4 で示した学位論文に係

る評価の基準は理工学研究科委員会にて審議承認されており、南山大学公式 Web ページ

および履修要項の一部として公表している。 

 

＜資料 17＞ 南山大学学位規程（抜粋） 

 

4.6 研究の倫理審査体制 

 まず、学生は入学時にコンプライアンス教育として研究倫理教育に関するe-learning

教材を受講する。研究指導科目の後期特別研究 IA では、研究倫理についての指導がな

される。 

そのうえで、博士論文の倫理的な審査は、南山大学で設置されている研究審査委員会

で行う。提出されるすべての学位論文は、論文計画書作成段階で研究科の外部に設置さ

れる全学的組織である研究審査委員会において、社会通念上の規範に基づき科学的合理

性および倫理的妥当性を判定している。研究審査委員会は学生が提出した学位論文計画

書に基づき研究倫理審査の要否を判断する。人を対象とする研究の場合には倫理審査が

必要となる。倫理審査が必要と判断された場合には、学生は指導教員を通じて倫理審査

申請書を提出する。研究審査委員会はこれに基づいて審査を実施し、研究審査委員会で

の承認後、研究調査を実施する。研究審査委員会は、原則毎月１回開催しているが、論

文計画書のみを審議するための委員会を別途７月に開催している。 

 

＜資料 18＞ 南山大学研究活動上の行動規範 

＜資料 19＞ 南山大学研究審査規程 
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＜資料 20＞ 南山大学「人を対象とする研究」倫理ガイドライン 

 

5．基礎となる博士前期課程との関係 

理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程は、本学理工学研究科電子情報工学

専攻博士前期課程と機械システム工学専攻博士前期課程を基礎とする（＜資料 21＞参

照）。理工学部と理工学研究科は別個・独立であるためこれらのカリキュラムも独立し

たものであるが、理工学部電子情報工学科および機械システム工学科においても、電子

情報工学や機械システム工学を多様な要素技術から構成される特定製品開発支援型工

学として位置づけ、副専攻制のもと講義や演習、卒業研究を通して技術適用能力、技術

統合能力、技術創造能力を涵養する教育を行っている。理工学研究科電子情報工学専攻

博士前期課程（2025 年 4 月開設予定）および機械システム工学専攻博士前期課程（2025

年 4 月開設予定）においては、学科教育を基礎にして、修士論文研究などを通じて、自

ら問題を設定して解決していく中で、新たな価値を持つ手法や技術を開発する能力や多

様な技術を組み合わせる能力を涵養するための専門性を高めた教育を行う計画である。

これらを踏まえて、機械電子制御工学専攻博士後期課程は、機械電子制御工学分野の新

たな技術を開発する能力と開発した研究成果を組み合わせて実問題に広く展開できる

問題解決力を涵養する教育を行う。政府による「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画 2023 改訂版」＜資料 11＞等で述べられているとおり、科学技術イノベーシ

ョンの推進に向けた研究者や高度な専門技術者の育成が我が国における喫緊の課題で

あることから、機械電子制御工学専攻博士後期課程は、基礎となる電子情報工学専攻博

士前期課程と機械システム工学専攻博士前期課程の完成を待たずに同時設置する。 

 

＜資料 21＞ 理工学研究科電子情報工学専攻博士前期課程、理工学研究科機械システ

ム工学専攻博士前期課程、理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期

課程との関係図 

 

6．「大学院設置基準」第 14 条による教育方法の実施 

産業構造の変化に伴う技術の変容に対して柔軟に対処できる技術者を確保すること

は、産業界にとって急務である。機械電子制御工学専攻博士後期課程ではこれまでの理

工学研究科での社会人教育を続け、開発に従事する技術者に就学の機会を与えることで、

産業界からの要請に応える。とくに、理工学研究科が重視する理学の方法論を学ばせる

ことで、産業の現場で培った技術の整理・再定義をする能力を涵養し、高機能の製品開

発や高付加価値化に貢献するだけでなく、新しい技術を提案することで産業界を牽引す

る人材を育成する。先に述べたように、東海地域や愛知県において IT 関連の専門人材

の不足が深刻化しており、特に IoT やロボティクスを活用して課題解決・価値創造でき

る人材の育成が求められていることから、社会人学生にとって必要とされる分野である
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と言える。 

以上の通り、産業界からの要請に応え、職業を有する社会人学生の履修上の便宜を図

るために、大学院設置基準第 14 条に規定する教育方法の特例の規程を適用する。 

 

6.1 修業年限 

理工学研究科の博士後期課程の標準修業年限は 3年以上を原則とするが、社会人学生

については、各自の実情に応じて柔軟に考える。とくに優れた業績を上げた学生につい

ては、1 年以上在学すれば足りるものとする。 

 

6.2 履修指導および研究指導の方法 

機械電子制御工学の専門知識と先進的な諸技術を併せ持ち、これらを活用して機械電

子制御工学に関する分野の課題を自立して設定し解決する能力を涵養するために、きめ

細かい科目履修ガイダンスおよび研究指導を 1 年次から所属する研究室の指導教員を

中心に実施する。また Zoom や WebClass のような遠隔授業のためのインターネットシス

テムを補完的に活用し、社会人学生とのコミュニケーションを密にし、学生からの履修

上の相談にきめ細かく対応する。 

 

6.3 授業の実施方法 

社会人を含む多様な学生に対応して授業を実施する。社会人学生の場合、就業状況に

よっては日中に授業を受講することが困難な者がいることも予想されることから、社会

人学生が受講する授業の一部を必要に応じて夜間や週末に履修できるようにする。 

 

6.4 教員の負担の程度 

理工学研究科の専任教員はすべて理工学部と兼務するので、既設の学部と授業担当時

間数の調整を行う。理工学研究科(博士前期と博士後期)と理工学部の負担とあわせて 2

つのクォーターあたり講義 3科目(6 単位)、演習 7科目(14 単位)程度とし、過度の負担

にならないよう配慮する。入学定員が 2人と少人数であることから、大学院を専ら担当

する教員は配置しない。 

 

6.5 図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配

置  

窓口事務については、通常の窓口（平日午前 9 時～午後 5 時）のほか、時間外窓口

（平日午後 5 時～午後 10 時 10 分、土曜日午前 9 時～午後 5 時）を設けており、社会人

学生に対応できるよう事務取次ぎを行っている。 

図書館については授業・試験期間の平日午後 10 時、授業・試験期間以外の平日およ

び土曜日午後 8時まで開館し、貸出・返却手続き等含め社会人学生も十分に利用するこ
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とができる。授業・試験期間中の日曜日については、午前 10 時から午後 5 時まで開館

し、社会人学生の教育研究に支障がないよう配慮している。 

情報システムの利用申請は Web 申請が可能で、サポート窓口は月曜日から金曜日に加

え、土曜日も午前 9 時～午後 5 時で対応している。情報機器の利用は BYOD を方針とし

ており、学内全域で学内無線 LAN およびネットワークプリント等の利用環境を整え、利

用者サービスの向上を図っている。また、ラーニング・コモンズは月曜日から土曜日の

午前 8時～午後 11 時まで利用が可能で、社会人学生も利用することができる。 

厚生施設については、食堂、書店、コンビニエンスストアなどがあり、一部を除いて

土曜日も営業するなど、社会人学生に配慮した営業時間となっている。 

 

7．入学者選抜の概要 

7.1 機械電子制御工学専攻博士後期課程のアドミッション・ポリシー 

<機械電子制御工学専攻博士後期課程のアドミッション・ポリシー> 

機械電子制御工学専攻では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿って編成した教育課

程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、その目的を達成すること

に強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身に

つけられる人を受け入れます。 

 

①電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学の修士課程修了程度の専門知

識を有する人。機械システム工学専修においては、制御工学および機械工学の修士課程

修了程度の専門的知識を有する人。 

②電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学に関する高度な技術の修得と

その研究開発に高い関心と探求心を持つ人。機械システム工学専修においては、制御工

学および機械工学に関する高度な技術の修得とその研究開発に高い関心と探求心を持

つ人。 

③本専攻で修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある人。 

 

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士後期課程のアドミッション・ポリシ

ーに準じます。 

 

7.2 出願資格 

 機械電子制御工学専攻博士後期課程の出願資格は、次のいずれかに該当する者または

入学時に該当見込みの者とする。ただし、外国籍の者が春季試験に出願する場合は、出

願時に就学可能な在留資格を有していることを条件とする。さらに、在留資格「留学」

を有する者は、その在留期限が入学手続期間最終日の翌日以降であることを条件とする。 

① 修士の学位または専門職学位を有する者 
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② 外国において修士の学位または専門職学位に相当する学位を授与された者 

③ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位

または専門職学位に相当する学位を授与された者 

④ 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了し、修士の学位または専門職学位に相当する学位を授与された者 

⑤ 文部科学大臣の指定した者 

⑥ 本学大学院理工学研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位または

専門職学位を有する者と同等以上の学力を有すると認めた者で、かつ入学前年度 3

月末（9 月入学の場合は 8月末）までに 24 歳に達している者 

 

7.3 入学試験・審査形態および入学試験科目 

入学者の選抜においては、電子情報工学または機械システム工学における高度な技術

や研究開発に高い関心と探求心を持ち、修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある

学生を受け入れる。そのために以下のような入学者選抜を実施する。 

 

入学試験種別一覧 

種別 試験の内容 対象 募集人員 

一般入学試験 書類審査、口述試

問 
修士の学位または専門職学位

などを有する者 

2 名 

社会人入学審査 書類審査、口述試

問 

大学、短期大学、高等専門学校、

専修学校、各種学校の卒業後 2

年以上の社会経験を積んだ者 

国内在住外国人入学 

審査 

書類審査、口述試

問 

外国の国籍を有する日本在住

者で、修士の学位または専門職

学位などを有する者 

国外在住者入学審査 書類審査 修士の学位または専門職学位

などを有する者で国外に在住

する者 

 

機械電子制御工学専攻博士後期課程の各入試種別では、これらを以下のように測定

し、評価する。 

 

■一般入学試験 

・口述試問 

書類審査および出願書類の研究成果資料（あるいは研究計画書）を中心とした口述試

問を行う。機械電子制御工学専攻の理念を共有し、電子情報工学または機械システム

工学における高度な技術や研究開発への関心と探求心、修得した力を用いて社会に貢
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献する意欲を総合的に判断する。志願者から提出された書類によりアドミッション・

ポリシーの①を確認し、口述試問では①、②、③の全てを確認する。 

 

■社会人入学審査 

・口述試問 

書類審査および出願書類の研究計画書を中心とした口述試問を行う。機械電子制御工

学専攻の理念を共有し、電子情報工学または機械システム工学における高度な技術や

研究開発への関心と探求心、修得した力を用いて社会に貢献する意欲を総合的に判断

する。志願者から提出された書類によりアドミッション・ポリシーの①を確認し、口

述試問では①、②、③の全てを確認する。 

 

■国内在住外国人入学審査 

・口述試問 

書類審査および出願書類の研究成果資料（あるいは研究計画書）を中心とした口述試

問を行う。機械電子制御工学専攻の理念を共有し、電子情報工学または機械システム

工学における高度な技術や研究開発への関心と探求心、修得した力を用いて社会に貢

献する意欲を総合的に判断する。志願者から提出された書類によりアドミッション・

ポリシーの①を確認し、口述試問では①、②、③の全てを確認する。 

 

■国外在住者入学審査 

・書類審査 

志願者調書と研究計画書を用いて書類審査を行う。機械電子制御工学専攻の理念を共

有し、電子情報工学または機械システム工学における高度な技術や研究開発への関心

と探求心、修得した力を用いて社会に貢献する意欲を総合的に判断する。志願者から

提出された、出身大学院の成績証明書と研究計画書（修士論文、最近2年間程度の学

会・研究会発表論文等の研究成果資料を含む）により、アドミッション・ポリシーの

①、②、③の全てを確認する。 

 

社会人受け入れに際しては、大学卒業後2年以上の社会経験を積んだ者に受験資格を

与え、書類審査と口述試問で基礎的な学力の有無とその適性を審査する。なお、現在

就業しているか否かは問わないこととする。社会人は多様な経歴を持つことが想定さ

れるので、基礎的な学力とともに、それらの多様な経歴も評価の対象とする。例え

ば、ソフトウェアの開発に携わった、工場での生産管理に携わったなどの経歴は高く

評価する。また、社会人はその勤務上の制約から、まず科目等履修生、もしくは研修

生として大学での講義や研究活動に携わりたいと考える者も多い。そのような社会人

に対しては、口述試問でその適性を確認した上で、科目等履修生、もしくは研修生と
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して受け入れる。なお、理工学研究科では9月入学を実施しており、機械電子制御工学

専攻でも同様に9月入学を実施する。 

 

8. 教育研究実施組織の編制の考え方および特色 

教育課程、教育方法の実施に十分対応できるよう、機械電子制御工学専攻博士後期課

程の教員数は教授 14 名とする。教員あたりの学生数（収容定員/教員数）は、0.43（6/14）

となり、教育に十分な水準を確保している。すべての教員は、専攻の科目に関連する分

野において十分な研究業績と博士の学位を持つ。 

教員組織の特色は、専門知識や技術を教育する教員をその主な専門分野によって配置

し、それらの教員が専門知識の基盤となる電子工学、情報工学、通信工学、制御工学の

教育も行うことで、専攻の教育課程の編成を実現していることである。すべての科目を

関連分野の博士の学位を持つ専任の教授が担当する。 

 

教員名・専門分野一覧（電子情報工学専修） 

職位 教員名 専門分野 

教授 藤井 勝之 電磁波工学、電気電子工学 

教授 佐々木 克巳 情報数理 

教授 鷹取 泰司 ワイヤレス通信 

教授 石原 靖哲 データ工学、情報セキュリティ 

教授 高田 豊雄 情報セキュリティ、符号理論 

教授 横山 哲郎 計算機科学 

教授 本田 晋也 組込みシステム 

 

教員名・専門分野一覧（機械システム工学専修） 

職位 教員名 専門分野 

教授 稲垣 伸吉 制御工学、ロボット工学 

教授 杉本 謙二 制御工学、システム理論 

教授 大石 泰章 制御工学、システム理論 

教授 坂本 登 制御工学、非線形制御 

教授 陳 幹 制御工学、システム理論 

教授 潮 俊光 制御工学、システム理論 

教授 中島 明 制御工学、ロボット工学 

 

教員の年齢構成（2025 年 4 月 1 日現在）については、60 歳代 3名、50 歳代 6 名、40

歳代 5名となっており、教育経験を積み、多くの研究業績を持つ年代の教員によって構

成される。 
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■高齢教員の雇用について 

「南山大学就業規則」に定める教育職員（教授）の定年は満 65 歳である。再任用さ

れた教育職員（教授）の定年は満 68 歳である。また、大学院教授の定年は満 70 歳であ

る。 

機械電子制御工学専攻（博士後期課程）では、完成年度前に 65 歳を迎える専任教員

が 3 名（内訳は、開設時点で 63 歳の教授が 1 名、67 歳の教授が 2 名）となっている。

開設時点で 63 歳の教授 1 名については、完成年度に 66 歳となるが、学部が定める再任

用に関する基準に則り、研究継続の観点から、2030 年 3 月 31 日まで再任用することが

2024 年 4 月 12 日の理事会において承認されている。また、開設時点で 67 歳の教授 2

名については、その専門である機械システム工学における経験を本学の大学院教育に活

かすとともに、広く地域・社会に学術的に貢献することを重視し、満 70 歳を定年とす

る大学院教授として2027年度末まで任用することが2023年3月17日開催の理事会と、

2023 年 4 月 7 日開催の理事会において承認されている。 

以上のように、退職年齢について規定した「南山大学就業規則」の趣旨を踏まえた適

切な運用を行う計画である。 

 

＜資料 22＞ 南山大学就業規則（抜粋） 

＜資料 23＞ 南山大学職員規則（抜粋） 

＜資料 24＞ 南山大学大学院教授規程 

 

9．研究の実施についての考え方、体制、取り組み 

9.1 研究の実施についての考え方 

南山大学では、大学としての研究に対する基本的な考え方について、「南山大学研究

活動上の行動規範」＜資料 18＞を定めている。この行動規範では、「人類の知的基盤、

健康および福祉に貢献する社会的に有益な研究の実施とその支援」、「生命と人間の尊厳

および人権の尊重」等、研究活動に関する 7つの基本理念を定めるとともに、個人情報

の保護、捏造、改ざんおよび盗用の防止、研究データの保存・開示などの研究活動上の

基本的な行動規範を明示している。大学では、行動規範を掲載した「研究費ハンドブッ

ク」＜資料 25＞を教職員に配布するほか、南山大学ポータルシステム（PORTA）（以下、

「PORTA」とする）に掲載し、教職員や学内のその他の研究者に周知している。 

 

＜資料 25＞ 研究費ハンドブック（抜粋） 

 

9.2 研究活動の支援体制 

科学研究費補助金などの公的研究費、奨学寄附金・受託研究・共同研究などの外部資
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金獲得のための支援は教育企画・研究推進課が行っている。助成金・補助金関連の情報

は、随時、助成ニュースを PORTA および大学の公式 Web ページに掲載し周知に努めてい

る。また前項で述べた「研究費ハンドブック」＜資料 25＞には、学内外の研究費・補助

金の種類や使用方法・申請方法、研究者として遵守すべき規程などがまとめられている。

科学研究費補助金申請時期には申請のための説明会を開催し、申請制度や申請書作成の

注意点などを詳しく説明している。特に申請書作成時の具体的な注意事項については、

過去に採択を受けた教員が申請書作成のノウハウを説明している。また、教育企画・研

究推進課では、教員が作成した科学研究費補助金申請書に対する助言や、過去に採択さ

れた申請書の閲覧を可能とするなど、採択に結び付けるための支援を行っている。 

その他、教育企画・研究推進課では、主に本学専任教員により組織される「南山学会」

の事務を担当している。南山学会は、文学・語学系列、人文・自然系列、経済系列、経

営系列、法学系列、社会科学系列、理工学系列の 7つの系列により構成されている。総

会やシンポジウム、研究系列ごとの研究例会の開催や、南山大学紀要「アカデミア」の

刊行、および「南山大学学術叢書」の出版助成を通じて、南山大学における研究活動の

促進を図っている＜資料 26＞＜資料 27＞。 

企業および自治体等との学外共同研究や受託研究、奨学寄附金については、「南山大

学学外共同研究規程」＜資料 28＞および「南山大学受託研究規程」＜資料 29＞、「南山

大学奨学寄附金規程」＜資料 30＞に基づき、研究費の受け入れと執行を行っている。当

該研究費の受け入れは、「南山大学研究審査規程」＜資料 19＞に基づく「南山大学研究

審査委員会」による審査・承認、当該教授会または研究所総合委員会および大学評議会

の議を経て学長が決定する。また、学外共同研究、受託研究、奨学寄附金等の受け入れ

を通じて社会貢献を推進するために、「南山大学利益相反マネジメントガイドライン」

＜資料 31＞および「南山大学利益相反マネジメント専門委員会規程」＜資料 32＞が定

められている。 

なお、本学内外で行う、人を直接の対象とし、個人からその人の行動、環境、心身等

に関する情報やデータを収集・採取して行われる学内外の研究活動のためには、「南山

大学『人を対象とする研究』倫理ガイドライン」＜資料 20＞が定められている。 

本学には URA（University Research Administrator）に相当する職は置いていない

ものの、教育企画・研究推進課を中心としたこれらの支援により研究活動の活性化に取

り組んでいる。 

 

＜資料 26＞ 南山学会会則 

＜資料 27＞ 南山学会活動記録一覧 

＜資料 28＞ 南山大学学外共同研究規程 

＜資料 29＞ 南山大学受託研究規程 

＜資料 30＞ 南山大学奨学寄附金規程 
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＜資料 31＞ 南山大学利益相反マネジメントガイドライン 

＜資料 32＞ 南山大学利益相反マネジメント専門委員会規程 

 

9.3 研究費の適切な支給 

専任教員個人に対する研究費として、研究活動に要する経費に充てる「個人研究費」

と、学会・研究会・セミナー等への出席および研究資料収集・調査を目的とした出張に

充てる「研究出張旅費」がある。2010 年度以降は、研究活動の活性化を目的に、教員一

人当たり 50 万円に所属教員数を乗じた金額を各学部等に配分し、配分方法は、各学部

等に委ねている。また、本学図書館に必要な学術資料を選書・購入するための「学部配

分図書費（個人図書購入費）」があり、教員一人あたり 15 万円を配分している。 

学内公募制の研究費として、個人またはグループの特定研究に対して助成する「パッ

ヘ研究奨励金Ⅰ-A」がある。この奨励金は、教員の研究活動を活性化する目的で、科学

研究費補助金などを獲得している場合に優先的に採択・配分している。配分額は申請数

によって変化するものの、例年、研究代表者として科学研究費補助金を獲得している教

員の場合は、30 万円程度が配分されている。近年では科学研究費補助金の申請数が増

加していることもあり、予算を増額して対応している。その他、海外で開催される学会

等において研究発表を行う場合の渡航費に対する助成として「パッヘ研究奨励金Ⅱ-B」、

本学の専任教員による優れた業績の著書に対する出版助成として「南山大学学術叢書出

版助成」、本学の教育職員が責任者となり、または運営に参画して、南山学園の施設を

会場として対面形式およびハイブリッド形式で開催される学外の学会、オンライン形式

で開催される学外の学会の援助費として「南山大学学会開催援助金」がある＜資料 33

＞。 

大学院生への研究補助については、学会発表における交通費・参加費、学会発表に係

るコピー・別刷代金を対象として年間上限 10,000 円と、学位論文作成に係るコピー代

金を対象に、在学中に一人 1回 3,000 円（コピーカードの配布をもって充当）の「大学

院生奨学費」を設けている＜資料 34＞。 

 

＜資料 33＞ 南山大学学会開催援助金取扱要領 

＜資料 34＞ 2024 年度大学院生奨学費の支給について（お知らせ） 

 

9.4 研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

研究室は、「南山大学研究室規程」＜資料 35＞に基づき、専任教員には 1名 1 室を割

り当てている。研究室の広さは、多少の差はあるものの各室 20 平方メートル前後であ

り、研究に必要な机・椅子、書架、応接セット等が準備されている。研究室の使用は、

原則、午前 8 時から午後 10 時まで可能であり、研究に支障が出ない利用時間が確保

されている。また、学部・学科ごとに所属教員の合同研究室を設置している。大学院生
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については、研究科・専攻ごとに、可能な限り指導教員の研究室近くに、共同研究室を

割り当てている。また、研究室・合同研究室・共同研究室のいずれも、業者による定期

的な清掃等を行い、良好な研究環境の維持にも努めている。 

研究に専念する機会としては、留学（国内・国外）と研究休暇、短期海外研究出張の

制度があり、毎年度、各学部がそれぞれの人事計画に基づき、対象者を決定し、活用し

ている＜資料 36＞＜資料 37＞＜資料 38＞。 

なお、2017 年度からのクォーター制導入に伴い、時間割編成を工夫することで、教員

ごとに特定のクォーターの授業負担を軽減することが可能となっている。教員はこの期

間を利用して研究に専念することができる。 

 

＜資料 35＞ 南山大学研究室規程 

＜資料 36＞ 南山大学留学規程 

＜資料 37＞ 南山大学研究休暇規程 

＜資料 38＞ 南山大学短期海外研究出張内規 

 

9.5 研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 

本学では、学術研究の信頼性と公正性を確保することを目的に「南山大学研究活動上

の行動規範」＜資料 18＞を定めている。また、本学の研究活動に関わるすべての者の研

究活動の不正行為を防止することを目的に「南山大学研究活動の不正行為に関する規程」

＜資料 39＞および「南山大学公的研究費執行管理規程」＜資料 40＞を定め、コンプラ

イアンス教育および啓発活動を実施するとともに、公的研究費の執行に関して、定期的

な監査を実施している。 

科学研究費補助金については「科研費執行管理マニュアル」＜資料 41＞を、学外共同

研究等の外部資金については「南山大学学外共同研究規程」＜資料 28＞、「南山大学受

託研究規程」＜資料 29＞、「南山大学奨学寄附金規程」＜資料 30＞を定め、適正な手続

きおよび処理業務を行っている。 

研究倫理に関する学内審査機関として、「南山大学研究審査規程」＜資料 19＞に基づ

く研究審査委員会を設置し、本学構成員が行う研究活動（受託研究、共同研究等を含む）

について、科学的合理性および倫理的妥当性ならびに実施の可否を判定している。研究

審査委員会は、研究分野・領域による偏りを避けるために、全ての学部から委員を選出

しており、関係法令や、個人情報に関する情報等を収集・採取して行われる研究活動を

対象とする「南山大学『人を対象とする研究』倫理ガイドライン」＜資料 20＞、研究活

動に伴い発生・使用した研究データの取り扱いを定める「南山大学における研究データ

の保存等に関するガイドライン」＜資料 42＞などの本学規程類および社会通念上の規

範に基づき判断を行っている。 

大学院生についても、研究審査委員会において全ての学位論文計画書の審査を実施し、
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大学院生の学位論文作成時の研究倫理の遵守に取り組んでいる。 

研究活動において利益相反が発生する恐れのある場合には、研究審査委員会の下に利

益相反マネジメント専門委員会を設置の上、研究活動実施の可否を判断している＜資料

32＞。 

 

＜資料 39＞ 南山大学研究活動の不正行為に関する規程 

＜資料 40＞ 南山大学公的研究費執行管理規程 

＜資料 41＞ 科研費執行管理マニュアル（抜粋） 

＜資料 42＞ 南山大学における研究データの保存等に関するガイドライン 

 

9.6 教員および学生における研究倫理確立のための機会等の提供 

コンプライアンス教育については、全ての専任教員および研究員、全ての専任事務職

員および研究事務に携わるその他の事務職員（派遣職員、臨時職員等）に、3年に 1度

の研究倫理教育に関する e-learning 教材の受講を義務付けているほか、大学院生に

も、入学時に全員 e-learning 教材の受講を義務付けている＜資料 43＞。受講にあた

って教員および研究員は人文系・理工系・医療科学系の 3 分野から自身の研究分野に

近いものを選択受講し、理工学研究科博士後期課程の大学院生は理工系、理工学研究科

以外の博士後期課程の大学院生は人文系を受講し、事務職員および修士課程・博士前期

課程・専門職学位課程の大学院生はダイジェスト版を受講することとしている。また、

あわせて「南山大学研究活動上の行動規範」＜資料 18＞を遵守する旨の誓約書の提出

も義務付けている。 

学部生については、1 年次必修の共通教育科目である「情報倫理」の初回授業の中で、

大学が作成したリーフレットを全員に配布し、レポート作成上での著作物の利用や引用

方法等について説明し、研究倫理の周知徹底を図っている＜資料 44＞。 

啓発活動については、教育企画・研究推進課が毎年開催する「科研費執行説明会」お

よび「科研費申請説明会」の場で、公的研究費内部監査結果の報告、不正防止対策の実

施状況の報告および公的研究費の管理・監査（公的研究費に係る不正事例）について説

明を行っている＜資料 45＞。 

教職員および大学院生の e-learning 教材の受講状況と誓約書の提出状況は、内部

質保証委員会および大学院委員会に定期的に報告され、未受講者・未提出者には所属長

からの指導を行っている。新採用の受講対象者に対しては、教育企画・研究推進課が、

大学院生については研究科・専攻が、個別に受講の依頼をしており、受講状況と誓約書

の提出状況は、育児休業や休学などで受講・提出機会がない者を除けば、ほぼ 100%とな

っている。 

 

＜資料 43＞ 研究倫理教育の定期実施について（2024 年 4 月） 
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＜資料 44＞ 南山大学生のための研究倫理ノススメ 

＜資料 45＞ 2023 年度科研費執行説明会および科研費申請説明会の開催について（お

知らせ）（2023 年 4 月 1 日） 

 

10．施設・設備等の整備計画 

（１）校地、運動場の整備計画 

キャンパスの校地面積は 146,397 ㎡であり、自然の起伏を活かす形で校舎が配置され

ている。体育施設は全体で 12,703 ㎡整備しており、学生が授業および課外活動等で主

に使用する施設としては、人工芝グラウンド（8,598 ㎡）、体育館（アリーナ 1,135 ㎡）、

テニスコート 5面、体育センター（メインアリーナ 1,862.19 ㎡、卓球場 531.33 ㎡、剣

道場 378.16 ㎡、柔道場 433.20 ㎡、室内温水プール 917.5 ㎡、トレーニングルーム 315.07

㎡、他多目的ホール 313.70 ㎡、ラケットボールコート 95.43 ㎡を含む）を整備してい

る。その他にも芝生の広場であるグリーンエリア（4,039 ㎡）や屋上緑化スペースなど

を設け、学生は休息等のため自由に利用できる。また、学生向けの厚生施設としては、

食堂、書店、コンビニエンスストアなどがある。 

 

（２）校舎等施設・設備の整備計画 

キャンパス統合の一環として 2015 年 4 月に理工学部が瀬戸キャンパスから名古屋キ

ャンパスに移転した際に S棟を建設し、学生および教員が情報機器端末を学習や研究に

活用できるよう無線 LAN を導入したインターネット環境を整備した。 

また、2017年度からは既存建物の改修工事を中心としたキャンパス施設整備を行い、

既存教室等の改修や学部学生のための学生セミナー室・学生ロッカー整備に加え、安全

性・利便性向上のための人工芝グラウンド整備やキャンパス内動線の整備、セキュリテ

ィ強化やユニバーサル化を実施した。多目的な学習スペースを学内数か所に整備し、全

ての学生がグループ学習やプレゼンテーション準備、論文・レポート作成など様々な学

習用途に利用できる環境となっている。 

2023 年 4 月には、ライネルス中央図書館の改修工事を行い、閲覧席およびセミナー

ルーム、ラーニング・コモンズ、メディアルームといったスペースを整備することで、

学生が様々な目的で学習に利用できる環境を提供している。 

 

① 教室 

講義や演習を行う教室については 210 室整備しており、他研究科・学部等と共同利用

する。機械電子制御工学専攻博士後期課程の学生は授業や研究等で PC を使用するが、

これらの教室には情報コンセントや無線 LAN を整備した教室を含んでおり、理工学研究

科の教育方法と履修指導方法に見合った施設となっている。また、＜資料 46＞で示す

とおり、各クォーターの一つの曜日・時限に配当される科目は 1～2 科目程度であるこ
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とから、既存の教室設備により機械電子制御工学専攻博士後期課程の設置に十分対応す

ることができる。 

 

＜資料 46＞ 時間割モデル 

 

② 学生研究室および教員研究室 

機械電子制御工学専攻を含む理工学研究科生のためのスペースとして、学生研究室

を用意しており、研究室単位あるいは研究室間で共同利用している。学生研究室は指

導教員の研究室に近い場所に配置しているため、学生が研究指導を受けやすい環境と

なっている。既存の学生研究室12室を機械電子制御工学専攻の学生研究室として利用

する計画である。各学生研究室には学生一人ひとりが利用できる机・椅子・ロッカー

またはキャビネットを配置しており、12室全体で機械電子制御工学専攻の収容定員16

名を収容できる。学生の多くは個人所有PCを利用しているが、理工学研究科と理工学

部共用のサーバ室には、高速で大規模な計算が可能な専用サーバを用意している。学

生が研究内容に応じ共同利用することができるようにしており、学生の研究環境の充

実を図っている。機械電子制御工学専攻の学生研究室のうちの一つの見取り図を＜資

料47＞に示す。 

また、機械電子制御工学専攻の専任教員には個人研究室が用意される。主に理工学研

究科の教育研究活動で利用する S 棟は教員研究室を合計で 40 室備えている。機械電子

制御工学専攻の専任教員研究室は 14 室で、14 人の専任教員に 1 部屋ずつ割り当てる。

教室以外の施設・設備については新たに整備する予定はないが、現有の施設･設備を共

用することにより、新専攻における教育研究環境を十分確保することが可能である。 

 

＜資料 47＞ 学生研究室見取り図 

 

③ 実験室 

機械電子制御工学専攻を含む理工学部・理工学研究科特有の施設・設備として、卒業

研究や修士論文、博士論文などで利用できる実験室を S棟に 1室（S14）用意している。 

電子情報工学専修の博士論文では研究テーマに応じて実験やシミュレーションが必

要となることがある。S14 実験室には、ネットワークアナライザ、スペクトラムアナラ

イザ、シグナルジェネレータ、電磁界シミュレータ、GPU ワークステーションなど、無

線通信の実験およびシミュレーションのための設備を設置している。また、機械システ

ム工学専修の博士論文でも研究テーマに応じて実験が必要となることがある。S14 実験

室には、産業用ロボットアーム、多指マニピュレータ、倒立振子、磁気軸受、輸送機械

の動力伝達機構を模したバックラッシュ付き二慣性系などの実験機を有している。機械

システムのモデル化、モデルに基づいて設計された制御手法の試験や評価等に利用可能
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である。 

 

（３）図書等の資料および図書館 

理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程の教育・研究に必要な資料は、主に

本学ライネルス中央図書館に所蔵されている。理工学研究科の教育・研究分野に関連す

る蔵書は、図書 60,393 冊、学術雑誌 3,169 タイトルが開設時に整備される計画であり、

図書のうち 34,761 冊が電子図書、学術雑誌のうち 2,687 タイトルが電子ジャーナルと

なる。理工学研究科では電子ジャーナルへの移行を推進しており、機械電子制御工学専

攻の教育・研究に特に必要となる、機械工学、物理学・応用物理学、電子工学、通信工

学、コンピュータ科学・情報工学等の分野を含み、＜資料 48＞に示すとおり現時点で

2,635 タイトルの電子ジャーナルが整備されており、すでに十分確保されている。新専

攻開設以降も学生の教育・研究活動の充実を図るため、毎年度学部・研究科に配分され

る図書費より、継続して専門性の高い資料の収集・整備を行っていく予定である。 

2023 年 4 月に改修工事を行ったライネルス中央図書館は、閲覧席を 554 席備えるほ

か、セミナールーム、ラーニング・コモンズ、メディアルームといった学生が様々な目

的で学習に利用できるスペースを提供している。また、授業終了後も利用できるよう、

授業・試験期間の平日は午前 9 時から午後 10 時、授業・試験期間以外の平日および土

曜日は午前 9 時から午後 8時まで開館しており、社会人学生にとっても貸出・返却手続

きなど含めて十分に利用できるサービスとなっている。また授業・試験期間中の日曜日

については、午前 10 時から午後 5 時まで開館し、学生の学習・研究の便宜を図ってい

る。 

図書館間協力も積極的に行っており、近隣大学図書館等との相互利用、NACSIS-

CAT/ILL および OCLC を通した国内外の大学や研究機関との相互貸借・文献複写サービ

スの利用を可能とし、大学院教育および研究の支援を行っている。 

 

＜資料 48＞ 機械電子制御工学分野に係る電子ジャーナル整備状況 

 

11．管理運営 

理工学研究科の管理運営は、大学院学則に基づき設置される理工学研究科委員会によ

る。研究科委員会委員は、研究科の授業を担当する教授・准教授のうち、博士前期課程

および博士後期課程の研究指導科目担当者を研究科長が推薦し、学長が任命する。研究

科の授業を担当する専任教員のうち、研究指導科目を担当しない教員は、オブザーバー

として研究科委員会に出席することができる。研究科委員会は少なくとも毎月 1 回開催

し、在学生の身分に関する問題、教務関係、教員人事、入学審査関係の諸問題、研究科

の将来構想などについて審議し、研究科としての意思決定を行う。研究科の自治を尊重

しつつ、学長のリーダーシップによる全学的な大学の方針にも沿った方向で運営が行わ
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れる＜資料 49＞。 

大学院学則に基づき、研究科間の連絡調整や諸規程の制定改廃などを審議する大学院

委員会が設置されているほか、時間割編成や履修登録、試験の実施など大学院全体の教

務に関する事項を円滑に実施するための大学院教務委員会が設置されており、各研究科

委員会との緊密な連携のもとに運営がなされる。研究科委員会において管理運営の中心

を担う研究科長は、「南山大学大学院理工学研究科長候補者選挙規程」＜資料 50＞に基

づき、研究科委員会構成員の選挙（単記無記名投票）によって候補者が決定される。選

出された研究科長候補者は、大学評議会を経て、理事会において最終的に研究科長とし

て決定される。 

 

＜資料 49＞ 南山大学大学院理工学研究科委員会規程 

＜資料 50＞ 南山大学大学院理工学研究科長候補者選挙規程 

 

12．自己点検・評価 

南山大学では、1991 年度に全学機関として、教学担当副学長（当時）を委員長とする

「南山大学自己点検・評価委員会」を設置して以来、組織的・継続的に自己点検・評価

を実施している。2020 年 4 月からは、自己点検・評価委員会から名称変更した内部質

保証委員会が全学における内部質保証の責任を負い、本学の内部質保証に関する方針お

よび手続きを明確化した「内部質保証の方針」に基づき、下部組織である内部質保証推

進委員会と連携して、全学的な観点による自己点検・評価を実施している。点検・評価

項目は、学長方針等の重要項目のほか認証評価機関（公益財団法人大学基準協会）の大

学基準に沿い、認証評価結果を踏まえて設定している。 

自己点検・評価の結果に基づき、大学全体として取り組むべき事項を検討し、改善が 

必要な事項がある組織に対して改善の指示および支援を行い、次年度以降の学長方針策

定に活用している。学部・研究科等の各組織は、内部質保証委員会からの指示を踏まえ

つつ、各組織の長が主体となって教育研究および管理運営等の PDCA サイクルを展開し

ている。 

また、「自己点検・評価報告書」を 1996 年より毎年発行し、2005 年度以降は、南山大

学公式 Web ページで全文を公開している。 

全学的な自己点検・評価の一環として、理工学研究科においても、継続的に自己点検・

評価に取り組み、改善すべき点の発見とその改善を行っている。講義では授業評価アン

ケートを実施しており、教育内容や教授法の改善に役立てている。 

 

13．認証評価 

南山大学は、2020年度に公益財団法人大学基準協会の認証評価を受審し、適合認定

を受けた（認定期間：2021年4月１日～2028年3月31日）。 
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合理的配慮が必要な学生への支援体制および教育環境整備が長所として良い評価を

得た一方で、改善課題として、一部の研究科で教育課程の編成・実施方針に教育課程の

実施に関する基本的な考え方の未記載、学位授与方針に定めた学修成果の十分かつ多面

的な測定・評価および研究科の定員管理の 3つの指摘があるため、全学における内部質

保証の責任を負う内部質保証委員会が中心となり、内部質保証の取組みを通じてこれら

の問題点を解決する活動を継続して実施している。 

 

14．情報の公表 

大学全体に関わる情報は南山大学公式 Web ページ（https://www.nanzan-u.ac.jp/in

dex.html）や大学案内等の出版物、大学説明会などの大学行事や各種の広報活動、高

校訪問などの機会を通じて受験生や広く社会一般に公開しており、理工学研究科でも

これを行う。 

情報提供の中心である南山大学公式 Web ページを利用して具体的に提供している教

育研究活動の状況に関する情報には、以下のようなものがある。 

 

14.1 大学の教育研究上の目的に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/rinen/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/koho/catholic/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/torikumi/grand/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/gaiyo.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1030.pdf?230403 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/hoshin/policy.html 

 

14.2 教育研究上の基本組織に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/index.html 

https://rci.nanzan-u.ac.jp/rc-ri/ 

 

14.3 教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位および業績に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kyoin.html 

https://porta.nanzan-u.ac.jp/research/ 

 

14.4 入学者に関する受入れ方針および入学者の数、収容定員および在学する学生の

数、卒業または修了した者の数ならびに進学者数および就職者数その他進学お

よび就職等の状況に関すること 
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https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/hoshin/policy.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/teiin.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/zaiseki.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/gakui.html 

https://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/toukei/ 

 

14.5 授業科目、授業の方法および内容ならびに年間の授業の計画に関すること 

https://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/ 

https://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/course-class/course05.html 

 

14.6 学修の成果に係る評価および卒業または修了の認定に当たっての基準に関する

こと 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1010.pdf 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1020.pdf 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/m_sc/phd/ 

 

14.7 校地・校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

https://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/ 

    

14.8 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

https://www.nanzan-u.ac.jp/admission/campuslife/ 

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/gakuhi.html 

 

14.9 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関すること 

https://office.nanzan-u.ac.jp/CAREER/ 

https://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/health/ 

 

14.10 その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識および能力に関する情報、

学則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、

自己点検・評価報告書、認証評価の結果等） 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

https://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/ninsho/ 

 

15．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

15.1 FD 活動等 

南山大学では、FD活動を組織的に実施するため、全学的な組織として内部質保証委
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員会のもとにファカルティ・デベロップメント（FD）委員会を設置し、FD活動方針・

計画を策定し、計画に基づく活動の点検・評価を行っており、その結果を内部質保証

委員会に報告している。 

FD委員会は、「学生による授業評価」実施、全学規模のFD講演会・研究会等開催、

学部・研究科のFD 活動推進および日常的授業参観推進等の活動をしている。 

学部の「学生による授業評価」は、全クォーターにおいてWebアンケート形式で実施

して授業改善に役立てているほか、「学生による授業評価」の結果が一定基準以下の

教員に対しては内部質保証委員会が学部等と協働して個々の授業の質向上のための支

援をしている。大学院では、各研究科が「大学院生による授業評価」を通じて、授業

のみならず学生生活や研究環境などの点検・評価を行い、改善に役立てており、各研

究科が実施した評価結果は「『大学院生による授業評価』実施結果報告書」として内

部質保証委員会に報告している。 

上記のほか、新任用教育職員研修会や外部FD研修会等参加費・旅費等補助制度など

により、教育内容等改善を支援する活動を継続して行っている。 

全学的な FD 活動ならびに各組織の計画および活動報告は南山大学公式 Web ページに

て公開している。 

 12.自己点検・評価の項に先述した通り、理工学研究科では、2013 年度より授業評価

アンケートを実施している。授業評価アンケートでは、授業で学ぶ重要なキーワードに

ついての理解度を授業初回と最終回にそれぞれ受講者に対して質問する。担当教員は回

答結果から受講生の理解度の差異を計測して集計するとともに、授業内容や教授法の改

善方策を報告書としてまとめる。これらの組織的な取り組みを通じ、授業改善を行って

いる。シラバスにおいて教員には明確な学修目標の提示と、学修目標に沿った授業を展

開することを求めている。FD 活動としては、学部の FD 委員が実施する講演会や他学部・

他研究科の FD 活動に参加して、教員の資質の維持向上を図っている。 

 研究活動の活性化は、講義内容の充実に不可欠との考えから、教員の留学制度、研究

休暇制度、短期海外外出制度を利用して教員の研究活動の活性化を図っている。理工学

部・理工学研究科では、新型コロナウィルス感染症の蔓延以前においては、ほぼ毎年 1

名の教員を 1 年ないしは 1年半の期間海外留学に派遣していた。当該感染症の感染状況

が沈静化していることから、所属教員の継続的な派遣を早期に再開することを計画して

いる。研究休暇制度も多数の教員が利用している。教員の研究活動については定期的な

点検の機会を設けている。各教員は研究業績を毎年 Web 上に報告している。また、教員

の研究内容については、学内セミナーなど講演会で紹介する機会が多数用意されている。 

 

15.2 SD 活動 

南山大学では、2017 年 4 月の大学設置基準の改正によるスタッフ・ディベロップメ

ント（SD）の義務化「SD の機会を設けることや、SD の実施方針・計画を全学的に策定
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する」を受け、具体的な取り組みを行っている。2017 年度より、スタッフ・ディベロ

ップメント（SD）委員会を設置し、大学等の運営に必要な知識・技能を身につけ、能

力・資質を向上させることを目指している。SD 委員会は、総務担当副学長を委員長

に、南山学園事務職員等研修委員会委員長および FD 委員会委員長をその委員に加え、

各委員会と連携をとりながら SD 活動を推進している。 

 従来、南山大学では、主に事務職員を対象とした研修を長年にわたり行ってきた。

1985年から南山学園事務職員等研修委員会を設け、新採用の事務職員に対して本学園

の基本的な心構えを身につける「ガイダンス研修」、稟議書をはじめとした事務文書

の基本や学校法人会計に関する基礎知識を学ぶ「基礎実務研修」、情報倫理や学内情

報システムの利用方法について学ぶ「コンピュータ研修」、新採用者の研修の総まと

めである「フォローアップ研修」等を実施している。また、南山学園事務職員等研修

委員会が毎年研修テーマを設定し、事務職員を対象に「補助金研修」、「モチベーシ

ョン・マネジメント研修」をテーマとした研修を実施し、事務職員に求められる能力

の継続的な啓発・向上に取り組んだ。 

 さらに、事務職員に特化したものとして、業務に関連した自己啓発については南山

学園事務職員等神言会特別研修奨励金による支援を制度化している。 

南山大学では、これらに加えて「教職協働」を推進する活動や研修も行っている。毎

年 4月 1 日に、学長が、当該年度の各項目の方針を記載した「学長方針」をすべての教

員および職員に配布しているが、これに関して質疑応答の会を設け、全学的なレベルで

問題意識の共有や共通了解の確立を図り、教職一体となった業務遂行を実現することが

できるよう努力している。毎年 6月頃には、前年度の入試動向について、外部の専門家

を招き、教育職員および事務職員の参加の下、入試動向検討会を行っている。また、南

山学園事務職員等研修委員会との連携の一環として 2023 年度に実施した「モチベーシ

ョン・マネジメント研修」に関しては教育職員の参加も可能とし、教員数名の参加があ

った。 

SD 活動の年度毎の実施計画は、SD 委員会が所管し、南山学園事務職員等研修委員会

および FD 委員会との連携・調整を図った上で、立案する。これらの SD 活動について

は、機械電子制御工学専攻博士後期課程の設置後も継続的に実施する。 
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著作権者の許諾が得られない資料等について 
 
①資料等の題名 

IT人材白書 2020（【資料 06】P.20～P.24） 
 
②出典 
独立行政法人情報処理推進機構社会基盤センター 

 
③引用範囲 
「IT 人材白書 2020」（P.4、P.8、P.18～P.19） 
https://www.ipa.go.jp/archive/publish/hjuojm0000007e6n-att/000085255.pdf 

 
④その他 
各ページの図表 1-1-1、1-1-6、1-1-16、1-1-17、1-1-18 の表題部分にハイライトを付し
て使用。 

 
  



著作権者の許諾が得られない資料等について 
 
①資料等の題名 
あいち ICT 戦略プラン 2020（【資料 07】P.25～P.26） 

 
②出典 
愛知県 

 
③引用範囲 
「あいち ICT戦略プラン 2020」（P.25） 
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/421267_1880449_misc.pdf 

 
④その他 

P.25の（ICT スキルを持つ人材の育成）の項目にハイライトを付して使用。 
 
  



著作権者の許諾が得られない資料等について 
 
①資料等の題名 
「Society 5.0」の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略（ポイント） 
（【資料 08】P.27～P.28） 

 
②出典 
東海産業競争力協議会 

 
③引用範囲 
「『Society 5.0』の実現に向けた東海地域の産業競争力強化戦略（ポイント）」（P.4） 
https://www.chubu.meti.go.jp/b21jisedai/report/bridge_zinzai/report/point.pdf 

 
④その他 

P.4 のタイトルと「ものづくりに係る～『IT ものづくりブリッジ人材』」の部分にハイラ
イトを付して使用。 
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南山大学生のための

研究倫理ノススメ研究倫理ノススメ
大学という名の研究共同体にようこそ！大学という名の研究共同体にようこそ！

大学生の心得としての「研究倫理」とは？大学生の心得としての「研究倫理」とは？

研究倫理の極意研究倫理の極意

〈研究倫理：実践篇〉裏面に続く▶

　みなさんは、大学に入学して、教科書通りに勉強をするだけの「生徒」ではなく、自ら研究を行う「学生」にな
りました。そして、学生も、研究活動に従事するときは「研究者」として扱われます。（「南山大学研究活動上の
行動規範」第2条）　みなさんが学生として、そして研究者の一人として、楽しく、誇りをもって大学生活を満
喫できるように、日々気をつけておくべきことを、ここでお伝えしたいと思います。

　私たちが何かを知りたい、知ったことを人に伝えたい、と思うとき、それを形にする方法の一つが研究です。
そして、自分の調べたこと、発見したことなどを正しく形にするための秘訣・心得が「研究倫理」です。また、研
究倫理を身につけていることは、大学で学を修めた者として自信をもって社会のなかで活躍するために必要
不可欠な基盤でもあります。

　たとえば、人前で自分の調べたことをプレゼンする場面を想像してみてください。上手なプレゼンをする人
はまず、どのような発表内容であれば、聴いてくれる人たちが説得力を感じ、そして、楽しんでくれるのかを考
えます。そのためには、発表内容に嘘がなく、筋が通っていて、独りよがりではないことが必要です。そして何
より、発表者本人が発表内容に自信をもち、楽しんで報告していることが大切です。そうしたことのできるプ
レゼンの達人であれば、下記の研究倫理の極意をすっかり自分のものにしていることでしょう。みなさんも、
達人を目指してみませんか？

　　　　①適切な手続きで研究を進めること
　　　　②自分の生み出したものとして恥ずかしくないものにすること
　　　　③先人や仲間の知的活動に敬意をもって接すること
　　　　④研究に協力してくれる人たちに感謝の念を抱くこと

　こうした極意はどれも普段の生活においても気にすべきことばかり。その意味で、研究倫理とは人間同士
のコミュニケーションの基本だとも考えられます。研究倫理は、大学に集うすべての人（教職員、学生）にとっ
て大切な心得なのです。
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研究倫理：実践篇研究倫理：実践篇

引用や参考文献リストをちゃんとする必要があるのはなぜか?引用や参考文献リストをちゃんとする必要があるのはなぜか?

学生のための研究倫理の要点
●引用や参考文献を適切に取り扱いましょう
●人を対象とした調査などを行う際には、事前の指導や審査を受けましょう

採点者の観点からすると、レポートでも卒論で
も、テーマとなる問題について先行研究や資料な
どをちゃんと調査した上で書いているかが、評価を
行う際の重要なポイントの一つになります。した
がってこれらの文書を書く際には、自分がどのくら
いの労力を払って調査をしたのかを採点者に示す
ためにも、参考文献のリストなどを適切に作成する
必要があります。
またレポートでは「自分の見解を述べなさい」と
いった形式の課題が多く出されますが、もちろんこ
うした課題でも他の人の見解や議論を参考にする
ことになります。ただし、自分が参考にした議論が
誰によるものなのか、そしてそれがどのような情報
源で述べられたものなのかを「採点者にわかるよう
に」適切に言及したり、引用したりしなければなりま
せん。これは卒論の場合でも同様です。
以上に加えて、他人の議論や見解をそのまま書

き写して、その情報源を示さずに自分で考えたか
のようなふりをすることは、剽窃や盗用と呼ばれる
学術上の不正行為だと、きちんと認識しておく必要
があります。大学ではレポートであっても学術的な
文書として扱われることを知っておいてください。
レポートや卒論において剽窃が発覚した場合には、
不正行為該当科目の単位の取り消し、さらには、退
学といった重い処罰が課せられるのです。（「南山

大学における試験の不正行為に対する懲戒内規」）
参考文献一覧や引用の適切な方法については、

「レポートの書き方」といったタイトルのマニュアル
本を図書館や書店で見つけることができます。ある
いはネットで検索して見つけることもできるでしょ
う。こうした方法は簡単に身につけることができ、一
度身につければそのあとずっと役に立ちます。たと
えば公務員やNPO職員になって報告書を書くとき
にも、同じようにしなければならないのです。です
から、できるだけ早いうちに身につけておいてくだ
さい。
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インタビュー、アンケートなどが簡単ではないのはなぜか?インタビュー、アンケートなどが簡単ではないのはなぜか?

学んでいる分野によっては、レポートや卒論のた
めに調査や実験などを行う必要がある場合もある
でしょう。まず認識しておいてもらいたいのは、イン
タビューやアンケートや実験はどれも専門的な知
識や経験が必要な研究方法であって、なんの準備
や訓練もなしに行うことはできないということで
す。最悪の場合、他人に危害を与えてしまう可能性
があるということも忘れてはいけません。必ず指導
教員とよく相談の上、どのように行うかや、そもそ
も行ってもよいか、あるいは行う必要があるか等に
ついて指導を受けてください。

研究・調査倫理全般について

ここで述べた以外の関連する話題については以下の本を読
んでみてください。「人文・社会科学のための」となっています
が、理工学部の学生にも役に立つでしょう。

眞嶋俊造・奥田太郎・河野哲也 編著『人文・社会科学のための
研究倫理ガイドブック』、慶應義塾大学出版会、2015年。（特に、
神崎宣次「第1章 研究方法に関する倫理問題」）

お勧めの本

特に人を対象とする調査については慎重に行わ
なければなりません。調査対象となる人々のプライ
バシーへの配慮が十分なされているか等、事前に
検討しておかなければいけない事柄がたくさんあ
ります。そのため南山大学では、学部生であっても
人を対象とする調査を行う際には、必要に応じて研
究審査委員会の審査を受けなければいけません。
詳しくは「南山大学「人を対象とする研究」倫理

ガイドライン」を参照してください。
（http://office.nanzan-u.ac.jp/kyoken/dl/dl02.html）
また、プライバシーへの配慮が万全になされて
いる場合であっても、そもそも調査に協力するとい
うことは相手にとって負担であるということを忘れ
てはいけません。調査はそれを行う側の都合や利
益（たとえば卒論の完成）のために行われるもので
あって、そんなものに付き合わなければならない
義理は誰にもないのだと認識しておくべきです。
「卒論のため」とか「学生だから」というのは自分勝
手な調査を行うための言い訳になりません。
それでも調査への協力をお願いする必要がある
ときに、お願いする側はどういうことに気を使うべ
きでしょうか。たとえば、途中でやっぱり答えたくな
いとその人が感じた場合には、即座に中止しなけれ
ばなりません。次の本はこうした問題に関して教え
られるところの多い本なので、こうした調査を考え
ている人は一読することをお勧めします。

安渓遊地・宮本常一『調査されるという迷惑 フィールドに出る前に読んでおく本』みずのわ出版、2008年。

〈研究倫理：してはいけない篇〉裏面に続く▶
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存在しないデータ、研究結果等を作成すること
例）していないインタビュー記録を自分で書き、それをもとに卒論を書いた。

研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結
果等を真正でないものに加工すること
例）調査をしていたが、どうしても思うようなデータが得られないので、少しデー
タの数値を変えて、それをもとにレポートを作成した。

他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文などを当該研究
者の了解または適切な表示なく流用すること
例）ウェブページや本で書かれている内容を丸写し（あるいは、切り貼り）して自分
のレポートとして提出した。

Facebook、twitter等のSNSで不特定多数の人々に情報発信をするときは要注意！

電話　　052-832-3686（直通）
FAX　　052-831-2741
メイルアドレス　　kenkyu-jimu@nanzan-u.ac.jp
開室時間　　平日9時～17時（授業日予定表記載の事務休業日を除く）

大学は知的な活動の最前線です。教員の研究室や授業中の教室で
見聞きすることにも重要な研究成果が含まれているかもしれませ
ん。不用意に情報発信をすることで、気づかないうちに捏造・改ざん・
盗用に関与してしまうこともありえます。学生のみなさんも、大学と
いう研究共同体の一員だという自覚と自負をもって行動しましょう。

自分の研究に関わること、他の人の研究を見て疑念をもったこと
など、気づいたことがあれば、ここに連絡して相談してみましょう。

相 談 先

南山大学　教育・研究事務部
　 

！

●周囲の人たちが悲しく情けない気持ちになり、あなた自身も傷つきます。
●最悪の場合、退学処分を受けることもあります。（「知らなかった」は言い訳になりません。）

不正をしてしまったり、不正に関与してしまうと、どうなる？

これらは、研究者としてしてはならない「研究上の不正行為」の代表例です。

捏　造
（Fabrication）

改ざん
（Falsification）

盗　用
（Plagiarism）

としたら…もやっ ？？

研究倫理：「してはいけない」篇（研究不正の基礎知識）研究倫理：「してはいけない」篇（研究不正の基礎知識）
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学生の確保の見通し等を記載した書類 

（１） 新設組織の概要 

①新設組織の概要（名称，入学定員，収容定員，所在地） 

新設組織 入学

定員 

収容

定員 

所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

南山大学大学院理工学研究科 

機械電子制御工学専攻博士後期課程 

２ ６ 愛知県名古屋市昭和区山里町 18 

 

②新設組織の特色 

新たに設置する理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程では、工業製品に求め

られる機能の多様化に伴う、特定製品開発支援技術の高度化・先鋭化に対応できる人材を

育成するために、特定製品開発支援技術に関わる主たる学問分野である電子情報工学と機

械システム工学を合わせて機械電子制御工学という大きな一つの学問分野として捉える。

そして、そこに共通する、製品の機能性、信頼性、安全性を高いレベルで達成するための

専門知識や原理を教育する。これにより、工業製品に対する多様な要求を適切に理解し、

信頼性や安全性を維持しつつより多くの機能を同時に実現する技術・手法を開発できる能

力を涵養する。 

それと同時に、特定製品開発支援技術に関するイノベーション創出力をもち、我が国の

グローバルな競争力の向上に貢献できる人材を育成するために、本専攻では、電子情報工

学専修と機械システム工学専修を設置し、それぞれの分野に特化した高度な専門知識なら

びに先進的な諸技術を教育する。そして、博士論文のための研究では、それらの専門知識

や先進的技術を踏まえて、自立して課題を設定しその解決手法を提案・開発させる。これ

により、大学などの高等教育機関における研究者や教員として、あるいは企業などの研究

開発部門における研究者や高度な専門技術者として、特定製品開発支援技術に関する研究

開発を先導的に行える能力を涵養する。 

さらに、持続可能な社会の実現に向けて、持続可能性をもった工業製品および特定製品

開発支援技術の研究開発に貢献できる人材を育成するために、本専攻では、自らの専門分

野に関する課題やその解決法を論理的に表現でき、円滑な意思疎通を通して、他の技術者

と相互理解し、協働を可能にするコミュニケーション能力を身につける教育を行う。国内

外で開かれるさまざまな学会での研究発表や、学外の教員・研究者を含む審査員に対する

プレゼンテーションや議論を通して、この能力を身につけさせる。これにより、持続可能

性の達成において重要とされるサーキュラーエコノミーの実現やエコシステムの形成にお

いて、主導的に活躍できる能力を涵養する。 

機械電子制御工学専攻博士後期課程を設置するにあたり、以下の既設組織は募集停止と

する。 
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既設組織 入学

定員 

収容

定員 

所在地 

（教育研究を行うキャンパス） 

南山大学大学院理工学研究科 

機械電子制御工学専攻博士後期課程 

２ ６ 愛知県名古屋市昭和区山里町 18 

 

あわせて、以下の専攻の改組を行う。 

既設組織 改組内容 

・南山大学大学院理工学研究科システム数

理専攻博士後期課程を募集停止 

・南山大学大学院理工学研究科機械電子制

御工学専攻博士前期課程を募集停止 

 

・南山大学大学院理工学研究科データサイ

エンス専攻博士後期課程を設置 

・南山大学大学院理工学研究科電子情報工

学専攻博士前期課程および機械システム工

学専攻博士前期課程を設置 

・南山大学大学院理工学研究科ソフトウェ

ア工学専攻博士前期課程の入学定員を 18

名から 10名に減じる。 

 

（２）人材需要の社会的な動向等 

①新設組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的動向の分析 

■社会から求められている人材 

製造業や情報通信分野をはじめとする多様な組織体において、機械電子制御工学分野の

課題を自立して設定し解決する能力を生かし、この分野の研究において先導的役割を果た

すことができる人材は、これからますます重要となることが多くの場面で指摘されている。

同時に、この分野に関する課題やその解決法を論理的に表現し、他の技術者との相互理解

や円滑な意思疎通を通して協働を可能にするコミュニケーション能力を生かして、機械電

子制御工学分野の研究開発において他のさまざまな分野の技術者と円滑に協働できる人材

も、ますますその需要が高まっている。 

政府による「科学技術・イノベーション基本計画」＜資料 01＞では、Society 5.0 の実

現のためには「サイバー空間とフィジカル空間の融合」が必要であり、そのためにはデー

タ活用基盤の整備や通信インフラの改善など、情報通信関連技術のイノベーション推進が

必要であると述べられている。さらに、経済産業省による「産業技術ビジョン 2020」＜資

料 02＞では、人間の活動能力に飛躍的な拡張をもたらすキーテクノロジーとして、ロボテ

ィクス、センシング、XR など機械電子制御工学分野の技術が第一に挙げられている。それ

と同時に、イノベーション創出のためには教育・人材育成システムの更新が不可欠である

と提言している。政府による「統合イノベーション戦略 2023」＜資料 03＞においても、創

造的で多様な人材の育成・教育の充実および博士号取得者の社会での活躍の促進が謳われ

ている。経済産業省の「IT人材需給に関する調査（概要）」＜資料 04＞においては、IT人

材の需給ギャップが 2030 年に約 45 万人に達するという予測となっている(＜資料 04＞表

1)。特に先端 IT 人材については 27 万人の需給ギャップが生じるであろうという予測がな

されている(＜資料 04＞表 4)。 



-学生確保（本文）-4- 

 

■東海地区の人材需要 

「あいち ICT 戦略プラン 2020」＜資料 05＞では、県が取り組むべき課題解決のために

ICT スキルを持つ人材の育成が重要であることが記述されている。「中期活動指針

『ACTION2025』」＜資料 06＞では、多様な能力を発揮できる人財の育成のうち、とくに産

業の創出・成長や地域経済の活性化を担う人財を育てる必要があることが指摘されている。

「『IT ものづくりブリッジ人材(A タイプ)』産学連携カリキュラム」＜資料 07＞では、愛

知県を含む東海地域においても IT 等の専門人材の不足が深刻化しており、東海地域のもの

づくり企業は 5 年先を見据えた人手不足の主な対応策の一つとして、AI や IoT 活用による

対応策を挙げる企業が多く、東海地域に求められる IT人材を AI、IoT等を活用して課題解

決・価値創造できる人材すなわち「IT ものづくりブリッジ人材」の育成に関する取り組み

を始めていることが報告されている。 

 

＜資料 01＞ 科学技術・イノベーション基本計画（令和 3年 3月 26日 閣議決定） 

＜資料 02＞ 産業技術ビジョン 2020（令和 2年 5月 29日 経済産業省） 

＜資料 03＞ 統合イノベーション戦略 2023（令和 5年 6月 9日 閣議決定） 

＜資料 04＞ IT 人材需給に関する調査（概要）（平成 31 年 4 月 経済産業省情報技術利

用促進課） 

＜資料 05＞ あいち ICT戦略プラン 2020（2020年 3月一部改正 愛知県） 

＜資料 06＞ 中期活動指針「ACTION2025」（2021年 6月 中部経済連合会） 

＜資料 07＞ 「IT ものづくりブリッジ人材(A タイプ)」産学連携カリキュラム（令和 2 年

5月 中部経済産業局） 

 

②中長期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 

機械電子制御工学専攻博士後期課程の入学者は修士課程または博士前期課程を修了した

25歳以上の学生および社会人が想定される。日本の地域別将来推計人口＜資料 08＞によれ

ば、愛知県の将来の男女 5 歳階級別推計人口は、25～29 歳人口が 2025 年 43.7 万人、2030

年 42.2 万人、2035 年 41.2 万人と推移すると予測されている。愛知県は他の都道府県と比

べると減少の程度はゆるやかである。また、愛知県の中心的な産業は工業であり、（２）

①で述べたとおり、工業を含めて社会における先端 IT人材の不足が見込まれていることか

ら、技術開発やその手法の研究を目的とする社会人についても一定の需要があると考えら

れる。 

以上のことから、機械電子制御工学専攻博士後期課程は十分に定員が充足できることが

見込まれる。 

 

＜資料 08＞ 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地 

域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）』(2023 年 12 月 22 日 国立社



-学生確保（本文）-5- 

 

会保障・人口問題研究所) 

③新設組織の主な学生募集地域 

機械電子制御工学専攻博士後期課程の主な学生募集地域は、愛知県・岐阜県・三重県

（東海地域）である。理工学部電子情報工学科および機械システム工学科の入学者の出身

高校の愛知県・岐阜県・三重県の割合は過去 3年間で 90％程度である＜資料 09＞。また直

近 5 年間の理工学研究科機械電子制御工学専攻博士前期課程の入学者に占める内部進学者

の割合は 100％である＜資料 10＞。 

これらのデータから、機械電子制御工学専攻博士後期課程の入学者は、愛知県・岐阜

県・三重県の出身者が主要な範囲となると考えられる。したがって主な学生募集地域は愛

知県・岐阜県・三重県とした。また、これまで述べてきたような地域の産業構成から、電

子情報工学や機械システム工学分野における特定製品開発支援技術の開発や研究に興味を

持つ社会人の需要もあることから、社会人の入学者も期待できる。 

別紙 1 より、愛知県内の私立大学全体の大学院の定員充足率は令和 3 年度 65.22%、令和

4 年度 68.87%であり、おおよそ 7 割程度である。この割合は、「学校基本調査（都道府県

別大学院生数）」の愛知県における私立大学大学院生数を、「文部科学省全国大学一覧」

の愛知県に所在する私立大学大学院の収容定員の合計で除したものである。令和 5 年度は

「文部科学省全国大学一覧」が公開されていないため、データなしとした。機械電子制御

工学専攻の所属する理・工学系分野の私立大学博士後期課程の定員充足率は、令和 3 年度

38.83%、令和 4 年度 41.11%、令和 5 年度 41.62%であり、4 割程度である。この割合は、

「日本私立学校振興・共済事業団『私立大学・短期大学等入学志願動向』」の主な研究科

別の志願者・入学者動向（大学院）から、博士課程および博士後期課程における理・工学

系の入学定員充足率を引用している＜資料 11＞。既設の機械電子制御工学専攻博士後期課

程の入学者数は過去 3 年間で 2 名であったが、教育課程を見直すことで、入学者をよりい

っそう確保する狙いである。 

 

＜資料 09＞ 南山大学理工学部出身高校都道府県別入学者数 

＜資料 10＞ 南山大学大学院理工学研究科博士前期課程内部進学率（2019年度～2023年 

度） 

＜資料 11＞ 新設組織が置かれる都道府県への入学状況（別紙 1） 

 

（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

■冊子とリーフレットの配布 

理工学研究科では社会人および大学生に対して、研究科の認知度向上を図るべく、各種

広報活動を展開し、学生確保に努めている。具体的な活動としては、理工学研究科各専攻



-学生確保（本文）-6- 

 

の特色、養成する人材像、授業等について掲載した冊子とリーフレットを作成し、大学院

入試説明会の機会も利用しながら配布している＜資料 12＞＜資料 13＞。内部進学者が入学

者の大半となっていることから、継続的に進学者を確保するため理工学部生にも配布して

いる。また、冊子の pdf ファイルは自由にダウンロードできるように大学公式 Web ページ

に掲載している。さらに、2023 年度より高校生向けの理工学部デジタルパンフレットに大

学院のページを設けることで、学部から大学院への接続を意識した広報を行っている＜資

料 14＞。 

これら取り組みの目標は、南山大学理工学研究科の教育理念や教育目標を広く社会に広

報することにより、定員を上回る学生数を確保することである。 

■大学院入試説明会の実施 

南山大学では毎年 5月と 12月に学内の学部生と大学院生や学外の社会人などを対象とし

て大学院入試説明会を実施している。説明会では博士前期・後期の課程を問わず、研究科

および各専攻の特色、授業、研究内容、入試制度等について説明している。来場者の個別

相談にも応じ、大学院の学びについて具体的なイメージを持ってもらえるようにしている。

直近 3 年の大学院入試説明会の個別相談者数は 2023 年度が 9 名、2022 年度が 19 名、2021

年度が 4名である＜資料 15＞。 

■資料請求の受付 

大学公式 Web ページおよび進学情報誌より、入試要項と願書等所定用紙の資料請求を受

け付けている。別紙 3＜資料 16＞より、資料請求数は令和 4年度入試についてはのべ 40名、

令和 5年度入試についてはのべ 43名であった。なお、理工学研究科に関する請求可能な資

料は、『理工学研究科 (博士前期・博士後期) 一般・社会人』と『国内在住外国人入学審

査』の 2 種類となるが、『国内在住外国人入学審査』においては理工学研究科含めた 5 研

究科を対象としているため、必ずしも理工学研究科の志望者が請求しているわけではない。

従って、これらの数値は『理工学研究科 (博士前期・博士後期) 一般・社会人』の実績の

みを数えたものである。 

 

イ 新設組織における取組とその目標 

■学生募集のための PR 活動の方針および戦略，実施計画・目標 

理工学研究科では、毎年の継続的な入学定員の充足を目標として、機械電子制御工学専

攻博士後期課程の学生募集広報のために引き続き専攻の特色、養成する人材像、授業等に

ついて掲載した冊子とリーフレットを作成して説明会や大学公式 Web ページなどで配布す

る計画である。また、2024年度の 5月と 12月にこれまでと同様に大学院入試説明会を実施

する。なお、機械電子制御工学専攻博士後期課程に係る各種広報活動に関しては、「2025

年度設置予定」である旨明示しており、内容は予定であり変更する可能性について周知徹

底している。 
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ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく，新設組織での入学者の見込み数 

既設組織における 3 つの取組すなわち「冊子とリーフレットの配布」「大学院入試説明

会の実施」「資料請求の受付」は継続して実施する。加えて、入学定員を確保するために、

学部生や博士前期課程の大学院生に対して、ゼミ単位で折に触れて大学院博士後期課程の

教育内容やキャリアパスなどを紹介し、在学生の博士後期課程進学への意識を高めるとい

った取り組みを実施することにより、機械電子制御工学専攻博士後期課程においても入学

定員である 2名が継続的に入学することが見込まれる。 

 

＜資料 12＞ 南山大学大学院理工学研究科大学院案内［パンフレット］2024年度版 

＜資料 13＞ 南山大学大学院理工学研究科リーフレット 

＜資料 14＞ 南山大学理工学部・大学院理工学研究科デジタルパンフレット 

＜資料 15＞ 大学院入試説明会参加者数（2010年～2023年） 

＜資料 16＞ 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績（別紙 3） 

 

②競合校の状況分析（立地条件，養成人材，教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

機械電子制御工学専攻博士後期課程の競合校として以下を示す。 

所在地 区分 大学院名 研究科名 専攻・課程名 入 学

定員 

愛知県 私立 名城大学大学院 理工学研究科 機械工学専攻博士後期課

程 

5 

愛知県 国立 豊橋技術科学大

学大学院 

工学研究科 機械工学専攻博士後期課

程 

8 

愛知県 国立 豊橋技術科学大

学大学院 

工学研究科 電気・電子情報工学専攻

博士後期課程 

7 

愛知県 国立 名古屋工業大学

大学院  

工学研究科 工学専攻博士後期課程 37 

愛知県 国立 名古屋大学大学

院 

工学研究科 情報・通信工学専攻博士

後期課程 

8 

愛知県 国立 名古屋大学大学

院 

工学研究科 機械システム工学専攻博

士後期課程 

14 

 

ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析，優位性 

競合校となる大学院の専攻を 6 つ選定した。「学校種の類似性」として、南山大学が私

立大学であることから、私立大学が含まれるように選定した。「定員規模の類似性」につ

いては、南山大学の収容定員が学部 9,000 人余、大学院 400 人余であることから、類似規

模の大規模・中規模の大学から選定した。「学問分野の類似性」については、電子情報工

学や機械システム工学を中心に研究・教育を行っている大学院を選定した。「所在地の類

似性」については、（２）③で述べたように募集地域を愛知県および東海地域と想定して

おり、理工学部在籍者の 60％から 70%が愛知県出身であることから，愛知県に所在する大
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学院を中心に選定した。「学力層の類似性」については、入学者数が一定程度あり、博士

後期課程へ進学する意欲のある学生が多いと考えられる大学院を選定した。これら競合校

に対する本学機械電子制御工学専攻博士後期課程の特色および優位性は、特定製品開発支

援技術に関わる主たる学問分野である電子情報工学と機械システム工学を合わせて機械電

子制御工学という大きな一つの学問分野として捉え、そこに共通する専門知識や原理を教

育するところである。それと同時に、電子情報工学専修と機械システム工学専修を設置し、

それぞれの分野に特化した高度な専門知識および先進的な諸技術を教育するところにある。

これにより、工業製品に対する多様な要求を適切に理解し、信頼性や安全性を維持しつつ

より多くの機能を同時に実現する技術・手法を開発できる能力を涵養する。 

また、本学卒業者等の合格者を対象とした入学金相当額の奨学金支給、私費外国人留学

生に対する減免制度（授業料および施設設備費を 1/2 減免）、理工学研究センターによる

大学院理工学研究科奨学金を用意していることも特色である＜資料 17＞。さらに、博士後

期課程の在学生には、博士後期課程奨学支援制度（授業料と施設設備費を 1/2 減免）を実

施している。減免後の 3 年間の納付金合計金額となる 1,438,500 円は、競合校のなかでも

っとも低額な金額設定である＜資料 18＞。 

 

イ 競合校の入学志願動向等 

これら 6 つの専攻の過去 3 年間の入学志願状況データによると、ほとんどのケースで入

学者数は 2名以上であり、定員充足率は 25％から 91％の間である＜資料 19＞。選定した 6

つの競合する大学院の入学定員は 5名から 37名となっているが、新設する南山大学大学院

理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程の入学定員は、既設組織である機械電子

制御工学専攻博士後期課程の入学者数の状況も勘案して 2 名としており、十分に定員が充

足することが見込まれる。 

 

ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ） 

南山大学大学院理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程は、東海地域や愛知県

において IT 等の専門人材の不足が深刻化しており、AI、IoT 等を活用して課題解決・価値

創造できる人材の育成が急務であることから設置するものである。工業製品に求められる

機能の多様化に伴う、特定製品開発支援技術の高度化・先鋭化に対応できる人材を育成す

るために、特定製品開発支援技術に関わる主たる学問分野である電子情報工学と機械シス

テム工学を合わせて機械電子制御工学という大きな一つの学問分野として捉え、そこに共

通する専門知識や原理を教育するという本専攻の目的は、近隣の競合校にはない特色であ

り、十分に定員充足できると考えられる。 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由 

南山大学では学生の大学院進学を促進するため、大学院生に対する経済的な負担を軽減
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している。2021 年度入学者の学部授業料の改定（値上げ）を行った際、大学院生の授業料

改定についても検討を行ったが、金額は据え置きとした。 

2025 年度理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程 1 年次生の学生納付金は、入

学金 300,000 円、授業料 654,000 円（年額）、施設設備費 105,000 円（年額）とする。初

年度の学生納付金合計金額は 1,059,000円、3年間合計 2,577,000円となる。 

近隣私立大学が設置する類似の大学院の学生納付金と比較すると、本学理工学研究科の

学生納付金は学生にとって無理なく学べる金額となっている。さらに、博士後期課程の在

学生には、先述した博士後期課程奨学支援制度により、学生の負担を軽減することができ

る。減免後の 3年間の学生納付金合計金額は 1,438,500円である。 

その他、大学院生への経済面における配慮としては、本学卒業者等の合格者を対象とし

た入学金相当額の奨学金支給、私費外国人留学生に対する減免制度（授業料および施設設

備費を 1/2減免）がある。 

 

＜資料 17＞ 2025年度南山大学理工学研究センター大学院理工学研究科奨学金について 

＜資料 18＞ 南山大学大学院理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程と類似 

する近隣大学院研究科の学納金等一覧 

＜資料 19＞ 南山大学大学院理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程競合校の 3 

年間の入試動向 

 

③先行事例分析 

該当なし。 

 

④学生確保に関するアンケート調査 

機械電子制御工学専攻博士後期課程の入学定員を2名とする。定員の設定にあたり、第

三者機関を通じて入学意向の確認のためのアンケート調査を実施した。この結果、定員確

保の見通しは十分にあると言える。以下にその概要と結果を示す。 

 

（1） 調査目的 

令和 7年 4月に予定している南山大学大学院 理工学研究科 電子情報工学専攻(博士前期

課程)(仮称)、機械システム工学専攻(博士前期課程)(仮称)、および機械電子制御工学専

攻(博士後期課程)(仮称)、データサイエンス専攻(博士後期課程)(仮称)（以下、南山大学

大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課程

とする）の開設に向けて、南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイ

エンス専攻に設置する博士後期課程への入学意向を把握することを目的とする。 

（2） 調査対象者 

① 南山大学・大学院在学生：603人（理工学部：543人、理工学研究科博士前期課程：



-学生確保（本文）-10- 

 

60人） 

② 南山大学卒業生・大学院修了生：833人（理工学部：642人、理工学研究科博士前期

課程：191人） 

③ 26都府県の企業等に勤務する従業員・職員：3,681人 

上記①～③の合計 5,117人を対象としてアンケート調査を実施した。 

 

（3） 調査方法 

① 南山大学・大学院在学生 603人に対し、アンケート用紙および南山大学大学院 理工

学研究科に新設する 3 専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課程の概

要を配布し、教室等で直接アンケート用紙に記入する方法により実施。回答用紙は

大学が取りまとめ、一般財団法人日本開発構想研究所へ送付。 

② 南山大学卒業生・大学院修了生 833 人に対し、アンケート用紙および南山大学大学

院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課

程の概要を郵送し、アンケートを実施。回答用紙は一般財団法人日本開発構想研究

所へ回答者から直接郵送。 

③ 26 都府県の企業等に勤務する従業員・職員 3,681 人に対し、アンケート用紙および

南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専攻に設置す

る博士後期課程の概要を郵送し、アンケートを実施。回答用紙は一般財団法人日本

開発構想研究所へ回答者から直接郵送。 

その結果、485人から有効回答を得た。 

集計結果より、南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3 専攻と、データサイエンス

専攻に設置する博士後期課程への入学意向を分析した。 

（4） 調査実施期間 

令和 6年 2月～令和 6年 3月 

 

（5） 有効回収率等 

調査対象者数：5,117 人 

有効回答者数：485人 

有効回収率：約 9.5％（有効回答 485人 ÷ 調査対象 5,117人） 

 

（6） 調査結果のまとめ 

回答485件のうち「（5）進学を希望する設置主体について（複数回答）」にて、「私立」

を含んで回答した348件であった。そのうち「（6）興味のある学問について（複数回答）」

にて「理学、工学、情報科学」を含んで回答した293件に「（10）南山大学大学院 理工学

研究科 博士後期課程への受験意向について」を確認したところ、「第一希望として受験す
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る」「第二希望として受験する」「第三希望として受験する」と肯定的な回答が19件あっ

た。「（11）南山大学大学院 理工学研究科 博士後期課程への入学意向について」で、

「入学しない」と回答した1件を除く18件に「（12）南山大学大学院 理工学研究科 博士後

期課程の希望する専攻について」を確認した。 

「（11）南山大学大学院 理工学研究科 博士後期課程の入学意向について」と「（12）

南山大学大学院 理工学研究科 博士後期課程の希望する専攻について」の調査結果をクロ

ス集計した結果は下表のとおりである。 

 

南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）へ「入学する」、

「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」と回答した者は合計7人とな

り、南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の入学定員2人

に対し、3.5倍の入学意向を示している。「入学する」と回答した者は3人となり、南山大

学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の入学定員2人に対し、

1.5倍の入学意向を示している。 

「（10）南山大学大学院 理工学研究科 博士後期課程への受験意向について」について、

「第一志望として受験する」と回答したうえで「入学する」と回答した者に絞っても3人

となり、南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の入学定

員2人に対し、1.5倍の入学意向を示している。 

これらの調査結果と、調査対象以外からの入学も考えられることから、南山大学大学院 

理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の入学定員を満たす学生は中長期的

にも十分に確保できるものと結論付けられる。なお、アンケート集計結果の詳細は＜資料

20＞にまとめられている。 

 

＜資料20＞ 南山大学大学院 理工学研究科 電子情報工学専攻（博士前期課程）（仮称） 

機械システム工学専攻（博士前期課程）（仮称）及び機械電子制御工学専攻

（博士後期課程）（仮称）データサイエンス専攻（博士後期課程）（仮称）
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への入学意向に関するアンケート調査報告（令和6年3月 一般財団法人日本

開発構想研究所） 

 

⑤人材需要に関するアンケート調査等 

（1） 調査目的 

令和 7年 4月に予定している南山大学大学院 理工学研究科 電子情報工学専攻(博士前期

課程)(仮称) 機械システム工学専攻(博士前期課程)(仮称) および機械電子制御工学専攻

(博士後期課程)(仮称) データサイエンス専攻(博士後期課程)(仮称)（以下、南山大学大学

院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課程とす

る）の開設に向けて、南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエン

ス専攻に設置する博士後期課程の修了生に対する企業等の採用意向を把握することを目的

とする。 

 

（2） 調査対象 

南山大学大学院の修了生の就職が見込まれる 26都府県（愛知県、三重県、岐阜県、静岡

県、長野県、神奈川県、東京都、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県、栃木県、宮城県、山

形県、大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、岡山県、広島県、島根県、徳島県、福井県、

富山県、石川県、福岡県）の企業等 3,681 社の採用担当者にアンケートへの協力を依頼し

た。 

 

（3） 調査方法 

南山大学大学院の修了生の就職が見込まれる企業等 3,681 社の採用担当者にアンケート

用紙および南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専攻に設

置する博士後期課程の概要を示したリーフレットを郵送し、アンケート調査を実施した。

回答は企業等から一般財団法人日本開発構想研究所へ直接郵送し、622 件の有効回答を得

た。 

集計結果より、南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3専攻と、データサイエンス専

攻に設置する博士後期課程の修了生に対する採用意向を分析した。 

 

（4） 調査実施期間 

令和 6年 1月～令和 6年 3月 

 

（5） 有効回収率等 

調査対象数：3,681件 

有効回答数：622 件 

有効回収率：約 16.9%（有効回答 622件 ÷ 調査対象 3,681件） 
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（6） 調査結果 

南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の修了生に対す

る将来的な採用意向人数の集計にあたっては、「（7）南山大学大学院 理工学研究科に新

設する 3 専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課程の修了生の採用意向につ

いて」の肯定的な回答数と、「（8）南山大学大学院 理工学研究科に新設する 3 専攻と、

データサイエンス専攻に設置する博士後期課程の修了生の採用人数について」の将来的な

採用人数の各選択肢（「1 人」、「2 人」、「3 人以上」、「人数は未確定」（※））を乗

じ、これを合計し、算出した。 

※「3 人以上」は最低数である「3 人」として計算した。「人数は未確定」とは、「（7）南山大学大学院 

理工学研究科に新設する 3 専攻と、データサイエンス専攻に設置する博士後期課程の修了生の採用意向に

ついて」において、「採用したい」、「採用を検討したい」と回答し将来的な採用意向は示すが、アンケ

ートの時点では将来的な採用人数について確定していないものである。したがって、本調査では「人数は

未確定」の将来的な採用人数を最低数である「1人」として計算した。 

 

回答 622件のうち「（4）今年度（令和 5年 4月入社）の理工系の大学院（博士前期課程

又は博士後期課程）修了生の採用人数について」において「1 人～2 人」、「3 人以上」、

「今年度は大学院修了の人材を採用していない（過去には採用した実績がある）」と回答

した企業等 308件であった。 

その 308件について、「（5）今後の大学院（博士前期課程又は博士後期課程）修了生の

採用方針について」を確認したところ、「当面、採用は行わないと思う」と「無回答」を

除いた、程度の差はあるものの大学院（博士前期課程又は博士後期課程）修了生に対して

肯定的な採用方針を示した回答を合計すると、291件であった。 

その 291件について、「6-C 南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博

士後期課程）の社会的必要性」を確認したところ、「社会的必要性が高い分野である」、

「一応、社会的必要性を感じる」の肯定的な回答を合計すると、289件であった。 

その 289件について、「7-C 南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博

士後期課程）修了生の採用意向」を確認したところ、「採用したい」、「採用を検討した

い」の肯定的な回答を合計すると、251件であった。 

その 251件について、「8-C 南山大学大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博

士後期課程）修了生の採用人数」を下表のように確認した。下表に示すとおり、南山大学

大学院 理工学研究科 機械電子制御工学専攻（博士後期課程）の修了生に対する採用意向

人数は「採用したい」のみで合計した場合、200人分となる。入学定員は 2人であるため、

100 倍の採用意向を確保できている。 

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 302 人

分となり、これは、入学定員 2人に対して、151倍となる。 
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以上のことから、理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程の教育研究の目的は、

企業や社会の人材需要の傾向を踏まえたものであると判断できる。なお、アンケート集計

結果の詳細は＜資料 21＞にまとめられている。 

 

＜資料21＞ 南山大学大学院 理工学研究科 電子情報工学専攻（博士前期課程）（仮称） 

機械システム工学専攻（博士前期課程）（仮称）及び機械電子制御工学専攻

（博士後期課程）（仮称）データサイエンス専攻（博士後期課程）（仮称）

の修了生に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報告（令和6年4

月 一般財団法人日本開発構想研究所） 

 

（４）新設組織の定員設定の理由 

既設組織の理工学研究科機械電子制御工学専攻博士後期課程の入学者は近年入学定員を

下回る水準で推移しており、在学者数も収容定員以下の状態が続いている＜資料 22＞。 

しかし、先端 IT人材の社会的需要が高まっていることと、愛知県を中心とする東海地域

の産業の人材要請に応える必要から、新設組織の機械電子制御工学専攻博士後期課程にお

いても入学定員を 2 人と設定することとした。この入学定員は、アンケートによる分析結

果や、基礎となる博士前期課程の学生に対して内部進学意識を高める取り組みの実施を検

討することにより、入学者数を確保できる人数であるといえる。 

 

＜資料 22＞ 南山大学大学院理工学研究科博士後期課程志願者・受験者・合格者・入学者 

数の推移（2019 年度～2023 年度） 
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( ) IT

IT

IT 2.7% 0.7%

2018 2020 2025 2030 2030

22 30 36 45 59

2016 IT

1.5-2.5%

3.54% 2030 IT

IT

【資料04】
　　　　　　　　　　IT人材需給に関する調査（概要） 

（平成31年4月　経済産業省情報技術利用促進課）抜粋
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著作権者の許諾が得られない資料等について 
 
①資料等の題名 
あいち ICT 戦略プラン 2020（【資料 05】P.11～P.12） 

 
②出典 
愛知県 

 
③引用範囲 
「あいち ICT戦略プラン 2020」（P.25） 
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/421267_1880449_misc.pdf 

 
④その他 
P.25の（ICT スキルを持つ人材の育成）の項目にハイライトを付して使用。 
  



著作権者の許諾が得られない資料等について 
 
①資料等の題名 
中期活動指針「ACTION2025」（【資料 06】P.13～P.14） 

 
②出典 
一般社団法人 中部経済連合会 

 
③引用範囲 
「中期活動指針『ACTION2025』」（P.17） 
https://www.chukeiren.or.jp/wp/wp-content/uploads/2021/06/ACTION2025.pdf 

 
④その他 

P.17の【指針⑤】の「産業の創出～育てる必要がある」部分にハイライトを付し、「生産
年齢人口が～充実する必要がある。」の部分を赤枠で囲んで使用。 
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南山大学大学院
理工学研究科
システム数理専攻（博士後期課程）

ソフトウェア工学専攻 （博士前期課程・博士後期課程）

機械電子制御工学専攻 （博士前期課程・博士後期課程）

データサイエンス専攻 （博士前期課程）

2024

【資料12】
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南山大学は、

　１． 開発工程支援型工学（process-oriented engineering）と
　 特定製品開発支援型工学（product-oriented engineering）の有機的統合

　２． 理学の方法論に基づく工学教育
を実現することを目指し、2013年4月に、数理情報研究科を発展的に改組・改変し、システム数理専攻、

ソフトウェア工学専攻、機械電子制御工学専攻の3専攻からなる理工学研究科を開設しました。

　理工学研究科は、理学を基礎とし、ソフトウェア工学やオペレーションズ・リサーチなどの開発工程支援型

工学と、機械工学や電子工学などの製品開発技術を修め、それらを有機的に統合させることで、産業構造の

変化に伴う技術の変容に対して柔軟に対処できる技術者の養成を目指します。

　2023年4月にデータサイエンス専攻（博士前期課程）を新たに開設しました。

ソフトウェア工学

ソフトウェア
工学専攻

機械電子制御
工学専攻

特定製品開発
支援型工学

開発工程
支援型工学

データサイエンス
専攻

システム数理
専攻

機械工学

電子工学

専攻間の相互補完

技術の変容に
柔軟に対処できる人材

応用数学

OR
統計学
機械学習
ビッグデータ解析

理学の方法論

理工学研究科
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理工学研究科

ソフトウェア工学専攻 （博士前期課程）

専攻の目標
応用分野を選ぶことなく、様々なソフトウェア開発プロジェクトの先頭に立ち、多種多様な

技術を取り入れながら開発を遂行できるソフトウェア技術者を養成します。
理学の方法論を基礎として、ソフトウェア開発工程の要素技術を教育し、機械電子制御

の分野を応用例として要素技術の選択・統合を行うメタ技術を学修することで、様々な応用
分野において新技術を柔軟に受け入れながら開発を遂行できる能力を涵養します。

修了後の進路と履修モデル　括弧内の数は単位数

上級システムエンジニアおよび
アーキテクト（組込みシステム分野）

科学技術と倫理（２）
科学技術英語（２）

研究指導ⅠA（１） 研究指導ⅠB（１） 研究指導ⅠC（１） 研究指導ⅠD（１）
研究指導Ⅱ（１） 研究指導Ⅲ（１） 研究指導Ⅳ（１） 研究指導Ⅴ（１）

数理論理学研究（2）
ソフトウェア要求工学（2）
ソフトウェア構築と保守（2）
正当性検証と妥当性確認（2）
組込みシステム工学研究（2）
ソフトウェアアーキテクチャ（2）

上級システムエンジニアおよび
アーキテクト（エンタープライズシステム分野），
プロジェクトマネージャ

数理論理学研究（2）
ソフトウェア要求工学（2）
ソフトウェア生産管理研究（2）
ソフトウェア構築と保守（2）
ソフトウェアアーキテクチャ（2）
データベース研究（2）

研究科共通科目群 4単位

ソフトウェア工学概論（２）
アルゴリズム研究（２）
情報科学概論（２）

基礎科目群 6単位

専攻科目群 12単位

研究指導科目群 8単位

修了後の進路

科　目

機械電子制御工学専攻 （博士前期課程）

専攻の目標
機械と電気・電子機器の製造現場、ならびに設備産業で、広範な対象に対して設計、
実装から運用まで局面を問わず活躍できる高度技術者を養成します。
機械工学や電子工学を数学、物理学や情報科学の方法論に基づいて教育し、さらに

システム数理専攻に関連する基礎理論と、ソフトウェア工学専攻に関連するソフトウェア実装
技術を幅広く学修することによって、さまざまな機械や電子機器に対して基礎研究、製品開
発から運用まで局面を問わず活躍できる能力を涵養します。

修了後の進路と履修モデル　括弧内の数は単位数

機械制御技術者、
産業機械・輸送機械設計者・開発者

科学技術と倫理（２）
科学技術英語（２）

研究指導ⅠA（１） 研究指導ⅠB（１） 研究指導ⅠC（１） 研究指導ⅠD（１）
研究指導Ⅱ（１） 研究指導Ⅲ（１） 研究指導Ⅳ（１） 研究指導Ⅴ（１）

科学技術と倫理（２）
科学技術英語（２）

システム工学概論（２）
計算数理研究（２）
通信工学概論（2）

通信工学概論（２）
ソフトウェア工学概論（２）
システム工学概論（２）

機械工学研究（２）
電子工学研究（２）
組込みシステム工学研究（２）
メカトロニクス研究（２）
制御論研究（２）
ネットワーク設計研究（２）

研究科共通科目群 4単位

基礎科目群 6単位

専攻科目群 12単位

研究指導科目群 8単位

データベース研究（２）
通信プロトコル研究（２）
ネットワーク設計研究（２）
電子工学研究（２）
組込みシステム工学研究（２）
ソフトウェアアーキテクチャ（２）

電子機器・通信機器設計者・開発者、
通信ネットワーク設計者・管理者

修了後の進路
科　目
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博士後期課程の目標
　数学、物理学、情報科学といった理学の方法論の修得を基礎にソフトウェア工学やオペ
レーションズ・リサーチなどの製品の開発工程支援型工学と、機械工学や電子工学などの製
品開発技術を深めるとともに、それらを有機的に統合させることで、産業構造の変化に伴う技
術の変容に対して柔軟に対応して、研究開発を行える研究者や高度な専門技術者を養成しま
す。

理工学研究科 （博士後期課程）

教育課程の概要　括弧内の数は単位数

システム数理専攻

ソフトウェア解析特論（２）
最適化法特論（２）

研究指導ⅠA（１） 研究指導ⅠB（１） 研究指導ⅠC（１） 研究指導ⅠD（１）
研究指導ⅡA（１） 研究指導ⅡB（１） 研究指導ⅡC（１） 研究指導ⅡD（１）
研究指導Ⅲ（１） 研究指導Ⅳ（１） 研究指導Ⅴ（１） 研究指導Ⅵ（１）

オペレーションズ・リサーチ（２）
統計科学（２）
微分方程式特論（２）

ソフトウェア工学専攻

ソフトウェア解析特論（２）
データベース工学特論（２）

ソフトウェア工学特論（２）
ソフトウェアアーキテクチャ特論（２）
数理論理学特論（２）

機械電子制御工学専攻

最適化法特論（２）
データベース工学特論（２）

機械電子制御工学特論（２）
通信制御工学特論（２）
数値解析特論（２）

学際共通科目群

専攻科目群

研究指導科目群

データサイエンス専攻 （博士前期課程）

専攻の目標
　データサイエンス専攻（博士前期課程）では、確かな数学的素養の上に、主専門領域とし
て、様 な々特長や価値を持った数理技術としてオペレーションズ・リサーチ、統計学を修め、さ
らに深層学習や人工知能技術について学びます。これらを開発工程支援技術として、さまざま
な場面に柔軟に活用して問題解決策を提案できる人材を育成します。

修了後の進路と履修モデル　括弧内の数は単位数

生産・物流システム管理者

アカデミックリテラシー（２）

研究指導ⅠA（１） 研究指導ⅠB（１） 研究指導ⅠC（１） 研究指導ⅠD（１）
研究指導Ⅱ（１） 研究指導Ⅲ（１） 研究指導Ⅳ（１） 研究指導Ⅴ（１）

最適化手法研究（２）
機械学習研究（２），深層学習研究（２）
データサイエンス演習（オペレーションズ・リサーチ）Ⅰ（１）
データサイエンス演習（機械・深層学習）Ⅰ（１）
データサイエンス演習（オペレーションズ・リサーチ）Ⅱ（１）
データサイエンス演習（機械・深層学習）Ⅱ（１）

研究科共通科目群 2単位

オペレーションズ・リサーチ概論（２）
数理統計学概論（２）
データサイエンスの数理（２）

基礎科目群 6単位

専攻科目群 10単位

研究指導科目群 8単位

ビッグデータ解析研究（２），
機械学習研究（２），深層学習研究（２）
データサイエンス演習（統計学・ビッグデータ解析)Ⅰ（１）
データサイエンス演習（機械・深層学習)Ⅰ（１）
データサイエンス演習（統計学・ビッグデータ解析)Ⅱ（１）
データサイエンス演習（機械・深層学習)Ⅱ（１）

製造システムの設計支援技術者
修了後の進路

科　目

 
 

-学生確保（資料）-25-



04

理工学研究科

書類審査国外在住者入学審査

学生募集に関する情報
入学者選抜の基本的な考え方(理工学研究科)
　各専攻の目標に応じて以下のような人を求めています。

経済的支援
　学生支援機構や各種財団などの奨学金、TA（教育助手）、RA（研究助手）に対する謝金、理工学研究センターを通じての外
部資金による補助、国内外における学会発表に対する必要経費の補助など各種の経済的支援体制を整えています。

入学時期を春と秋から選択することが可能です。
　4月だけでなく9月に入学を希望する方にも対応します。ご自身のスケジュールによって、より柔軟な研究計画を立てることが
できます。専攻や課程により対応する入試種別や入試日程が異なる場合がありますので、詳細については入試要項で確認して
ください。

※社会人入学審査により入学された社会人学生のうち、あらかじめ2か年を超えて履修することを希望する人に対し、3年目の
履修年度に授業料および施設設備費相当額を奨学金として給付する制度があります。

募集人員
入学定員 一般入試 社会人入試 推薦入試

18名 5名 2名 11名
18名 5名 2名 11名
10名 4名 1名 5名

博士前期課程
機械電子制御工学専攻
ソフトウェア工学専攻

データサイエンス専攻

6名 若干名 若干名 －
システム数理専攻博士後期課程

機械電子制御工学専攻
ソフトウェア工学専攻

入学試験の概要
試験方法

数学・物理（配点150点）　　　英語（辞書持ち込み可、配点100点）
専門領域に関する基礎知識（配点200点）※1　　　口述試問（配点200点）

書類審査および入学後の研究計画書※3を中心とした口述試問（配点100点）
口述試問（配点100点）

一般入学試験博士前期課程

博士後期課程

社会人入学審査※2

推薦入学審査

口述試問（筆記試験はありません）（配点100点）
書類審査および入学後の研究計画書※3を中心とした口述試問（配点100点）

一般入学試験※4

社会人入学審査※2 ※4

数学・物理（配点150点）　　　英語（辞書持ち込み可、配点100点）
専門領域に関する基礎知識（配点200点）※1　　　口述試問（配点200点）

国内在住外国人入学審査

口述試問（筆記試験はありません）（配点100点）国内在住外国人入学審査※4

※1 オペレーションズ・リサーチ、統計学、数理論理学、ソフトウェア工学、情報科学、システム工学、通信ネットワーク、機械学習工学の8題から出題します。試験場で専攻に応じた2題を
選択します。 

※2 「社会人」は「2年以上の就業経験を有する者」とし、現在職業に就いているかどうかは問いません。 
※3 過去の実務経験等を基礎にした入学後の研究計画についてのA4サイズ用紙2枚程度の記述です。出願に係る所定用紙は本学Webページ「大学院」「入試情報」からダウ
ンロードできます。

※4 博士後期課程においては、英語による授業、研究指導を希望する場合は、相談に応じます。

ソフトウェア工学専攻
●数学、物理学、英語の基礎学力を有する人
●ソフトウェア工学または情報科学の基礎知識を有する人
●ソフトウェアに関する技術に興味をもつ人
●本専攻で習得した技術を用いて社会に貢献する意欲の
ある人

機械電子制御工学専攻
●数学、物理学、英語の基礎学力を有する人
●機械工学または電子工学の基礎知識を有する人
●機械や電気・電子機器に関する技術に興味をもつ人
●本専攻で習得した技術を用いて社会に貢献する意欲の
ある人

データサイエンス専攻（博士前期課程）  
●数学、物理学、英語の学力を有する人
●オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習などの数
理モデル化技術の知識を有する人
●オペレーションズ・リサーチや統計学、機械学習などの数
理モデル化技術に興味をもつ人
●本専攻で修得した技術を用いて社会に貢献する意欲の
ある人

システム数理専攻（博士後期課程）
●数学、物理学、英語の基礎学力を有する人
●オペレーションズ・リサーチ、統計学などの数理モデル化
技術の基礎知識を有する人
●オペレーションズ・リサーチ、統計学などの数理モデル化
技術に興味をもつ人
●本専攻で習得した技術を用いて社会に貢献する意欲の
ある人
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研究者紹介
ソフトウェア工学専攻

＜研究指導教員＞

機械電子制御工学専攻

＜研究指導教員＞

＜講義担当者＞

： 博士前期課程
： 博士後期課程

准教授　張 　漢明
［専攻分野：ソフトウェア工学］
◆研究分野： 形式的なアプローチに基づくソフトウェア開発手法
◆主な著作： 『プログラム仕様記述論（IT Text シリーズ）』（共著）、オーム社（2002年）

教　授　佐々木 克巳
［専攻分野 ： 数理論理学］
◆研究分野： 非古典論理とその応用
◆主な論文： Formulas in modal logic S4, The Review of Symbolic Logic, 3（2010）, 
pp.600-627.

教　授　蜂巣 吉成
［専攻分野：ソフトウェア工学］
◆研究分野： プログラミング教育支援、ソフトウェア開発支援
◆主な論文： 複数のプログラミング言語の文法知識に起因する制御文の誤りの自動修正
ツールの試作（共著）,コンピュータソフトウェア, Vol. 39, No. 4, pp. 4_38-4_48 (2022年)

教　授　井上 克郎
［専攻分野：ソフトウェア工学］
◆研究分野： プログラム保守、オープンソースソフトウェア
◆主な論文： CCFinder: A Multilinguistic Token-Based Code Clone Detection 
System for Large Scale Source Code, IEEE Transactions on Software Engineering, 
Vol.28, No.7, (2002), pp.654-670.

教　授　沢田 篤史
［専攻分野 ： ソフトウェア工学］
◆研究分野： ソフトウェア開発環境、組込みソフトウェア開発支援
◆主な論文：ソフトウェアアーキテクチャの設計と文書化の技術，コンピュータソフトウェア，
Vol.32, No.1, pp.35-46.

教　授　本田 晋也
［専攻分野 ： コンピュータシステム］
◆研究分野： 組込みシステム向けプラットホーム及び設計技術
◆主な論文： TOPPERS/FMPカーネル リアルタイム性と高スループットを実現可能な組
込システム向けマルチプロセッサ用RTOS, コンピュータソフトウェア, Vol.29,No.4, pp. 
219-243.

教　授　野呂 昌満
［専攻分野 ： ソフトウェア工学］
◆研究分野： ソフトウェアの意味論に関する研究
◆主な論文： Manipulating Software Semantics with Unified Computational 
Model and Software Quark Model, Proceedings of APSEC’99（1999）, pp.476-483.

教　授　佐伯 元司
［専攻分野 ： ソフトウェア工学］
◆研究分野： 要求工学，ソフトウェア設計
◆主な論文： Detecting Bad Smells in Use Case Descriptions, Proc. of 27th IEEE 
International Requirements Engineering Conference （2019）, pp.98-108

 （      研究指導補助）

准教授　横森 励士
［専攻分野：ソフトウェア工学］
◆研究分野： プログラム開発支援を目的としたプログラム解析手法に関する研究
◆主な論文： 利用実績に基づくソフトウェア部品重要度評価システム（共著），電子情報通
信学会論文誌D-Ⅰ，Vol.J86-D-Ⅰ（2003年），No.9，pp.671-681．

 （      研究指導補助）

教　授　名倉 正剛
［専攻分野：ソフトウェア工学］
◆研究分野： ソフトウェア開発と運用・保守の支援を行う技術に関する研究
◆主な論文： Androidアプリケーションを対象とした実装漏れメソッドの検出手法，コン
ピュータソフトウェア，Vol.38，No.2，pp.71-89 （2021年）

 （      研究指導補助）
教　授　横山 哲郎
［専攻分野：計算機科学］
◆研究分野： プログラミング言語，可逆計算
◆主な論文： A Minimalist’s Reversible WHILE Language, IEICE on Information and 
Systems, Vol. E100-D, No.5, pp.1026-1034, 2017.

教　授　吉田 　敦
［専攻分野 ： ソフトウェア工学］
◆研究分野： 細粒度ソフトウェアリポジトリに関する研究
◆主な論文： 細粒度の振る舞いに基づくプログラム差分理解支援ツール（共著）, 近代科学
社（2008年）, P11-20.

教　授　陳 　幹
［専攻分野 ： 制御工学］
◆研究分野： 現代制御理論
◆主な論文： Robust control design for ball screw system focusing on the friction 
model, International Journal of Modelling, Identification and Control, Vol.26, No.3, 
pp.207-217, 2016

教　授　稲垣 伸吉
［専攻分野 ： ロボット工学，システム工学］
◆研究分野： 移動ロボット，自律分散システム，エネルギー管理システム
◆主な著作： Design and Analysis of Distributed Energy Management Systems 
Integration of EMS, EV, and ICT（共著）, Springer, 2020年出版

教　授　石原 靖哲
［専攻分野 ： 計算機科学］
◆研究分野： データベース理論，情報セキュリティ
◆主な論文： The Absolute Consistency Problem for Relational Schema Mappings 
with Functional Dependencies, IEICE Transactions on Information and Systems, 
vol.E103-D, no.11, pp.2278-2288, 2020.（共著）

教　授　藤井 勝之
［専攻分野 ： 電気電子工学］
◆研究分野： 電磁波と生体の相互作用評価
◆主な論文： “Stabilization of phantom fabrication by degassing using ultrasonic 
vibrations,” IEICE Communications Express, in press.（共著）,“2.4GHz帯ウェアラブ
ル二次元通信シートのヌル点簡易位置推定,” 電子情報通信学会論文誌B, vol.J104-B, 
no.9, pp.727-740, Sep. 2021.（共著）,“Local Specific Absorption Rate Reduction 
Method for 1.2-GHz Band Handheld Transceiver with a Reflector,” IEICE 
Communications Express, vol.10, no.1, pp.36-41, Jan. 2021. （共著）

 （      研究指導補助）
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＜研究指導教員＞

データサイエンス専攻

＜研究指導教員＞
教　授　小藤 俊幸
［専攻分野 ： 数値解析、応用数学］
◆研究分野： 数学一般（含確率論・統計数学）
◆主な論文： 遅延積分微分方程式に対する一般化線形多段階法の安定性について（共
著）,日本応用数理学会（2008年）, P199-216.

教　授　白石 高章
［専攻分野 ： 統計学、ビッグデータ解析］
◆研究分野： 数理統計学
◆主な著作： 『多重比較法の理論と数値計算』 2018年出版 300頁 共立出版

教　授　塩濱 敬之
［専攻分野 ： 数理統計学、ビッグデータ解析］
◆研究分野： 統計的推測理論、数理・計量ファイナンス
◆主な論文： Bayesian Estimation for Mode and Anti-Mode Preserving Circular 
Distributions, To appear in Econometrics and Statistics (2021) (共著)

教　授　鈴木 敦夫
［専攻分野 ： オペレーションズ・リサーチ］
◆研究分野： 最適配置問題・オペレーションズ・リサーチの応用
◆主な論文： Mari Ito, Atsuo Suzuki, Yoshihiro Fujiwara, A Prototype Operating 
Room Scheduling System - A Case Study at Aichi Medical University Hospital -, 
Journal of Japan Industrial Management Association, 67, 202-214, 2016.

教　授　松田 眞一
［専攻分野 ： 統計学、ビッグデータ解析］
◆研究分野： 多重比較
◆主な論文： 「FDRの概説とそれを制御する多重検定法の比較」, 計量生物学, 第29巻
（2008年）, 第2号, pp.125-139.

 （      研究指導補助）

教　授　小市 俊悟
［専攻分野 ： 数理最適化、機械学習、深層学習］
◆研究分野： 最適化手法の開発、機械学習の学習方法の開発
◆主な論文： Exploring machine learning tools for the prediction of the stability of 
new Togni-type reagents. CHIMIA, 73/12(2019), pp. 990-996.

 （      研究指導補助）

教　授　佐々木 美裕
［専攻分野 ： オペレーションズ・リサーチ］
◆研究分野： 施設配置モデルとその応用
◆主な論文： Hub network design model in a competitive environment with flow 
threshold（単著）, Journal of the Operations Research Society of Japan, Vol.48
（2005）, pp.158-171.

（      研究指導補助）

教　授　河野 浩之 （博士後期課程：機械電子制御工学専攻）
［専攻分野 ： 情報システム、機械学習、人工知能］
◆研究分野： データマイニング，データベース・アプリケーション，コンピュータネットワーク
◆主な論文： Proposal of Japanese Vocabulary Difficulty Level Dictionaries for 
Automated Essay Scoring Support System Using Rubric,Journal of the Operations 
Research Society of China, pp.1-17, 2019.

教　授　中島 　明
［専攻分野 ： ロボット工学，制御工学］
◆研究分野： 人の役に立つロボット・機械システムの開発
◆主な論文： 配位座標の制限を伴う2指ハンドによる転がり接触の非ホロノミック性に基づ
く把持対象物の操り制御，計測自動制御学会論文集，計測自動制御学会，54/3，pp.320-
　330，2018

 （      研究指導補助）

教　授　大石 泰章
［専攻分野 ： 制御理論］
◆研究分野： 制御理論，特にその最適化や数値計算との接点
◆主な論文： Y. Oishi, T. Iwata, and M. Nagahara, Optimality and Sparsity of the 
Receding-Horizon Input for Sparse Control, in Proceedings of the 13th Asian 
Control Conference, Jeju Island, Korea, May 2022.

教　授　杉本  謙二
［専攻分野 ： 制御工学］
◆研究分野： 多入出力線形制御，適応学習，ネットワーク制御
◆主な論文： Establishment of Strictly Positive Real Condition for Tuning MIMO 
Feedforward Control, IEEE Control Systems Letters, Vol. 6, pp. 1454-1459 (2022)

教　授　梅比良 正弘
［専攻分野 ： 無線工学］
◆研究分野： ワイヤレス通信システム，変復調技術，車載レーダ
◆主な論文： Energy Efficient Learning-Based Indoor Multi-Band WLAN for Smart 
Buildings," IEEE Access, vol.6, pp.34324-34333, 2018, doi:10.1109/ACCESS. 
2018. 2849094.

教　授　坂本 　登
［専攻分野 ： 非線形制御理論，動的システム理論］
◆研究分野： 非線形最適制御の数値解法
◆主な論文： The turnpike property in nonlinear optimal control --- A geometric 
approach, Automatica Vol.134, 109939, 2021

教　授　三浦 英俊
［専攻分野 ： オペレーションズ・リサーチ］
◆研究分野： 都市解析
◆主な論文： 「格子状交通ネットワークモデルにおける移動経路と流動交差量の分布につ
いて」，都市計画論文集，52（3），717-722，2017年10月

教　授　奥村 康行
［専攻分野 ： 通信工学］
◆研究分野： アクセスネットワーク，高信頼ネットワーク
◆主な論文：Comparing Shell Mapping to Trellis Shaping as Symbol Mapping for 
Coexistence of Next Generation PON and Current System, International Journal 
of Networks and Communications, Vol.6, No.2, pp.24-31, 2016.

※掲載情報は2023年4月現在のものであり研究指導や講義の担当者は変更になることがあります。 
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学生の修了後の進路 （理工学研究科博士前期・後期課程）

高度な専門職業人

① 情報処理のスキルと数理的な手法を習得した学生
　一般企業の管理・生産部門／技術コンサルタント／金融機関／公共機関／研究所

② 数理的な手法を用いてコンピュータネットワークの設計、分析能力を習得した学生
　ソフトウェア開発（企業）／通信関係の企業／技術コンサルタント／研究所

進路・就職先（2018－2022年度実績）
株式会社アイシン 株式会社アドヴィックス イビデン株式会社
オークマ株式会社 京セラ株式会社 株式会社ジェイテクト
株式会社ＳＵＢＡＲＵ 住友電装株式会社 株式会社デンソー
株式会社東海理化電機製作所 豊田合成株式会社 トヨタ自動車株式会社
トヨタ紡織株式会社 日本車輌製造株式会社 株式会社パロマ
株式会社日立製作所 富士通株式会社 株式会社マキタ
三菱電機株式会社 村田機械株式会社 ヤマザキマザック株式会社
ヤマハ発動機株式会社 リンナイ株式会社 中部電力株式会社
東邦ガス株式会社 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 ＳＣＳＫ株式会社
株式会社ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ株式会社 株式会社トヨタシステムズ
西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本） 富士ソフト株式会社 ヤフー株式会社
東海旅客鉄道株式会社（ＪＲ東海） 岐阜県教育委員会 南山大学大学院理工学研究科博士後期課程

〒466-8673 名古屋市昭和区山里町１８

入試課入試運営係
Phone（052）832-3119（直通）　Email ml-grad@nanzan-u.ac.jp

理工学研究科事務室
Phone（052）832-3278（直通）

https://www.nanzan-u.ac.jp/grad/
入試に関する問い合わせ先

履修内容等に関する問い合わせ先

● 地下鉄名城線「八事日赤」駅より徒歩約8分
● 地下鉄鶴舞線「いりなか」駅1番出口より徒歩約15分

アクセスマップ

至本山

楽園町

西門

正門

至八事至八事

杁中

杁中

至御器所

聖霊病院

カトリック南山教会

山手通
一丁目

山手通
二丁目

八事
日赤病院

八事
日赤病院

滝川町 地
下
鉄
名
城
線

八
事
日
赤

い
り
な
か

山
手
通
門

①番出口

2023年4月発行

南山大学大学院博士後期課程奨学支援制度
　博士後期課程に在学する学生を対象に、授業料等を減免し、博士の学位取得を支援することを目的とした「南山大学
大学院博士後期課程奨学支援制度」があります。資格審査その他の詳細は、入試要項をご確認ください。

＜制度の概要＞
支援内容

支援期間

授業料および施設設備費の半額を減免する

1年間　＊ただし、同様の手続きを行うことにより、翌年も引き続き支援を受けることが可能（年度毎に審査有）
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1
485 384 79.2% 97

20.0% 4 0.8%

2
485 20 390 80.4%

30 46 9.5% 40 32 6.6% 50 17 3.5%

384         79.2        
97           20.0        
4             0.8          
0             0.0          

485         100         

390         80.4        
46           9.5          
32           6.6          
17           3.5          
0             0.0          

485         100         
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485 234 48.2%

118 24.3% 75 15.5% 38
7.8% 6 1.2% 4 0.8% 3 0.6% 2
0.4% 2 0.4% 1 0.2% 1 0.2% 1
0.2%

118     24.3     0         0.0       
234     48.2     3         0.6       

38       7.8       0         0.0       
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2         0.4       0         0.0       
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2                        2                                  0                                  
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18                       10                                8                                  

100.0                  55.6                             44.4                             

7                        3                                  4                                  
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未来の社会を
創造する
技術者へ

南山大学大学院
理工学研究科が
新しくなります。
ＡＩやビッグデータ、IoTをはじめとする技術革新により

社会は急速に変化しています。

南山大学では、産業構造の変化に伴う

技術の変容に対し柔軟に対処して研究開発を行える

研究者や高度技術者を育成するため、

理工学研究科を再編します。

理学を基礎とし、ソフトウェア工学や

オペレーションズ・リサーチ、機械工学や電子工学などを

有機的に統合させた研究を行い、

未来の理工学を切り拓く人材を育てます。

●電子情報工学専攻博士前期課程 
    （入学定員8名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

●機械システム工学専攻博士前期課程
    （入学定員8名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

◯ソフトウェア工学専攻
（入学定員10名へ減員予定）

◯データサイエンス専攻
（入学定員10名）

■電子情報工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士前期課程・修士課程
所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
中京大学大学院
中京大学大学院
名城大学大学院
名城大学大学院
愛知県立大学大学院
名古屋工業大学大学院
南山大学大学院

研究科名
工学研究科
工学研究科
理工学研究科
理工学研究科
情報科学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
情報工学専攻修士課程
電気電子工学専攻修士課程
情報工学専攻修士課程
電気電子工学専攻博士前期課程
情報システム専攻博士前期課程
工学専攻博士前期課程情報工学系プログラム
電子情報工学専攻博士前期課程（仮称）

入学定員
8
7
30
25
10
102
8

入学金
200,000
200,000
130,000
130,000
282,000
282,000
300,000

授業料
505,000
505,000
640,000
640,000
535,800
535,800
654,000

施設整備費・教育充実費
245,000
245,000
100,000
100,000

0
0

105,000

実験実習費
100,000
100,000
120,000
120,000

0
0
0

初年度合計
1,050,000
1,050,000
990,000
990,000
817,800
817,800

1,059,000

2年間合計
1,900,000
1,900,000
1,850,000
1,850,000
1,353,600
1,353,600
1,818,000

所在地
滋賀県
滋賀県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
立命館大学大学院
滋賀大学大学院
中京大学大学院
名古屋工業大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
南山大学大学院

研究科名
理工学研究科
データサイエンス研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
基礎理工学専攻博士後期課程（数理科学コース）
データサイエンス専攻博士後期課程
工学専攻（情報工学領域）博士後期課程
工学専攻博士後期課程
情報・知能工学専攻博士後期課程
データサイエンス専攻博士後期課程（仮称）
　　　　　　　　　　　　 ※減免後金額

入学定員
6
3
4
37
8
2

入学金
200,000
282,000
200,000
282,000
282,000
300,000
300,000

授業料
500,000
535,800
505,000
535,800
535,800
654,000
327,000

施設整備費・教育充実費
0
0

245,000
0
0

105,000
52,500

実験実習費
0
0

100,000
0
0
0
0

初年度合計
700,000
817,800
1,050,000
817,800
817,800

1,059,000
679,500

3年間合計
1,700,000
1,889,400
2,750,000
1,889,400
1,889,400
2,577,000
1,438,500

所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
中京大学大学院
中部大学大学院
名城大学大学院
愛知工業大学大学院
名古屋工業大学大学院
名古屋大学大学院
南山大学大学院

研究科名
工学研究科
工学研究科
理工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
機械システム工学専攻修士課程
ロボット理工学専攻博士前期課程
メカトロニクス工学専攻修士課程
機械工学専攻博士前期課程
工学専攻博士前期課程電気・機械工学系プログラム
機械システム工学専攻博士前期課程
機械システム工学専攻博士前期課程(仮称)

入学定員
7
12
24
30
150
66
8

入学金
200,000
100,000
130,000
130,000
282,000
282,000
300,000

授業料
505,000
550,000
640,000
830,000
535,800
535,800
654,000

施設整備費・教育充実費
245,000
300,000
100,000
270,000

0
0

105,000

実験実習費
100,000

0
120,000

0
0
0
0

初年度合計
1,050,000
950,000
990,000
1,230,000
817,800
817,800

1,059,000

2年間合計
1,900,000
1,820,000
1,850,000
2,340,000
1,353,600
1,353,600
1,818,000

〒466-8673
愛知県名古屋市昭和区山里町18番地

●地下鉄名城線「八事日赤」駅下車　徒歩約8分
●地下鉄鶴舞線「いりなか」駅下車　徒歩約15分

TEL 052-832-3112
e-mail n-somu@nanzan-u.ac.jp

〈お問い合わせ先〉
南山学園　経営本部　総務・人事部　総務課 ※電子情報工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）、機械システム工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）、機械電子制御工学専攻博士後期

課程（仮称・設置構想中）、データサイエンス専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）は2025年4月の開設に向けて設置準備を進めています。研究科、
専攻の概要等は予定であり、今後、変更になる場合があります。

■機械システム工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士前期課程・修士課程

■データサイエンス専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士後期課程

※南山大学大学院博士後期課程在学生には授業料および施設設備費の半額の減免による支援があります。
注1）南山大学大学院が理工学研究科に新設予定の専攻の納入金等は予定であり、変更する場合があります。
注2）各大学の情報については、2023年11月調べ。 各大学ホームページより転載（2023年度入学者の金額）最新の情報は各大学のホームページにてご確認ください。

大学院設置基準第14条に規定する教育方法の特例に基づき、夜間や土曜日に履修できるよう配慮します（昼夜
開講制）。また、授業期間中は、図書館の夜間開館や時間外の事務取扱窓口を設け、社会人学生に対応できるよう
配慮します。

奨学金

社会人学生に対する配慮

各専攻と類似する近隣の大学院研究科

理工学研究科アドミッション・ポリシー

南山大学大学院理工学研究科の入学者、在学生に対しては理工学研究センターによる給付型奨学金を設けています。
◎理工学研究科研究奨励奨学費 ◎理工学研究科博士後期課程研究奨励奨学費 ◎理工学研究科随時奨学金　
また、本学卒業者等の入学生については、入学後、入学金相当額の奨学金が給付されます。 
博士後期課程在学生には授業料および施設設備費の半額の支援（減免）があります。
注) 南山大学大学院が理工学研究科に新設予定の専攻の奨学金等は予定であり、変更する場合があります。

博士前期課程

●データサイエンス専攻博士後期課程
    （入学定員2名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

●機械電子制御工学専攻博士後期課程
    （入学定員2名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

博士後期課程

既
設

◯ソフトウェア工学専攻
（入学定員2名）

既
設

所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
名城大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
名古屋工業大学大学院
名古屋大学大学院
名古屋大学大学院
南山大学大学院

研究科名
理工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
機械工学専攻博士後期課程
機械工学専攻博士後期課程
電気・電子情報工学専攻博士後期課程
工学専攻博士後期課程
情報・通信工学専攻博士後期課程
機械システム工学専攻博士後期課程
機械電子制御工学専攻博士後期課程（仮称）
　　　　　　　　　　　※減免後金額

入学定員
5
8
7
37
8
14
2

入学金
130,000
282,000
282,000
282,000
282,000
282,000
300,000
300,000

授業料
640,000
535,800
535,800
535,800
535,800
535,800
654,000
327,000

施設整備費・教育充実費
100,000

0
0
0
0
0

105,000
52,500

実験実習費
120,000

0
0
0
0
0
0
0

初年度合計
990,000
817,800
817,800
817,800
817,800
817,800

1,059,000
679,500

3年間合計
2,710,000
1,889,400
1,889,400
1,889,400
1,889,400
1,889,400
2,577,000
1,438,500

■機械電子制御工学専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士後期課程

■電子情報工学専修  ■機械システム工学専修

【博士前期課程】
理工学研究科博士前期課程では、「人間の尊厳のために」（Hominis Dignitati）という教育モットーを深く理解し、本
研究科のカリキュラム・ポリシーに沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、かつ理工学部のディプ
ロマ・ポリシーに示す力と同等の力を備えている人、とりわけ本研究科の専門性に鑑み、その目的を達成することに強い
意欲を持ち、入学後に本研究科のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。そのために、一
般入学試験では、数学、物理学、英語の基礎学力および各専攻の専門領域の基礎知識を評価します。推薦入学審査お
よび社会人入学審査では、理工学部のアドミッション・ポリシーに示す能力と同等の能力を持つことを口述試問により
確認し、評価します。社会人入学審査では、書類審査および口述試問によって、志望する研究領域に関する基礎知識、
論述力、研究計画を立案し遂行する能力を評価します。加えて入学後の研究計画の妥当性、および社会での研究開発
活動の実績を評価します。

【博士後期課程】
理工学研究科博士後期課程では、「人間の尊厳のために」（Homin is  
Dignitati）という教育モットーを深く理解し、カリキュラム・ポリシーに沿って編
成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、かつ理工学研究科博士前
期課程のディプロマ・ポリシーに示す力と同等の力を備えている人、とりわけ本
研究科の専門性に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ人、入学後
に本研究科博士後期課程のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる
人を受け入れます。そのために、一般入学試験と社会人入学審査では、各専攻
の専門領域の知識を評価するとともに、入学後の研究計画の妥当性についても
評価します。 
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データサイエンス専攻博士後期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿っ
て編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、
その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロ
マ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士後期課程のアドミッション・
ポリシーに準じます。

IoTのような人間社会のあり方を大きく変える
最先端のICT（情報通信技術）と、それらを支
える電子工学および情報工学の技術と応用に
関する教育と研究を行います。

設置の理念

理学的基礎の上に、通信工学やネットワー
ク、データ工学、情報通信セキュリティ、情報
システム工学など、電子工学および情報工学
の諸技術を教育します。これらの技術を特徴
に基づいて取捨選択し、組み合わせて活用す
ることで、電子通信機器およびセキュアな情
報通信基盤の設計、実装、運用、保守などに
活躍できる高度技術者を育成します。

養成する人材像

●電子通信機器が組み込まれた製品を製造
する企業において、電子通信機器や通信シス
テムの設計、実装、保守を行う部門の担当者。
●情報通信サービスを提供する企業におい
て、情報通信基盤の設計、実装、運用、保守を
行う部門の担当者。

想定される進路

高度なものづくりを高効率に行うための開発
技術と、それらを支える制御工学および機械
工学の技術と応用に関する教育と研究を行
います。

設置の理念

理学的基礎の上に、機械システムのモデル化
手法、モデルに基づく機械システムのコン
ピュータ制御など、制御工学および機械工学
の諸技術を教育します。これらの技術を特徴
に基づいて取捨選択し、組み合わせて活用す
ることで、機械システムの仕様策定、設計、開
発、試験、評価などの局面で活躍できる高度
技術者を育成します。

養成する人材像

●機械システムを製造する企業の設計部門に
おいて、機械システムの機能仕様の策定や、そ
の機能実現のためのコンピュータ制御手法設
計の担当者。
●機械システムを製造する企業の開発部門に
おいて、コンピュータ制御された機械システム
の開発や、開発した機能の試験や評価を行う
担当者。

想定される進路

電子工学概論
半導体素子における電子や正孔の振
る舞いを理学的基礎に基づいて正し
く理解し、各種半導体素子の構造と
動作原理、増幅回路、発振回路、変復
調回路、パルス回路、電源回路、高周
波デバイスの各種解析手法と計測手
法について学びます。実際に回路網の
設計・試作・特性評価を行い、抽象と
具象の両面から知識を定着させます。

ネットワーク設計研究
情報を正確かつ高速な伝送に適した
通信ネットワークシステムの設計につ
いて学びます。物理的実体である通信
ネットワークに存在する物理的また
は数学的な制約を理学的基礎に基づ
いて正しく理解し、その形態に即した
技術を適用して最適な通信ネット
ワークシステムを設計するための知
識と能力を身につけます。

情報通信セキュリティ研究
通信内容を盗聴や改ざんから守るための暗
号や認証、公開 基盤、情報通信システム
をネットワーク経由の攻撃から守るための
ファイアウォールや侵入検知など、安全安
心な情報通信社会を支える情報通信セ
キュリティ技術について学びます。多種多様
なセキュリティ技術を理学的基礎に基づい
て正しく理解し、安全性と効率のトレードオ
フに留意しながら適切に使い分けられる能
力を身につけます。

科目例と内容

制御工学概論
機械システム工学における基盤技術の
一つである制御工学を概観するととも
に、制御系の最適化やロバスト設計に
ついて学びます。最小二乗法、勾配法な
どの数理的最適化とその数値解法をも
とに、線形二次最適制御の定式化を行
います。この設計問題を線形行列不等
式で解く手法、その発展であるロバスト
制御系設計法を学ぶことで、実用的な
設計法とその計算機実装を含めた機械
技術者としての素養を深めます。

ロボット工学研究
ロボット工学の基礎と応用について学
びます。3次元空間における剛体運動を
記述法について学んだ上で、多リンクか
ら構成されるロボットマニピュレータの
運動学および動力学の導出法を学びま
す。応用分野として、ロボットを多剛体系
として統一的に処理することが可能なマ
ルチボディダイナミクスによる数値シ
ミュレーション手法を扱います。後半で
は制御系CADを用いた演習を行い、学
んだ技術の特徴と制約を理解します。

メカトロニクス研究
メカトロニクスとは、家電、運輸機器、ロ
ボットなどの機械システムに対して、コ
ンピュータを用いて制御を実装する技
術です。コンピュータの演算方法と電子
回路を理解し、外部機器をコンピュー
タに接続するための技術を学びます。ア
クチュエータ、センサ、電源の動作原理
を通して、それらを外部機器としてコン
ピュータに接続する手法を身につけま
す。さらに、様々な事例を通して、メカト
ロニクス技術の適用と応用について学
びます。

科目例と内容

電子情報工学専攻博士前期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに
沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門
性に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本
専攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士前期課程のアドミッ
ション・ポリシーに準じます。

アドミッション・ポリシー

現代の知的工業製品開発に不可欠な電子デバ
イス・ネットワークと、それらが扱うデータの効
率や安全性に関わる情報通信・セキュリティが
教育研究の中心分野です。これらの分野の基礎
的技術を理学的基礎に基づいて習得した上で
発展的技術を学び、適切な技術を選択して現
実の問題の解決法を探求できる能力を育てま
す。また、副専門領域としてソフトウェア工学あ
るいはデータサイエンスの基礎を学び、専門分
野の技術を効率的かつ効果的に活用できるよ
うに技術的視野を広げます。

学びの特徴

【博士前期課程】

NEW 電子情報工学専攻博士前期課程 （仮称・設置構想中）
学位：修士（電子情報工学） ｜ 標準修業年限：2年 ｜ 入学定員：8名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士後期課程】

NEW データサイエンス専攻博士後期課程 （仮称・設置構想中）
学位：博士（データサイエンス） ｜ 標準修業年限：3年 ｜ 入学定員：2名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士後期課程】

NEW 機械電子制御工学専攻博士後期課程 （仮称・設置構想中）
学位：電子情報工学専修：博士（電子情報工学）・機械システム工学専修：博士（機械システム工学） ｜ 標準修業年限：3年 ｜ 入学定員：2名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士前期課程】

NEW 機械システム工学専攻博士前期課程 （仮称・設置構想中）
学位：修士（機械システム工学） ｜ 標準修業年限：2年 ｜ 入学定員：8名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

上記記載内容は、構想中のため変更する可能性があります。 上記記載内容は、構想中のため変更する可能性があります。

●数学、物理学、英語の学力を有する人。
●電子工学および情報工学の基礎技術を理解し、適用できる人。
●電子工学および情報工学の応用や新しい技術に対する知的好奇心
　を持ち、特定の研究課題の解決法を探究する意欲を有する人。

機械システム工学専攻博士前期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに
沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性
に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専
攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士前期課程のアドミッショ
ン・ポリシーに準じます。

アドミッション・ポリシー

機械システムの設計開発に不可欠な機械工
学と制御工学、特に数学モデルに基づく制御
系の解析・設計が教育研究の中心です。これ
らの分野の基礎技術を理学的基礎に基づい
て習得した上で発展技術を学び、適切な技術
を選択して現実の問題を解決方法を探求で
きる能力を育てます。また、副専門領域として
ソフトウェア工学あるいはデータサイエンス
の基礎を学び、専門分野の技術を効率的かつ
効果的に活用できるよう技術的視野を広げ
ます。

学びの特徴

アドミッション・ポリシー

オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械
学習をデータサイエンスに関する数理技
術の中核的分野として位置付けます。これ
らの専門的知識の教育により研究開発能
力を涵養するための能力を身につけさせ
ます。また、自ら問題の設定や分析を行
い、より効率的かつ効果的に適用するた
めの数理技術を新たに開発する研究能力
を涵養するための研究指導科目を配置し
ます。

学びの特徴

●オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習について修士課程修了程度の
　専門知識を有する人。
●オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習に関する技術とその研究開発に
　関心がある人。
●本専攻で修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある人。

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿って編
成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、その目的を
達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロマ・ポリシーに示す
能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士後期課程のアドミッション・ポリシー
に準じます。

●電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学の修士課程修了程度の専門
知識を有する人。機械システム工学専修においては、制御工学および機械工学の修士
課程修了程度の専門的知識を有する人。
●電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学に関する高度な技術の修得
とその研究開発に高い関心と探求心を持つ人。機械システム工学専修においては、制
御工学および機械工学に関する高度な技術の修得とその研究開発に高い関心と探求
心を持つ人。
●本専攻で修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある人。

アドミッション・ポリシー

機械電子制御工学の専門知識を
習得させるとともに、電子情報工
学専修と機械システム工学専修を
置き、それぞれの専修の先進的な
諸技術を教育します。電子情報工
学専修では、組込みシステム工
学、ワイヤレスネットワーク工学、
ネットワークセキュリティなど、電
子工学および情報工学の専門的
な諸技術を教育します。機械シス
テム工学専修では、非線形制御、
ハイブリッド制御、最適化設計な
ど、制御工学および機械工学の専
門的な諸技術を教育します。

学びの特徴

●数学、物理学、英語の学力を有する人。
●制御工学および機械工学の技術を理解し、適用できる人。
●制御工学および機械工学の応用や新しい技術に対する知的好奇心
　を持ち、特定の研究課題の解決法を探究する意欲を有する人。

社会に対する深い理解に基づき、実社会の問
題に対して、数理モデル化を通じて数理技術を
適用することで解決を図るというデータサイエ
ンスの適用範囲を、現代的な社会要請に照ら
して開拓する人材を養成する教育を行います。

設置の理念

オペレーションズ・リサーチや統計学を人工
知能技術の視点から見直し、社会に求められ
る価値を持つ科学技術としてデータサイエン
スを実践・開拓していくことができる研究者
や数理技術者を養成します。

養成する人材像

●高等教育機関などでデータサイエンスに関
わる数理技術の教育研究に携わる研究者。
●産業分野や行政機関、研究機関などで、数
理的な専門技術を開発する業務に携わる研
究員等。

想定される進路

日本の基幹産業である電子通信機器分野や機
械制御分野の発展に寄与するため、機械電子
制御工学の高度な専門的知識を基盤として電
子情報工学または機械システム工学を深化さ
せる能力をもった人材を養成する教育を行い
ます。

設置の理念

電子情報工学または機械システム工学に関す
る課題を自立して設定および解決でき、これら
の分野の研究において先導的役割を果たす研
究者や高度な専門技術者を養成します。

養成する人材像

●大学などの高等教育機関における研究者や教
員。企業などの研究開発部門における研究者。
●[電子情報工学専修]製造業や情報通信システ
ム事業において、電子通信機器、通信ネットワー
ク、情報システムなどの開発、管理を行う高度な
専門技術者。
●[機械システム工学専修]自動車、航空機、ロ
ボット、工作機械などを製造する企業で、機械シ
ステムの設計、開発を行う高度な専門技術者。

想定される進路

データサイエンス後期特論
（オペレーションズ・リサーチ）
数理モデルとしての定式化の実際的な工夫、数
理計画法、シミュレーション、確率過程などのア
ルゴリズムの紹介を行います。さらに、実際の問
題を取り扱う事例研究を行います。アルゴリズ
ムの仕組みとその構築方法について理解を深
めることで、解決策を得るために適切な数理技
術を組み合わせたり開発する能力を培います。

データサイエンス後期特論
（統計科学）
ビッグデータの活用と解析のた
めの数理技術開発に必要な数
理統計学の理論を踏まえ、理解
を深めることで、ビッグデータの
活用と解析のための数理技術を
開発する能力を涵養します。

データサイエンス後期特論
（機械学習と人工知能）
人工知能技術の代表例である機械学
習の技術について学び、理解を深める
ことで、人工知能技術の理論を用いた
データ解析のための数理技術開発能
力を涵養します。

科目例と内容

機械電子制御工学後期特論（電子系）
ミックスドクリティカルシステ
ムの実現技術についてハード
ウェア及びソフトウェアアー
キテクチャの観点から講義し
ます。高信頼性と高機能をひ
とつのコンピュータシステム
で実現する際の満たすべき性
質や実現の課題について理
解を深めます。

機械電子制御工学後期特論（機械系）
サイバーフィジカルシステムに
おいて近年問題となっている
安全性とセキュリティについ
てシステム理論の観点から講
義します。安全性を保障する
制御器設計のための様々な
アプローチや、セキュリティを
情報フローに対するハイパー
プロパティとみなすアプロー
チについて理解を深めます。

電子情報工学後期特論
情報通信システムの高信頼
化に寄与する最新の理論と
手法について講義します。非
標準論理の意義・性質・応用
や、ワイヤレスアクセスの高信
頼化のための推定・予測技術
を用いたアプローチについて
理解を深めます。

機械システム工学後期特論
適応制御や学習制御につい
て講義します。安定論の発展
的手法である受動性・強正実
性に基づいたパラメータ調整
則の設計、および逐次最小二
乗法と忘却係数を用いたオン
ライン同定法について理解を
深めます。

科目例と内容
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384         79.2        
97           20.0        
4             0.8          
0             0.0          

485         100         

390         80.4        
46           9.5          
32           6.6          
17           3.5          
0             0.0          

485         100         

1  

2  
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118     24.3     0         0.0       
234     48.2     3         0.6       

38       7.8       0         0.0       
75       15.5     0         0.0       
4         0.8       0         0.0       
1         0.2       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
2         0.4       0         0.0       
6         1.2       0         0.0       
1         0.2       2         0.4       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       0         0.0       
0         0.0       485     100      
1         0.2       

3  
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8                  1.6              
6                  1.2              
6                  1.2              
8                  1.6              
3                  0.6              

10               2.1              
42               8.7              
37               7.6              
54               11.1            
42               8.7              
44               9.1              
44               9.1              
45               9.3              
12               2.5              

1                  0.2              
485             100             

123             25.4            

4  

 
26

 
 

-学生確保（資料）-66-



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

348         71.8        
423         87.2        
303         62.5        
10           2.1          

485         100         

348 

423 

303 

10 

N = 485
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293            84.2           
35              10.1           
16              4.6             
41              11.8           
74              21.3           
41              11.8           
13              3.7             
7                2.0             

40              11.5           
40              11.5           
2                0.6             
0                0.0             

348            100            

293 

35 

16 

41 

74 

41 

13 

7 

40 

40 

2 

0 

N = 348
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39        13.3     
21        7.2       
11        3.8       

170      58.0     
52        17.7     

293      100      

45        63.4     

4          5.6       
0          0.0       

71        100      

22        31.0     

7    

8    
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43              64.2           
22              32.8           

2                3.0             
67              100            
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11        3.8       
6          2.0       
2          0.7       

29        9.9       
245      83.6     
293      100      

10        52.6     

1          5.3       
0          0.0       

19        100      

8          42.1     

10    

11    
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7                38.9           
9                50.0           
2                11.1           

18              100            
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【南山大学大学院 理工学研究科 入学意向調査 
企業等の従業員・職員 調査対象一覧】の資料について 

 
 
 
・調査対象一覧について、公開用データにおいては省略とする。 
 
・対象範囲 
【資料 20】P.74～P.77 



【資料21】
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1  

622 558 89.7%
47 7.6% 17 2.7%  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

558          89.7         
17             2.7            
47             7.6            

0               0.0            
622          100          

1  

2
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2  
622

208 33.4% 193 31.0% 60 9.6%
46 7.4% 40 6.4% 10 1.6% 9 1.4%
9 1.4% 3 0.5% 2 0.3% 2 0.3%

1 0.2% 1 0.2% 38 6.1%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2  

193    31.0      9         1.4        
208    33.4      2         0.3        

40      6.4        1         0.2        
60      9.6        1         0.2        

9         1.4        0         0.0        
2         0.3        0         0.0        

10      1.6        0         0.0        
46      7.4        0         0.0        

0         0.0        3         0.5        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        38      6.1        
0         0.0        622    100       
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3  
622 3.0

183 29.4% 97 15.6%
89 14.3% 69 11.1% 37

5.9% 35 5.6% 24 3.9%
1 0.2%  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

97               15.6            
4                  0.6              
2                  0.3              
1                  0.2              

183             29.4            
2                  0.3              

89               14.3            
69               11.1            

4                  0.6              
16               2.6              

3                  0.5              
16               2.6              

0                  0.0              
14               2.3              

9                  1.4              
24               3.9              

3                  0.5              
35               5.6              
37               5.9              
13               2.1              

1                  0.2              
622             100             
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295 47.4%
205 33.0% 1 2 72 11.6% 3

31 5.0% 15 2.4% 4 0.6%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

72               11.6            
31               5.0              

205             33.0            
295             47.4            

15               2.4              
4                  0.6              

622             100             
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5  
4 5 4

1 2 3
308
 

92 29.9%
88 28.6%

74 24.0% 32 10.4%
15 4.9% 5 1.6%  

2 0.6%  

291 
94.5%  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

74               24.0            
92               29.9            
88               28.6            
32               10.4            

5                  1.6              
15               4.9              

2                  0.6              
308             100             

5  

6
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6 3
 

6-A  
5

291
 

257 88.3%
31 10.7% 2 0.7%  

1 0.3%  

288 99.0%
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

257      88.3     
31         10.7     

2           0.7        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

6-A    

7
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6-B  
5

291
 

247 84.9%
42 14.4% 1 0.3%  

1 0.3%  

289 99.3%
 

 
 

 
 

247      84.9     
42         14.4     

1           0.3        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

6-B    
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6-C  
5

291
 

242 83.2%
47 16.2% 1 0.3%  

1 0.3%  

289 99.3%
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

242      83.2     
47         16.2     

1           0.3        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

6-C    
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6-D  
5

291
 

228 78.4%
58 19.9% 4 1.4%  

1 0.3%  

286 98.3%
 

 
 

 

228      78.4     
58         19.9     

4           1.4        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

6-D    
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7  3
 

7-A  
6-A

288   
 

157 54.5% 104
36.1% 23 8.0% 4 1.4%  

261 90.6%
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7-B    

6-B
289   

 
156 54.0% 102

35.3% 28 9.7% 3 1.0%  
258 89.3%

 
 
 
 
 
 

 

156          54.0         
102          35.3         

28             9.7            
3               1.0            

289          100          

157          54.5         
104          36.1         

23             8.0            
4               1.4            

288          100          

7-A    

7-B    
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7-C  
6-C

289   
 

150 51.9% 101
34.9% 34 11.8% 4 1.4%  

251 86.9%
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7-D    

6-D   
286   

 
111 38.8% 134

46.9% 37 12.9% 4 1.4%  
245 85.7%

 
 

150          51.9         
101          34.9         

34             11.8         
4               1.4            

289          100          

111          38.8         
134          46.9         

37             12.9         
4               1.4            

286          100          

7-C    

7-D    
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8  3
 

8-A  
7-A

261
 

163 62.5% 1 64 24.5% 3
20 7.7% 2 13 5.0% 1 0.4%  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8-B    
7-B   

258
 

157 60.9% 1 67 26.0% 3
19 7.4% 2 14 5.4% 1 0.4%  

 

64             24.5         
13             5.0            
20             7.7            

163          62.5         
1               0.4            

261          100          

67             26.0         
14             5.4            
19             7.4            

157          60.9         
1               0.4            

258          100          

8-A    

8-B    
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8-C  
7-C

251
 

152 60.6% 1 63 25.1% 3
19 7.6% 2 15 6.0% 2 0.8%  

 
 
  
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
8-D    

7-D   
245

 
165 67.3% 1 57 23.3% 3

10 4.1% 2 9 3.7% 4 1.6%  
 
 
 
 

 
57             23.3         

9               3.7            
10             4.1            

165          67.3         
4               1.6            

245          100          

63             25.1         
15             6.0            
19             7.6            

152          60.6         
2               0.8            

251          100          

8-C    

8-D    
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3
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1 2 3
 

3 3
7  3

1

  

208 8 26
 

313
8 39.1  
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207 8
25.9  

309
8 38.6  

 
  

200 2 100
 

302
2 151  

10   

11   
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137 2 68.5
 

270
2 135  

3
 

12   
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未来の社会を
創造する
技術者へ

南山大学大学院
理工学研究科が
新しくなります。
ＡＩやビッグデータ、IoTをはじめとする技術革新により

社会は急速に変化しています。

南山大学では、産業構造の変化に伴う

技術の変容に対し柔軟に対処して研究開発を行える

研究者や高度技術者を育成するため、

理工学研究科を再編します。

理学を基礎とし、ソフトウェア工学や

オペレーションズ・リサーチ、機械工学や電子工学などを

有機的に統合させた研究を行い、

未来の理工学を切り拓く人材を育てます。

●電子情報工学専攻博士前期課程 
    （入学定員8名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

●機械システム工学専攻博士前期課程
    （入学定員8名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

◯ソフトウェア工学専攻
（入学定員10名へ減員予定）

◯データサイエンス専攻
（入学定員10名）

■電子情報工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士前期課程・修士課程
所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
中京大学大学院
中京大学大学院
名城大学大学院
名城大学大学院
愛知県立大学大学院
名古屋工業大学大学院
南山大学大学院

研究科名
工学研究科
工学研究科
理工学研究科
理工学研究科
情報科学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
情報工学専攻修士課程
電気電子工学専攻修士課程
情報工学専攻修士課程
電気電子工学専攻博士前期課程
情報システム専攻博士前期課程
工学専攻博士前期課程情報工学系プログラム
電子情報工学専攻博士前期課程（仮称）

入学定員
8
7
30
25
10
102
8

入学金
200,000
200,000
130,000
130,000
282,000
282,000
300,000

授業料
505,000
505,000
640,000
640,000
535,800
535,800
654,000

施設整備費・教育充実費
245,000
245,000
100,000
100,000

0
0

105,000

実験実習費
100,000
100,000
120,000
120,000

0
0
0

初年度合計
1,050,000
1,050,000
990,000
990,000
817,800
817,800

1,059,000

2年間合計
1,900,000
1,900,000
1,850,000
1,850,000
1,353,600
1,353,600
1,818,000

所在地
滋賀県
滋賀県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
立命館大学大学院
滋賀大学大学院
中京大学大学院
名古屋工業大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
南山大学大学院

研究科名
理工学研究科
データサイエンス研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
基礎理工学専攻博士後期課程（数理科学コース）
データサイエンス専攻博士後期課程
工学専攻（情報工学領域）博士後期課程
工学専攻博士後期課程
情報・知能工学専攻博士後期課程
データサイエンス専攻博士後期課程（仮称）
　　　　　　　　　　　　 ※減免後金額

入学定員
6
3
4
37
8
2

入学金
200,000
282,000
200,000
282,000
282,000
300,000
300,000

授業料
500,000
535,800
505,000
535,800
535,800
654,000
327,000

施設整備費・教育充実費
0
0

245,000
0
0

105,000
52,500

実験実習費
0
0

100,000
0
0
0
0

初年度合計
700,000
817,800
1,050,000
817,800
817,800

1,059,000
679,500

3年間合計
1,700,000
1,889,400
2,750,000
1,889,400
1,889,400
2,577,000
1,438,500

所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
中京大学大学院
中部大学大学院
名城大学大学院
愛知工業大学大学院
名古屋工業大学大学院
名古屋大学大学院
南山大学大学院

研究科名
工学研究科
工学研究科
理工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
機械システム工学専攻修士課程
ロボット理工学専攻博士前期課程
メカトロニクス工学専攻修士課程
機械工学専攻博士前期課程
工学専攻博士前期課程電気・機械工学系プログラム
機械システム工学専攻博士前期課程
機械システム工学専攻博士前期課程(仮称)

入学定員
7
12
24
30
150
66
8

入学金
200,000
100,000
130,000
130,000
282,000
282,000
300,000

授業料
505,000
550,000
640,000
830,000
535,800
535,800
654,000

施設整備費・教育充実費
245,000
300,000
100,000
270,000

0
0

105,000

実験実習費
100,000

0
120,000

0
0
0
0

初年度合計
1,050,000
950,000
990,000
1,230,000
817,800
817,800

1,059,000

2年間合計
1,900,000
1,820,000
1,850,000
2,340,000
1,353,600
1,353,600
1,818,000

〒466-8673
愛知県名古屋市昭和区山里町18番地

●地下鉄名城線「八事日赤」駅下車　徒歩約8分
●地下鉄鶴舞線「いりなか」駅下車　徒歩約15分

TEL 052-832-3112
e-mail n-somu@nanzan-u.ac.jp

〈お問い合わせ先〉
南山学園　経営本部　総務・人事部　総務課 ※電子情報工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）、機械システム工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）、機械電子制御工学専攻博士後期

課程（仮称・設置構想中）、データサイエンス専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）は2025年4月の開設に向けて設置準備を進めています。研究科、
専攻の概要等は予定であり、今後、変更になる場合があります。

■機械システム工学専攻博士前期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士前期課程・修士課程

■データサイエンス専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士後期課程

※南山大学大学院博士後期課程在学生には授業料および施設設備費の半額の減免による支援があります。
注1）南山大学大学院が理工学研究科に新設予定の専攻の納入金等は予定であり、変更する場合があります。
注2）各大学の情報については、2023年11月調べ。 各大学ホームページより転載（2023年度入学者の金額）最新の情報は各大学のホームページにてご確認ください。

大学院設置基準第14条に規定する教育方法の特例に基づき、夜間や土曜日に履修できるよう配慮します（昼夜
開講制）。また、授業期間中は、図書館の夜間開館や時間外の事務取扱窓口を設け、社会人学生に対応できるよう
配慮します。

奨学金

社会人学生に対する配慮

各専攻と類似する近隣の大学院研究科

理工学研究科アドミッション・ポリシー

南山大学大学院理工学研究科の入学者、在学生に対しては理工学研究センターによる給付型奨学金を設けています。
◎理工学研究科研究奨励奨学費 ◎理工学研究科博士後期課程研究奨励奨学費 ◎理工学研究科随時奨学金　
また、本学卒業者等の入学生については、入学後、入学金相当額の奨学金が給付されます。 
博士後期課程在学生には授業料および施設設備費の半額の支援（減免）があります。
注) 南山大学大学院が理工学研究科に新設予定の専攻の奨学金等は予定であり、変更する場合があります。

博士前期課程

●データサイエンス専攻博士後期課程
    （入学定員2名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

●機械電子制御工学専攻博士後期課程
    （入学定員2名／2025年4月開設予定／仮称・設置構想中）

博士後期課程

既
設

◯ソフトウェア工学専攻
（入学定員2名）

既
設

所在地
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県
愛知県

大学院名
名城大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
豊橋技術科学大学大学院
名古屋工業大学大学院
名古屋大学大学院
名古屋大学大学院
南山大学大学院

研究科名
理工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
工学研究科
理工学研究科

専攻・課程名
機械工学専攻博士後期課程
機械工学専攻博士後期課程
電気・電子情報工学専攻博士後期課程
工学専攻博士後期課程
情報・通信工学専攻博士後期課程
機械システム工学専攻博士後期課程
機械電子制御工学専攻博士後期課程（仮称）
　　　　　　　　　　　※減免後金額

入学定員
5
8
7
37
8
14
2

入学金
130,000
282,000
282,000
282,000
282,000
282,000
300,000
300,000

授業料
640,000
535,800
535,800
535,800
535,800
535,800
654,000
327,000

施設整備費・教育充実費
100,000

0
0
0
0
0

105,000
52,500

実験実習費
120,000

0
0
0
0
0
0
0

初年度合計
990,000
817,800
817,800
817,800
817,800
817,800

1,059,000
679,500

3年間合計
2,710,000
1,889,400
1,889,400
1,889,400
1,889,400
1,889,400
2,577,000
1,438,500

■機械電子制御工学専攻博士後期課程（仮称・設置構想中）と類似する近隣大学院研究科の博士後期課程

■電子情報工学専修  ■機械システム工学専修

【博士前期課程】
理工学研究科博士前期課程では、「人間の尊厳のために」（Hominis Dignitati）という教育モットーを深く理解し、本
研究科のカリキュラム・ポリシーに沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、かつ理工学部のディプ
ロマ・ポリシーに示す力と同等の力を備えている人、とりわけ本研究科の専門性に鑑み、その目的を達成することに強い
意欲を持ち、入学後に本研究科のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。そのために、一
般入学試験では、数学、物理学、英語の基礎学力および各専攻の専門領域の基礎知識を評価します。推薦入学審査お
よび社会人入学審査では、理工学部のアドミッション・ポリシーに示す能力と同等の能力を持つことを口述試問により
確認し、評価します。社会人入学審査では、書類審査および口述試問によって、志望する研究領域に関する基礎知識、
論述力、研究計画を立案し遂行する能力を評価します。加えて入学後の研究計画の妥当性、および社会での研究開発
活動の実績を評価します。

【博士後期課程】
理工学研究科博士後期課程では、「人間の尊厳のために」（Homin is  
Dignitati）という教育モットーを深く理解し、カリキュラム・ポリシーに沿って編
成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、かつ理工学研究科博士前
期課程のディプロマ・ポリシーに示す力と同等の力を備えている人、とりわけ本
研究科の専門性に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ人、入学後
に本研究科博士後期課程のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる
人を受け入れます。そのために、一般入学試験と社会人入学審査では、各専攻
の専門領域の知識を評価するとともに、入学後の研究計画の妥当性についても
評価します。 
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データサイエンス専攻博士後期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿っ
て編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、
その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロ
マ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士後期課程のアドミッション・
ポリシーに準じます。

IoTのような人間社会のあり方を大きく変える
最先端のICT（情報通信技術）と、それらを支
える電子工学および情報工学の技術と応用に
関する教育と研究を行います。

設置の理念

理学的基礎の上に、通信工学やネットワー
ク、データ工学、情報通信セキュリティ、情報
システム工学など、電子工学および情報工学
の諸技術を教育します。これらの技術を特徴
に基づいて取捨選択し、組み合わせて活用す
ることで、電子通信機器およびセキュアな情
報通信基盤の設計、実装、運用、保守などに
活躍できる高度技術者を育成します。

養成する人材像

●電子通信機器が組み込まれた製品を製造
する企業において、電子通信機器や通信シス
テムの設計、実装、保守を行う部門の担当者。
●情報通信サービスを提供する企業におい
て、情報通信基盤の設計、実装、運用、保守を
行う部門の担当者。

想定される進路

高度なものづくりを高効率に行うための開発
技術と、それらを支える制御工学および機械
工学の技術と応用に関する教育と研究を行
います。

設置の理念

理学的基礎の上に、機械システムのモデル化
手法、モデルに基づく機械システムのコン
ピュータ制御など、制御工学および機械工学
の諸技術を教育します。これらの技術を特徴
に基づいて取捨選択し、組み合わせて活用す
ることで、機械システムの仕様策定、設計、開
発、試験、評価などの局面で活躍できる高度
技術者を育成します。

養成する人材像

●機械システムを製造する企業の設計部門に
おいて、機械システムの機能仕様の策定や、そ
の機能実現のためのコンピュータ制御手法設
計の担当者。
●機械システムを製造する企業の開発部門に
おいて、コンピュータ制御された機械システム
の開発や、開発した機能の試験や評価を行う
担当者。

想定される進路

電子工学概論
半導体素子における電子や正孔の振
る舞いを理学的基礎に基づいて正し
く理解し、各種半導体素子の構造と
動作原理、増幅回路、発振回路、変復
調回路、パルス回路、電源回路、高周
波デバイスの各種解析手法と計測手
法について学びます。実際に回路網の
設計・試作・特性評価を行い、抽象と
具象の両面から知識を定着させます。

ネットワーク設計研究
情報を正確かつ高速な伝送に適した
通信ネットワークシステムの設計につ
いて学びます。物理的実体である通信
ネットワークに存在する物理的また
は数学的な制約を理学的基礎に基づ
いて正しく理解し、その形態に即した
技術を適用して最適な通信ネット
ワークシステムを設計するための知
識と能力を身につけます。

情報通信セキュリティ研究
通信内容を盗聴や改ざんから守るための暗
号や認証、公開 基盤、情報通信システム
をネットワーク経由の攻撃から守るための
ファイアウォールや侵入検知など、安全安
心な情報通信社会を支える情報通信セ
キュリティ技術について学びます。多種多様
なセキュリティ技術を理学的基礎に基づい
て正しく理解し、安全性と効率のトレードオ
フに留意しながら適切に使い分けられる能
力を身につけます。

科目例と内容

制御工学概論
機械システム工学における基盤技術の
一つである制御工学を概観するととも
に、制御系の最適化やロバスト設計に
ついて学びます。最小二乗法、勾配法な
どの数理的最適化とその数値解法をも
とに、線形二次最適制御の定式化を行
います。この設計問題を線形行列不等
式で解く手法、その発展であるロバスト
制御系設計法を学ぶことで、実用的な
設計法とその計算機実装を含めた機械
技術者としての素養を深めます。

ロボット工学研究
ロボット工学の基礎と応用について学
びます。3次元空間における剛体運動を
記述法について学んだ上で、多リンクか
ら構成されるロボットマニピュレータの
運動学および動力学の導出法を学びま
す。応用分野として、ロボットを多剛体系
として統一的に処理することが可能なマ
ルチボディダイナミクスによる数値シ
ミュレーション手法を扱います。後半で
は制御系CADを用いた演習を行い、学
んだ技術の特徴と制約を理解します。

メカトロニクス研究
メカトロニクスとは、家電、運輸機器、ロ
ボットなどの機械システムに対して、コ
ンピュータを用いて制御を実装する技
術です。コンピュータの演算方法と電子
回路を理解し、外部機器をコンピュー
タに接続するための技術を学びます。ア
クチュエータ、センサ、電源の動作原理
を通して、それらを外部機器としてコン
ピュータに接続する手法を身につけま
す。さらに、様々な事例を通して、メカト
ロニクス技術の適用と応用について学
びます。

科目例と内容

電子情報工学専攻博士前期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに
沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門
性に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本
専攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士前期課程のアドミッ
ション・ポリシーに準じます。

アドミッション・ポリシー

現代の知的工業製品開発に不可欠な電子デバ
イス・ネットワークと、それらが扱うデータの効
率や安全性に関わる情報通信・セキュリティが
教育研究の中心分野です。これらの分野の基礎
的技術を理学的基礎に基づいて習得した上で
発展的技術を学び、適切な技術を選択して現
実の問題の解決法を探求できる能力を育てま
す。また、副専門領域としてソフトウェア工学あ
るいはデータサイエンスの基礎を学び、専門分
野の技術を効率的かつ効果的に活用できるよ
うに技術的視野を広げます。

学びの特徴

【博士前期課程】

NEW 電子情報工学専攻博士前期課程 （仮称・設置構想中）
学位：修士（電子情報工学） ｜ 標準修業年限：2年 ｜ 入学定員：8名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士後期課程】

NEW データサイエンス専攻博士後期課程 （仮称・設置構想中）
学位：博士（データサイエンス） ｜ 標準修業年限：3年 ｜ 入学定員：2名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士後期課程】

NEW 機械電子制御工学専攻博士後期課程 （仮称・設置構想中）
学位：電子情報工学専修：博士（電子情報工学）・機械システム工学専修：博士（機械システム工学） ｜ 標準修業年限：3年 ｜ 入学定員：2名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

【博士前期課程】

NEW 機械システム工学専攻博士前期課程 （仮称・設置構想中）
学位：修士（機械システム工学） ｜ 標準修業年限：2年 ｜ 入学定員：8名（予定） ｜ 2025年4月開設（予定）

上記記載内容は、構想中のため変更する可能性があります。 上記記載内容は、構想中のため変更する可能性があります。

●数学、物理学、英語の学力を有する人。
●電子工学および情報工学の基礎技術を理解し、適用できる人。
●電子工学および情報工学の応用や新しい技術に対する知的好奇心
　を持ち、特定の研究課題の解決法を探究する意欲を有する人。

機械システム工学専攻博士前期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに
沿って編成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性
に鑑み、その目的を達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専
攻のディプロマ・ポリシーに示す能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士前期課程のアドミッショ
ン・ポリシーに準じます。

アドミッション・ポリシー

機械システムの設計開発に不可欠な機械工
学と制御工学、特に数学モデルに基づく制御
系の解析・設計が教育研究の中心です。これ
らの分野の基礎技術を理学的基礎に基づい
て習得した上で発展技術を学び、適切な技術
を選択して現実の問題を解決方法を探求で
きる能力を育てます。また、副専門領域として
ソフトウェア工学あるいはデータサイエンス
の基礎を学び、専門分野の技術を効率的かつ
効果的に活用できるよう技術的視野を広げ
ます。

学びの特徴

アドミッション・ポリシー

オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械
学習をデータサイエンスに関する数理技
術の中核的分野として位置付けます。これ
らの専門的知識の教育により研究開発能
力を涵養するための能力を身につけさせ
ます。また、自ら問題の設定や分析を行
い、より効率的かつ効果的に適用するた
めの数理技術を新たに開発する研究能力
を涵養するための研究指導科目を配置し
ます。

学びの特徴

●オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習について修士課程修了程度の
　専門知識を有する人。
●オペレーションズ・リサーチ、統計学、機械学習に関する技術とその研究開発に
　関心がある人。
●本専攻で修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある人。

機械電子制御工学専攻博士後期課程では、本専攻のカリキュラム・ポリシーに沿って編
成した教育課程を修めるために十分な学力を備え、本専攻の専門性に鑑み、その目的を
達成することに強い意欲を持つ以下の人、入学後に本専攻のディプロマ・ポリシーに示す
能力を身につけられる人を受け入れます。

入試種別や評価方法については、理工学研究科博士後期課程のアドミッション・ポリシー
に準じます。

●電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学の修士課程修了程度の専門
知識を有する人。機械システム工学専修においては、制御工学および機械工学の修士
課程修了程度の専門的知識を有する人。
●電子情報工学専修においては、電子工学および情報工学に関する高度な技術の修得
とその研究開発に高い関心と探求心を持つ人。機械システム工学専修においては、制
御工学および機械工学に関する高度な技術の修得とその研究開発に高い関心と探求
心を持つ人。
●本専攻で修得した力を用いて社会に貢献する意欲のある人。

アドミッション・ポリシー

機械電子制御工学の専門知識を
習得させるとともに、電子情報工
学専修と機械システム工学専修を
置き、それぞれの専修の先進的な
諸技術を教育します。電子情報工
学専修では、組込みシステム工
学、ワイヤレスネットワーク工学、
ネットワークセキュリティなど、電
子工学および情報工学の専門的
な諸技術を教育します。機械シス
テム工学専修では、非線形制御、
ハイブリッド制御、最適化設計な
ど、制御工学および機械工学の専
門的な諸技術を教育します。

学びの特徴

●数学、物理学、英語の学力を有する人。
●制御工学および機械工学の技術を理解し、適用できる人。
●制御工学および機械工学の応用や新しい技術に対する知的好奇心
　を持ち、特定の研究課題の解決法を探究する意欲を有する人。

社会に対する深い理解に基づき、実社会の問
題に対して、数理モデル化を通じて数理技術を
適用することで解決を図るというデータサイエ
ンスの適用範囲を、現代的な社会要請に照ら
して開拓する人材を養成する教育を行います。

設置の理念

オペレーションズ・リサーチや統計学を人工
知能技術の視点から見直し、社会に求められ
る価値を持つ科学技術としてデータサイエン
スを実践・開拓していくことができる研究者
や数理技術者を養成します。

養成する人材像

●高等教育機関などでデータサイエンスに関
わる数理技術の教育研究に携わる研究者。
●産業分野や行政機関、研究機関などで、数
理的な専門技術を開発する業務に携わる研
究員等。

想定される進路

日本の基幹産業である電子通信機器分野や機
械制御分野の発展に寄与するため、機械電子
制御工学の高度な専門的知識を基盤として電
子情報工学または機械システム工学を深化さ
せる能力をもった人材を養成する教育を行い
ます。

設置の理念

電子情報工学または機械システム工学に関す
る課題を自立して設定および解決でき、これら
の分野の研究において先導的役割を果たす研
究者や高度な専門技術者を養成します。

養成する人材像

●大学などの高等教育機関における研究者や教
員。企業などの研究開発部門における研究者。
●[電子情報工学専修]製造業や情報通信システ
ム事業において、電子通信機器、通信ネットワー
ク、情報システムなどの開発、管理を行う高度な
専門技術者。
●[機械システム工学専修]自動車、航空機、ロ
ボット、工作機械などを製造する企業で、機械シ
ステムの設計、開発を行う高度な専門技術者。

想定される進路

データサイエンス後期特論
（オペレーションズ・リサーチ）
数理モデルとしての定式化の実際的な工夫、数
理計画法、シミュレーション、確率過程などのア
ルゴリズムの紹介を行います。さらに、実際の問
題を取り扱う事例研究を行います。アルゴリズ
ムの仕組みとその構築方法について理解を深
めることで、解決策を得るために適切な数理技
術を組み合わせたり開発する能力を培います。

データサイエンス後期特論
（統計科学）
ビッグデータの活用と解析のた
めの数理技術開発に必要な数
理統計学の理論を踏まえ、理解
を深めることで、ビッグデータの
活用と解析のための数理技術を
開発する能力を涵養します。

データサイエンス後期特論
（機械学習と人工知能）
人工知能技術の代表例である機械学
習の技術について学び、理解を深める
ことで、人工知能技術の理論を用いた
データ解析のための数理技術開発能
力を涵養します。

科目例と内容

機械電子制御工学後期特論（電子系）
ミックスドクリティカルシステ
ムの実現技術についてハード
ウェア及びソフトウェアアー
キテクチャの観点から講義し
ます。高信頼性と高機能をひ
とつのコンピュータシステム
で実現する際の満たすべき性
質や実現の課題について理
解を深めます。

機械電子制御工学後期特論（機械系）
サイバーフィジカルシステムに
おいて近年問題となっている
安全性とセキュリティについ
てシステム理論の観点から講
義します。安全性を保障する
制御器設計のための様々な
アプローチや、セキュリティを
情報フローに対するハイパー
プロパティとみなすアプロー
チについて理解を深めます。

電子情報工学後期特論
情報通信システムの高信頼
化に寄与する最新の理論と
手法について講義します。非
標準論理の意義・性質・応用
や、ワイヤレスアクセスの高信
頼化のための推定・予測技術
を用いたアプローチについて
理解を深めます。

機械システム工学後期特論
適応制御や学習制御につい
て講義します。安定論の発展
的手法である受動性・強正実
性に基づいたパラメータ調整
則の設計、および逐次最小二
乗法と忘却係数を用いたオン
ライン同定法について理解を
深めます。

科目例と内容
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558          89.7         
17             2.7            
47             7.6            

0               0.0            
622          100          

1  

2  

193    31.0      9         1.4        
208    33.4      2         0.3        

40      6.4        1         0.2        
60      9.6        1         0.2        

9         1.4        0         0.0        
2         0.3        0         0.0        

10      1.6        0         0.0        
46      7.4        0         0.0        

0         0.0        3         0.5        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        0         0.0        
0         0.0        38      6.1        
0         0.0        622    100       
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97               15.6            
4                  0.6              
2                  0.3              
1                  0.2              

183             29.4            
2                  0.3              

89               14.3            
69               11.1            

4                  0.6              
16               2.6              

3                  0.5              
16               2.6              

0                  0.0              
14               2.3              

9                  1.4              
24               3.9              

3                  0.5              
35               5.6              
37               5.9              
13               2.1              

1                  0.2              
622             100             

3  
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72               11.6            
31               5.0              

205             33.0            
295             47.4            

15               2.4              
4                  0.6              

622             100             

4 5  
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74               24.0            
92               29.9            
88               28.6            
32               10.4            

5                  1.6              
15               4.9              

2                  0.6              
308             100             

5  
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257      88.3     
31         10.7     

2           0.7        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

242      83.2     
47         16.2     

1           0.3        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

247      84.9     
42         14.4     

1           0.3        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

228      78.4     
58         19.9     

4           1.4        
0           0.0        
1           0.3        

291      100      

6-A    

6-B    

6-C    

6-D    
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156          54.0         
102          35.3         

28             9.7            
3               1.0            

289          100          

150          51.9         
101          34.9         

34             11.8         
4               1.4            

289          100          

157          54.5         
104          36.1         

23             8.0            
4               1.4            

288          100          

111          38.8         
134          46.9         

37             12.9         
4               1.4            

286          100          

7-A    

7-B    

7-C    

7-D    
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64             24.5         
13             5.0            
20             7.7            

163          62.5         
1               0.4            

261          100          

67             26.0         
14             5.4            
19             7.4            

157          60.9         
1               0.4            

258          100          

63             25.1         
15             6.0            
19             7.6            

152          60.6         
2               0.8            

251          100          

57             23.3         
9               3.7            

10             4.1            
165          67.3         

4               1.6            
245          100          

8-A    

8-B    

8-C    

8-D    
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【南山大学大学院 理工学研究科 企業向け採用意向調査 
調査対象一覧】の資料について 

 
 
 
・調査対象一覧について、公開用データにおいては省略とする。 
 
・対象範囲 
【資料 21】P.111～P.122 

 



【資料22】
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